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     午前１０時００分  開 議 

○議長（伊藤一男君） おはようございます。 

  ただいまの出席議員数は20名であります。定足数に達しておりますので、議会は成立いたし

ました。 

  直ちに本日の会議を開きます。 

  なお、議案等の説明のため、地方自治法第121条の規定により、説明員として町長以下、関

係所管課長等の出席を求めております。 

  本日の議事日程は、あらかじめお手元に配付のとおりであります。 

  日程に入ります。 

                                            

     日程第１ 会議録署名議員の指名 

○議長（伊藤一男君） 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

  本日の会議録署名議員は、会議規則第116条の規定により、議長において８番百々喜明君、

９番佐藤輝雄君を指名いたします。 

                                            

     日程第２ 一般質問 

○議長（伊藤一男君） 日程第２、一般質問を行います。 

  昨日に引き続き一般質問を行います。 

  ４番森 淑子さん、直ちに質問席において質問してください。 

     〔４番 森 淑子君 登壇〕 

○４番（森 淑子君） ４番森 淑子です。大綱三つ質問いたします。 

  大綱１．審議会・委員会等の男女共同参画をどう進めるか。 

  男女共同参画社会を実現していくためには、政治や経済、教育など、あらゆる分野の意思決

定の場に参画する機会を男女が均等に持つことが不可欠です。しかし、実際にはそのような

場に女性がいなかったり尐なかったりするのが実情です。審議会・委員会等は資格要件によ

り、関係行政機関の長と関係団体の推薦委員が充てられることが多いようですが、職務指定

の対象となる専門職員や行政機関の長、関係団体の長には女性が尐なく、結果的に審議会・

委員会等における女性委員の比率を引き下げています。このことは官民問わず、女性の社会

進出が進んでいないということ、また、その背景には、人々の意識の中に性別役割分業意識

が根強く残っているという現実があります。 
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町では、住民と行政の協働のまちづくりを目指しており、町の政策決定の場に住民の半数

を占める女性の視点を欠かすことはできません。 

生活に密着したまちづくりを進めていく上で、これまで参画の機会が尐なかった女性や障が

い者、若者の意見を聞くことも不可欠であり、これらの人々の参画を図っていくことがます

ます重要となっています。 

柴田町審議会等への女性の登用促進要領に「審議会等の委員に占める女性委員の割合につい

ては、計画の最終年度（平成22年度）までに30％以上にすることを目標とするとともに、女

性が不在の審議会等の解消を目指す」とあります。 

そこで進捗状況を伺います。 

１）女性登用率が30％を超えている審議会・委員会等はいくつかあるか。 

２）女性委員がゼロの審議会・委員会等は幾つあるか。 

３）性別の偏りをなくすために、どのような方策を考えているか。 

４）クオータ制をとれないか。 

５）しばた男女共同参画プランの見直しは進んでいるか。 

  大綱２．保育ママ制度の実施を。 

  厚生労働省は、希望するすべての人が安心して子供を預けて働くことができる社会を目指し

て「新待機児童ゼロ作戦」を２月に発表しました。10年後には保育サービスの利用児童が100

万人増加するという推計値から、これに対応するための家庭的保育事業の法制化を目指して

います。 

家庭的保育事業は、保育所の待機児童の受け皿として国が平成12年に創設しました。保育

ママ制度とも呼ばれ、保育所より家庭的な環境で保育ができると評価が高くなっていますが、

自治体が国の補助を受けるための資格要件が厳しく、なかなか広がりが見られません。 

厚生労働省は、待機児童の解消のためのみでなく、「家庭的な保育が向く子どももいる」

また、「地域の事情に応じた多様な保育サービスの充実」の一環と位置づけて、より利用し

やすい制度に児童福祉法を改正しようとしています。 

国の制度とは別に、子育て支援に力を入れる自治体は、単独事業として保育ママ制度を実

施し、子育て家庭に助成をしています。江戸川区では、国家資格がなくても子育て経験豊富

な人が、一定の研修を受けた場合、保育ママになることができます。 

宮城県では、県が保育ママ制度を実施していないため、仙台市、岩沼市は国の制度によら

ない制度を導入していますし、角田市も一時保育の形をとりつつ、ＮＰＯや保護者に対して
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独自に助成を行っています。 

家庭的保育は、小集団のため大きな病気にかかりにくく、病気がちな子供にも柔軟に対応

できます。また、ゼロ歳児から２歳の異年齢の中で、兄弟のような感覚で過ごすことができ

ることなど、保育所とはまた違うよい面があります。 

そこで伺います。 

１）３歳未満の待機児童は何人か。 

２）今後の保育需要の推計はどうか。 

３）保育ママ制度を実施できないか。 

  大綱３．合併のメリットとされていることは本当か。 

１）３町の境がなくなると通学が容易になるとされていることについて伺います。 

いつの時代でもどこの地域でも町境は厳然としてあり、本町においては、周囲を村田町・

岩沼市・角田市・大河原町・亘理町の５市町と境を接しています。町境に住む方々は不便を

感じられることも多々あると思います。特に西住地区は住宅が隣接しており、お隣同士で別

の小学校に通学している例もあると聞いています。しかし、現在も西住小学校卒業後、生徒

は大河原中学校に通学していますが、そのことで何か支障があるのでしょうか。 

合併しなくても住民の意向調査をした上で、大河原町と協議して学区が入り乱れないよう

にすることは可能ではないでしょうか。角田市神次郎地区の児童は船岡小学校に通学してお

り、西住地区の場合も大河原町との話し合いで解決がつく問題ではないでしょうか。 

また、合併は学校の統廃合を加速させます。登米市では27校ある小学校が13校に、栗原市

では30校が10校に統廃合されます。以下一部訂正いたします。村田町でも学校が再編されま

すが、合併しても柴田町の小学校はこのまま残せるとお考えでしょうか、町長の考えを伺い

ます。 

２）市民バスの運行について伺います。 

高齢者が多く、公共交通のない地域では、市民バスの運行は歓迎されるとのことですが、

実際に運行させても利用者が尐なく、自治体が大幅に費用負担をしている市町が多いという

のが実情です。 

安易に市民バスを運行すると財政負担が大きく、財政を圧迫するのは目に見えていると考

えますが、合併して市になれば可能なのか、町長の考えを伺います。また、近隣市町での運

行状況について伺います。以上です。 

○議長（伊藤一男君） 答弁を求めます。町長。 
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     〔町長 登壇〕 

○町長（滝口 茂君） 森 淑子議員、大綱３点ございました。順次お答えいたしてまいります。 

  まず、審議会・委員会等の男女共同参画をどう進めるかという点でございます。 

  １点目でございます。30％を超えている審議会等の答えですが、柴田町には、平成20年３月

31日現在、選挙管理委員会、固定資産評価審議会、農政審議会、文化財保護委員会など29の

審議会・委員会があり、女性登用率が30％を超えているのは、国民健康保険運営協議会、介

護保険運営委員会、教育委員会、社会教育委員など12の審議会・委員会等でございます。 

２点目。女性委員がゼロの審議会・委員会等は幾つあるか。 

平成20年３月31日現在で、農業委員会、監査委員、防災会議、固定資産評価審査委員会な

ど９の審議会・委員会で女性の委員がゼロとなっております。審議会・委員会等は、関係行

政機関の職員や専門的知識を有する学識経験者等によって構成される審議会等が多く、現在、

各組織の代表者が男性であることから女性委員はゼロとなっております。今後も女性の委員

がゼロの審議会を減らすため、団体の推薦の委員については候補者選定の依頼の際に柴田町

の男女共同参画の取り組みを説明して、女性の方を推薦していただくなど一層の協力を要請

していきたいと考えております。 

３点目。性別の偏りをなくすためにどのような方策を考えているか。 

柴田町では平成13年に第２次しばた女性施策推進基本計画を策定し、各種取り組みを進め

てまいりましたが、現実には、家庭や地域活動の日常的な分野は女性が大部分を担い、逆に、

政策や方針決定の場への女性の参画状況は思わしくありません。各分野への参画を性別によ

り偏りをなくすためには、女性が積極的に参画する意思を高めるための意識啓発と社会環境

の整備が必要であり、多くの町民の意識啓発を図るため「男女共同参画フォーラム」の開催

や「男女平等教育副読本の配布」を実施し、また、学校教育の場では「男女混合名簿」を実

施してきております。平成19年度には県とのパートナーシップ事業を展開し、男女共同参画

の気運醸成や住民意識の向上に向け地域リーダーとなる人材育成を目指しております。男女

共同参画推進には、幅広い町民の方々の意識が変わることが大切であり、町内のボランティ

ア団体、ＮＰＯなどでも多くの女性の方々が地域活動を展開しておられます。平成19年４月

には、柴田町で初の女性の行政区長が誕生し、ＰＴＡ活動においても二つの小学校と一つの

中学校で女性ＰＴＡ会長が選ばれるなど、多様な場で女性の視点を取り入れた活動が徐々に

ではありますが展開されており、柴田町の男女共同参画社会実現に向けて着実に前進してい

ると考えております。今後も女性の登用促進要領で定めている数値目標を達成できるよう取
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り組んでまいりたいと思います。 

４点目。クオータ制でございます。 

男女共同参画におけるクオータ制とは、政治や政策決定機関での男女平等を積極的に実現

するために、議員・閣僚などの一定数を女性に割り当てる制度で、北欧諸国などで採用され

ており、成果を上げていることは認識しております。 

また、男女共同参画社会基本法においても、「男女間の格差を改善するため必要な範囲内

において、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供すること」としており、こ

の規定に基づいて男女共同参画審議会においては条例により割り当てを定義している自治体

もあるようです。しかし、クオータ制につきましては、まだ十分な理解ができていない面も

ございますので、今後の検討課題とさせていただきたい。当面は、審議会の委員の比率が男

女のいずれかに偏らないよう、制度の中で専門性・特殊性といったものを考慮しながら男女

が個人として能力を発揮する機会の拡大を図ってまいります。 

５点目。プランの見直しの関係です。 

現在の第２次しばた女性施策推進基本計画は、平成13年３月に策定され、計画期間を平成

13年度から平成22年度までの10カ年とし、計画の目標として「①男女の自立と平等をめざし

たひとづくり、②女性が働きやすい環境づくり、③健康で安心して暮らせる環境づくり、④

女性の人権尊重・擁護のまちづくり、⑤男女がともに参画するまちづくり」の５項目を目標

とし、課題解決に向けた施策の取り組みを関係機関や諸団体との連携のもと推進してまいり

ました。平成22年度で第２次しばた女性施策推進基本計画が終了することから、今後、これ

までの課題解決に向けて取り組んできた内容を検証するとともに、社会環境の変化や柴田町

の男女共同参画の現状を把握しながら、今後ますます加速する尐子高齢化や地方分権時代に

対応した男女共同参画社会の実現に向けた計画となるよう広く住民の意見を取り入れるとと

もに、関係機関や諸団体との連携を図りながら、第３次しばた女性施策推進基本計画「しば

た男女共同参画プラン」の策定に取り組んでまいりたいと考えております。 

大綱２点目、保育ママの関係でございます。 

１点目。待機児童ですが、９月１日現在の３歳児未満の待機児童は８人でございます。連

例別内訳は、ゼロ歳が４人、１歳が１人、２歳が３人という状況です。 

今後の保育需要の関係ですが、平成15年に国立社会保障・人口問題研究所が全国市町村の

５歳階級別将来人口を推計しております。この数値は、国や地方公共団体はもとより各種機

関が行う人口推計の基本データとしているものでございます。このデータでは、平成32年の
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柴田町のゼロ歳から４歳までの人口を1,556人とした推計数値としております。 

一方、平成20年３月31日現在の柴田町のゼロ歳から４歳までの人口は、４歳児が342人、３

歳児は318人、２歳児は305人、１歳児は323人、ゼロ歳児が315人の1,603人ですので、同研究

所の平成20年度のゼロ歳から４歳までの推計人口と比較してみますと、12年後には47人が減

尐するというデータから、柴田町の今後の保育対象児童数は減尐すると予測しております。 

しかしながら、保育需要は全国的に低年齢化しており、３歳未満児の待機児童はふえる傾

向にあると推測されておりますが、本町においては、９月１日現在の３歳未満の待機児童が

８人であります。 

なお、厚生労働省は、新待機児童ゼロ作戦において、10年後に保育サービスの利用児童数

を100万人増加するという目標を設定しました。その目標達成となる基礎は、「仕事と生活の

調和推進のための行動指針」において、仕事と生活の調和した社会の実現に向けた各自治体

の取り組みを推進するための社会全体の14項目に及ぶ数値目標がすべて達成された場合の水

準として掲げたものでございます。 

今後、国において14項目の目標達成のため、さまざまな施策が展開されることが予想され

ることから、町としてもその推移を見きわめながら、利用児童数100万人増加という目標に対

応していきたいと考えております。 

３点目。保育ママ制度についてでございます。 

家庭的保育事業、これを「保育ママ」と呼んでおりますが、家庭的保育事業は、平成12年

に待機児童解消の応急的措置として国の実施要領に定められ、事業展開されてきました。家

庭的保育事業の資格要件や実施要件には、保育士または看護師の有資格者であること、就学

前児童や要介護者が家庭にいないこと、保育を行う専用の定められた床面積を確保しなけれ

ばならないことなど、要件が厳し過ぎたために全国のほとんどの自治体では家庭的保育事業

を実施していない状況でございます。 

平成18年度の全国ベースで見ますと、実施自治体は13自治体、保育ママ数は105人、利用児

童数は319人という状況でございます。 

そこで今回、国においては保育施策を質・量とも充実・強化するために「新待機児童ゼロ

作戦」の施策を立ち上げ、これまでの国の定める基準額、児童１人当たり月額３万6,600円の

補助金を５万4,300円にことしの４月１日から引き上げるとともに、平成22年４月から児童福

祉法を改正され、「保育に欠ける乳幼児を家庭的保育者の居宅などで保育する」と明確に位

置づけられるとともに、保育士か看護師に限定されていた資格要件や家族要件などの緩和を
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行うこととしたもので、現在、その実施に向けた基準やガイドラインを策定している状況で

ございます。 

待機児童ゼロに向け、国において重点的に取り組むこととした家庭的保育事業は、町とし

ても大変有効な手段であると認識しておりますので、今後、国から示される基準やガイドラ

インなどの方向性を見きわめながら、各市町村と連携を図り、県に家庭的保育事業実施の要

綱制定を強く働きかけていきます。 

後期次世代育成支援地域行動計画策定に当たり、家庭的保育事業について、保護者などか

らの生きた声やアンケート調査結果などをもとに、住民が真に求めているニーズを的確に把

握分析し、費用対効果などの面を考えれば財源確保のある補助事業が最善の方法であると考

えますが、町単独での導入も視野に入れながら、事業実施に向け推進してまいります。 

３点目、合併のメリットとされていることは本当かということでございます。 

まず１点目。西住小学校卒業後、生徒は大河原中学校に通学しているが、何か支障がある

のか。 

昭和55年５月に大河原町と「区域外就学に係る児童・生徒の就学が円滑に遂行されること

での覚書」を取り交わして、西住地区中学生の通学等の利便性を考慮し、大河原中学校への

区域外就学をお願いしております。 

現在、中学１年生15人、２年生18人、３年生15人の計48人が西住地区から大河原中学校へ

通学しておりますが、これまでに学校や保護者等から特に意見を寄せられたことはございま

せん。 

合併しなくても通学は可能ではないかという点でございますが、西住地区は、柴田町と大

河原町の町境が複雑に入り組んでおり、その結果、森議員の質問にあったように隣同士でも

別の小学校に通学している現状になっています。通学する学校は町境が基本ですが、大河原

町の子供や保護者の方々の要望、大河原町との協議によって、この問題は解決がつくという

ふうにも考えております。 

３点目。柴田町の小中学校はこのまま残せるかと。 

「合併というのは究極の行財政改革である」と喧伝されております。さらに、この合併に

おきましては、将来の基本構想を定める際、公共施設の統廃合の整備、これも重要な検討課

題にされております。現在、村田町での小学校５校が２校に統廃合される計画ですが、柴田

町内の小学校には、村田町で今回廃校対象となる小学校と同じ規模ないし、村田町よりも小

規模な小学校がありますので、合併協議での議論の対象となる可能性は否定できないと考え
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ております。 

２点目、市民バスの運行でございます。 

以前は、柴田町においても民間と国鉄のバス路線がありましたが、モータリゼーションの

進展に伴い、利用者の減尐が進んだことで独立採算制の維持が困難になり、バス路線の廃止

につながってきた経緯がございます。高齢化が加速することを考えますと、ご自分で自動車

を運転されない方々にとっての生活の足として、また、趣味やサークルなど前向きで積極的

な活動の手助けとなるよう、地域の実態に即した循環バスなどの公共交通の確保について、

取り組んでいかなければならないと認識しております。 

ここ最近では、独自に公共交通に取り組む自治体がふえてきておりますが、思ったほど利

用されず空気を運んでいるといった面も散見されますので、先進事例等を参考にするととも

に、町民の皆様からご意見をいただきながら、柴田町らしい公共交通のあり方に取り組んで

いかなければならないと考えております。 

近隣市町の運行状況でございますが、運行形態は、自前と委託がありますが、循環型とデ

マンド型の二通りで、各自治体の年間の負担額は、白石市・名取市・角田市が2,000万円、岩

沼市が4,000万円、村田町が900万円、川崎町3,400万円、丸森町5,000万円、亘理町5,300万円

となっております。 

高齢化社会の到来により、お年寄りの移動手段としての町内循環バスや乗り合いタクシー

などの運行については、合併する・しないにかかわらず議論をしていかなければなりません

が、その導入の是非は、利用状況の見通し、利用者の負担、財政支援の限度等を勘案した中

での政策選択にゆだねられると思われます。合併したからといって自動的に市民バスの運行

が可能になるわけではないと考えております。以上でございます。 

○議長（伊藤一男君） 森 淑子さん。 

○４番（森 淑子君） 柴田町審議会等への女性の登用促進要領というのがありまして、これが

19年の６月１日に新しいものになっております。それ以前のものと比べますと、変わった点

が幾つかありますので、そのことについて伺いたいと思います。 

削られた部分が多いんですね。まず第１条では、審議会等の委員への「女性を積極的に登

用」と前にはありましたけれども、新しいのではこの「積極的」が抜けています。それから

第３条では、審議会等の委員に占める女性委員の割合については、「計画の最終年度までに

30％以上にすることを目標とする」とあるんですけれども、以前のものには「将来的には一

層の高率達成を目標とする」とありますね。この部分ですね、以前は22年までに30％、今回
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は30％以上になったんですけれども、将来的にはもっと高くするという部分が消えているん

ですけれども、これはどのような経緯のもとに消えたのか、削除したのかを伺いたいと思い

ます。私がこれを見ると、後退かなという感じがするんですね。30％以上ということは、

30％であれば、もう100％達成したというふうに受け取れるからなんですけれども、その辺い

かがでしょうか。 

○議長（伊藤一男君） まちづくり推進課長。 

○まちづくり推進課長（菅野敏明君） それでは、お答えしたいと思います。 

  確かに改正をさせていただいております。従来の考え方っていいますか、確かに30％という

のは目標基準にはさせていただいてございますけれども、30％を達成したから男女共同の目

標はすべて達成されたんだというふうな解釈はとってないわけです。前回は、22年度までに

30％を目標といたしまして、将来的には一層高率達成を目標とするというふうなことで記載

してございましたけれども、この22年度までに、まず30％以上を目標にするというふうなこ

とで要領を改正させていただいて、より高い水準で推移していくというふうな意気込みでご

ざいます。 

それからもう１点、前回は女性の不在の審議会等の解消に資することというふうなことで

ございますが、今回は解消を目指すというふうなことで、30％以上というものを目指しつつ、

やっぱり不在の審議会は、当然解消にもっていきたいというふうな考え方で、前段よりも整

理をさせていただいて改正をしたというふうな内容でご理解いただければというふうに思い

ます。決して30％達成したから100％満足したんだというふうなことではございません。審議

会によっては、現行の審議会の中でも、既に50％を達成している審議会も中にはございます。

それから40％なりですね、当然30％を大きくクリアしている審議会もございますので、です

から、30だから達成したというふうな考え方ではなくて、そのような、より高い水準にもっ

ていきたいというふうな考え方でございます。 

○議長（伊藤一男君） 森 淑子さん。 

○４番（森 淑子君） この何年かでパーセンテージが大分減ってるんですね。その内容、なぜ

減ったのかということをちょっと教えてください。 

○議長（伊藤一男君） まちづくり推進課長。 

○まちづくり推進課長（菅野敏明君） 直近のことをお話しいたしますれば、18年度については

33の審議会がございました。この19年度、20年の３月末ですかね、となりますと29の審議会

になったというふうなことで、四つの審議会がまず減尐しております。これはどういうこと
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かというふうなことになりますけれども、一つは、いろいろ条例等の改正がございました。

例えば農村環境改善センター運営委員会というものが廃止になりました。あとは公民館運営

審議会、それから勤労青尐年ホーム運営委員会が廃止になってございます。加えてあと柴田

の郷土館運営委員会というふうなことで四つの部分が廃止になりまして、その部分が減りま

して29というふうなことなんですが、実はこの四つの審議会の中で女性の登用の数を見ます

と、農村環境改善センター運営委員会でいきますと委員数が13名に対して６名というふうな

登用率でございました。率に換算しますと46.20％というふうなこととか、この四つの審議会

の中ですべて４割を超えていた審議会が廃止になったというふうなことで、それらのものが

減尐した为な原因と考えてございます。 

○議長（伊藤一男君） 森 淑子さん。 

○４番（森 淑子君） ということは、なくてもよかった、なくても間に合うというか、余り重

要でない審議会には女性がたくさんいる、重要な、欠かすことのできない審議会には、女性

は比較的尐ないと考えてもいいんでしょうか。 

○議長（伊藤一男君） まちづくり推進課長。 

○まちづくり推進課長（菅野敏明君） お答えいたします。 

  重要でないから女性の登用率が高いかということではございません。その用途、用途により

まして、いろんな精通した方が、いろいろな経験をお持ちの方が委員会・審議会等々に登用

されているというふうに理解しております。したがいまして、廃止になったんだから、廃止

になったところだけは要らないのかということではなくて、それは町側の決定なり、今の社

会情勢なりを照らし合わせて、こういう審議会については廃止になったというふうに考えて

ございまして、決して重要でないから、そのところにだけ女性が登用されているかというこ

とでは全くございません。 

○議長（伊藤一男君） 森 淑子さん。 

○４番（森 淑子君） 女性登用率の表を見ますと、男女共同参画推進委員会っていうのが断ト

ツで登用率が高いんですね。こちらが70％女性です。私は、むしろこういう場所こそ男性に

参加していただいて理解を深めていただきたいと思うんですけれども、いかがでしょうか。

女性がたくさん集まって共同参画について話し合っても、ちょっと違うんじゃないのかなと

思うんですけれども、いかがでしょう。 

○議長（伊藤一男君） まちづくり推進課長。 

○まちづくり推進課長（菅野敏明君） 確かに所管しているところは、まちづくり推進課の方で
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所管をさせていただいてございます。この内容なんですけれども、各種団体とか子ども育成

会とか、そういった団体の方が当然男性としてお入りいただいております。あと、この男女

共同参画推進委員会の中で募集するときに、実は公募いたしました。３名の方が公募枠でお

入りいただいています。その原因もありまして、女性の方がちょっと多くなったというふう

なことで、あと、男性の方につきましては、いろんな地域で活動していただいている方々、

経験をお持ちの方々というふうなことで、そういう各種団体の方にお願いしているというふ

うな関係でございまして、そのような状況でございます。 

○議長（伊藤一男君） 森 淑子さん。 

○４番（森 淑子君） じゃあ、「女性が不在の審議会等の解消を目指す」とありますけれども、

どのように解消をしていきたいと、どういうような働きかけをしていかれる予定でしょうか。 

○議長（伊藤一男君） まちづくり推進課長。 

○まちづくり推進課長（菅野敏明君） 先ほども申し上げましたけれども、やっぱり女性不在の

審議会を極力解消していきたいというふうな目標については全く変わってございません。ど

ういうふうな方法でやるかというふうなことでございますけれども、まずは、全庁的にまず

取り組まなければならないということは一つございます。先ほどの推進要領の関係でござい

ますけれども、これは、年１回各課の方に周知をいたしまして、そういうふうな任期到来時

につきましては女性の登用を促進していただきたいというふうなことで周知をさせていただ

いているということが第１点でございます。それから、なかなか審議会でも、先ほど町長の

答弁の中でもいろんなある程度の知識を持った、いわば専門的な知識が必要、要求されるも

のもございます。あともう一つは、今地域の中でいろんな活動の中で女性の方々が多く活動

されているというふうなこともございます。私ら方の役割といたしましては、そういう方々

をより多く町の行政活動の中に参加をいただくというふうな環境をつくるというふうな意味

でも、女性の人材開発セミナーとかですね、これは事業として19年度もやらさせていただい

たんですけれども、そういったある程度年代層が一定にかたまらないような事業を展開して、

年代層、例えば40代、50代、60代とありますけれども、そういった方々が参加できるような

セミナー等々を開催しながら、より深く政策過程の中に参加いただけるような環境を、やっ

ぱりつくっていくというふうなことで、事業をやっぱり進めていきたいというふうに考えて

ございます。 

それから、やはり各課においては、改選時におきまして、当然男女共同の参画の登用の率

の関係ございますので、それらを周知をさせていただいて促進をいただくというふうなこと
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で進めてまいりたいというふうに考えております。 

○議長（伊藤一男君） 森 淑子さん。 

○４番（森 淑子君） 去年の人材開発セミナーは評判よかったということなんですけれども、

こういうところに出てこられた方をリストアップして、人材リストのようなものをつくって

はどうかと思いますけれども、いかがでしょう。 

○議長（伊藤一男君） まちづくり推進課長。 

○まちづくり推進課長（菅野敏明君） 実は去年そういうふうな形でセミナーを開催させていた

だきました。実は申し込みがあったのが45名でした。年代層をご紹介申し上げますと、30代

の方もおいでになりました。40代、50代の方々が大体为力というふうに考えております。中

身なんですけれども、一つは、皆さんとコミュニケーションを図る場合、どういうふうなコ

ミュニケーションを図ったらいいのかというふうなことで、専属のアナウンサーの方を講師

に迎えまして、人と人との会話の仕方とか、あと、文章の書き方とか、そういうふうなこと

を为にやったわけです。去年の経験から申し上げさせていただきますと、自分にとって、今、

町民の方々を対象にした場合、自分にとってどういうふうな講座があって、自分にとってど

ういうメリットがあるかというふうな講座を開催すればですね、そういった形で年齢層がだ

んだん若くなったというふうなことで、私もちょっと初めての経験だったんですけれども。

参加者の方々の意見を聞きますと、非常に自分にとっては利益があったといいますかね、実

になったというふうなことと、あと、初めて会うわけです。町内の方々が初めてそのセミナ

ーに参加されて、初めて面談するわけなんですけれども、それを活動を通しながら非常に友

好関係が生まれたというふうなことで、そのセミナーが終わった段階で有志の方々がお集ま

りになって、これ１度だったですかね、いろいろこれからその機会があれば一緒に話し合い

とか情報交換をしたいというふうなお話も受けております。現実に１回ほど会合を重ねたと

聞いております。今後もやっぱりこういうふうなもので中身を工夫しながら参加しやすい環

境をつくっていきたいというふうに考えてございます。 

○議長（伊藤一男君） 森 淑子さん。 

○４番（森 淑子君） 向上心の旺盛な女性ってたくさんいると思うんですね。ぜひ町でいろい

ろな機会を提供して、若い人でも参加しやすいようにしていただきたいと思います。 

それで、子育て中の女性の参加を促すためには、一時保育なんかも必要だと思うんですけ

れども、そういうことは考えていませんか。講習の間とか審議会のときに子供さんを預かる

という形で。 
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○議長（伊藤一男君） まちづくり推進課長。 

○まちづくり推進課長（菅野敏明君） 確かにいろいろ今現在私ら方で行っているのは、フォー

ラムの際に一時預かりっていいますかね、託児とかっていうものを別途で用意させていただ

いて、男女共同参画フォーラムの際については、そういうふうな措置をとっています。確か

に審議会等でもそれが必要じゃないかというふうなことに、今のご提言なんですけれども、

やはりどうしても、やっぱりそのような場面にまだ参加者が、そういうふうな方々がまだ見

受けられなかったんですね。もし、これからそういうふうなことも必要だというふうになれ

ば、今後やっぱり検討させていただいて、やはりそういう方々が多く参加されるということ

になれば、今、ご提言あったこともやっぱり検討させていただいて措置する必要は出てくる

かなというふうに感じております。  

○議長（伊藤一男君） 森 淑子さん。 

○４番（森 淑子君） いろんな方に入っていただくためには、やっぱり公募制というのが重要

だと思うんですね。年に１回、その翌年に期限の切れる、新しい委員を募集するときの一覧

を、お知らせ版のようなところに表にして、今年度この審議会とこの委員会改選になります

ので応募しませんかということで公募すれば、公民館なんかでやっているサークルなんかも

一覧にして載りますので、割と目につきやすいですよね。ああいう方式でいろんな人に参加

していただく。そうすれば、障がい持っている方も、年代いろいろ、性別もいろいろな方が

参加してくださると思うんですが、いかがでしょう。 

○議長（伊藤一男君） まちづくり推進課長。 

○まちづくり推進課長（菅野敏明君） 確かに今おっしゃられたことは非常に重要だと思います。

これから当然、各課の方に登用率等々の要領については周知をさせていただいているわけで

すけれども、そういった中で各課に協力をお願いするというふうなことで検討させていただ

ければと思います。 

○議長（伊藤一男君） 森 淑子さん。 

○４番（森 淑子君） 女性ゼロの審議会が九つあるということですけれども、充て職だけの審

議会というのは幾つぐらいありますか。 

○議長（伊藤一男君） まちづくり推進課長。 

○まちづくり推進課長（菅野敏明君） 充て職っていいますか、両方関連性があって、充て職っ

ていうふうなことまでいくかどうか、ちょっとあれなんですけれども、一応関連性があって

お入りいただいているというふうなことはあります。例えば、選挙管理委員会等々に女性は
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１名の方お入りになってございますが、そういったこととか、それと情報ですか。例えば、

個人情報保護審査会なり、それから情報公開審査会なんていうのは、やっぱり関連性がある

というふうなことでお入りいただいているというふうなことです。 

○議長（伊藤一男君） 森 淑子さん。 

○４番（森 淑子君） 委員構成の見直しということはできないのかなと思うんですね。例えば、

男性だけで女性がゼロのところに公募の人を入れるとか、女性枠を設けるとか、そういうこ

とは法律上できないことなんでしょうか。 

○議長（伊藤一男君） まちづくり推進課長。 

○まちづくり推進課長（菅野敏明君） 他市町の、これ、事例なんですけれども、今、私ら方は

要領というふうなことで促進を促している状況でございます。先ほど町長の答弁の中に１項

目あったんですけれども、男女がいずれか一方が審議会に入るっていうふうなことで、実は

全国の事例を見たんですけれども、条例に伴って、何割というふうなことではなくても、男

女のいずれか一方を、やはり、例えば明確にうたっているこの一例の先進の事例で申し上げ

ますと、福岡県のある市なんですけれども、それが10分の４というふうなことで明確に出し

ている条例もございます。あと、ほかの事例ですと、その数字までは明記されてございませ

ん。男女のいずれか一方をというふうな表記でとどめているというふうな状況です。 

○議長（伊藤一男君） 森 淑子さん。 

○４番（森 淑子君） 条例で数字を出しているのが福岡ということですけれども、条例で数字

を出していなくても40％、50％を目指しているところはたくさんありますよね。岩沼市でも

目標は50％なんだそうですね、25年度ですけれども。22年で40％にはいくんじゃないかと担

当課の方がおっしゃっていました。柴田町では男女共同参画都市宣言をしているわけですね。

ですから、柴田が30％でよしとするのは幾らなんでもひどいんじゃないのかなと。30％では

ね、宣言して、もう共同参画に対しては先進的な町と見られてるんですね。よく男女共同参

画関連のインターネットなんかで調べてみますと、宮城県柴田町っていう名前が出てきてび

っくりすることがあるんですけれども、よく見ると共同参画宣言都市ということで名前が載

っていまして、本当に国内でも町としてそういう宣言を出しているところは尐ないんですね。

その点では、誇っていいのか、引け目を感じていいのかちょっとよくわかんないんですけれ

ども、やっぱり審議会ゼロのところが大きな市でも三つとか亓つっていうところもあるわけ

ですね。もうちょっと柴田町はゼロをなくすっていう方向に力を入れてはどうかと思います。 

それから、共同参画の審議会でどういうことをいつも審議されているのか、ちょっと議事
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録を見たことがないのでわからないんですけれども、こういうことについて、女性の参画率

を上げようということについて話し合いというのは余りされたことはないんでしょうか。 

○議長（伊藤一男君） まちづくり推進課長。 

○まちづくり推進課長（菅野敏明君） 男女共同参画推進委員会でございますけれども、これは、

年２回ほどの開催をさせていただいております。一つは、年度初めであれば、年度のどうい

うふうな事業計画等々で展開するのかというふうなことと、あともう一つは、当然年度終了

後に当然展開した事業等々にご報告いたしまして、それらのご意見をいただくというふうな

ことと両方兼ね備えてございます。 

そこの中で出た意見の中をちょっと紹介させていただきますと、これは、先ほど登用率っ

ていうふうなことに直接的には関与する、将来的には関与するというふうな言い方が正しい

かと思うんですけれども、一つは、偏った年代層だけを集めるような事業展開はやっぱり…

…、これから幅広い年代層を対象とした事業を展開すべきではないかと。より多くの方々が

参加ができるような、やっぱり事業を計画すべきだろうというふうなご提言をいただきまし

た。その背景には、先ほども小学校単位の中で小学校の中の２校がＰＴＡの会長さんが女性

だと、それから中学校１校が女性のＰＴＡ会長さんが誕生したというふうなことで、地域の

中で女性の方々がそのような会長さんなりというふうな役職につきながら多く活動している

と。そういうふうなことにも目を向けて事業展開をすべきだろうというふうなご提言をいた

だいておりますし、あと、今置かれている男女共同社会におけるいろいろなお話し合いとか

ですね、こちらから資料を提供してご意見を賜るとか、そういったことで委員会を開催させ

ていただいているというふうな内容です。 

○議長（伊藤一男君） 森 淑子さん。 

○４番（森 淑子君） 大綱２に移ります。 

今の共同参画の話の中からいろいろ見えてきたものがあると思うんですけれども、一番は

女性の社会参加の尐なさということなんですね。団体のトップにいる人が尐ないということ。

また、なぜ尐ないかというと、出産や子育てを機に仕事をやめて、いわゆるＭ字型の雇用が、

働き方が日本では世界的にも諸外国と比べて多いということで。では、じゃあ、どうしたら

共同参画が進んでいくかというと、やっぱり働き方の問題、どうしたら続けて働いていくこ

とができるかということで、子育て支援がすごく大きくかかわってくると思います。柴田町

では推計によると47人減尐だけれども、待機児童はふえるという見通しがありまして、町長

も先ほど町単独で保育ママ制度を実施することも視野に入れながら、そういうことでしたけ
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れども、もうちょっと具体的に、いつごろ、どういう形でやりたいと考えておられるのか伺

います。 

○議長（伊藤一男君） 子ども家庭課長。 

○子ども家庭課長（笠松洋二君） お答え申し上げます。 

具体的な計画というご質問なんですけれども、さきに町長がお答えさせていただきました内

容で、国がですね、その法制の、児童福祉法の改正に伴いまして家庭保育事業の制度の強化

ということを打ち出すようになってございます。それを見まして、その内容に適合できるよ

うなことをまず調査いたしまして、それからの計画を立ててまいりたいというふうに考えて

いるところでございます。 

○議長（伊藤一男君） 森 淑子さん。 

○４番（森 淑子君） 国でどういうやり方を打ち出してくるかっていうのは、まだ、具体的に

はわからないんでしょうか。保育ママ制度でもいろいろなやり方があると思いますけれども。 

○議長（伊藤一男君） 子ども家庭課長。 

○子ども家庭課長（笠松洋二君） 国の改正の方針というのは、概要は、新聞報道等にもあるん

ですけれども、内容としましては、今、現行では保育士とか看護師、あとまた幼稚園教諭等

の有資格者でないとなれない。これはなれないという条件がございます。また、場所にしま

しても、ご自宅で、保育ママを受ける方がご自宅でできるスペース、１階に例えば６畳程度

の広さを持ってらっしゃるとか、あとご自宅の中に遊べる、運動ができる広さの広場が必要

だとか、いろいろそういう条件が現行ではございます。それを緩和して、国の方でですね、

緩和する改正を行って、広げていこうというような内容で聞いております。 

○議長（伊藤一男君） 森 淑子さん。 

○４番（森 淑子君） 女性の場合ですね、全国平均では出産を機に64.7％が退職という状況が

あります。ところが福五県では働く女性の90％が出産後も働き続けている。どこが違うかと

いいますと、福五県では子育て支援に力を入れているんですね。年間118億円を子育て支援に

充てているということなんです。平均64.7％が退職ということは、ほとんどの方が仕事をし

ないで、あるいは、本当に臨時雇用とかパートという形で仕事をするわけですけれども、ひ

とり暮らしの女性のほぼ半数が年収180万円未満、そのうち離婚した女性の12.5％が年収60万

円未満という悲惨な状況で、きっと女性は一生貧乏で暮らすのかなと、そういうことが見え

てきますけれども、やっぱり、女性が一人であっても結婚して夫が働いていても、やっぱり

子供を預けて働きたいという思いはあるんですよね。もちろん家にいたいという方もいると
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思いますけれども。 

やっぱり保育所に預けて働くには、いろいろ考え方はあるんですけれども、仕事をしてな

いと、フルタイムで仕事をしてないと保育所には預けにくいという状況がありますし、選択

肢をふやすということでね。さっきは応急的な、保育所がいっぱいで子供を預けられない場

合の応急的なこととして今まで国でも保育ママを扱ってきましたけれども、これからは通常

保育ということで選択肢の一つとして保育ママ制度を国でも打ち出そうとしていると思うん

ですけれども、保育ママ制度というのは、家庭で、個人の方が家庭で見る場合、それに対し

て町が補助をする、助成する場合、あと町が中心になって保育ママを募集してやるというこ

とあるんですけれども、先ほどまだちょっとわからないということでしたけれども、方向性、

どういう形でやりたいのかということはもう決まっている、もう何年も前から保育ママの話

は話題になっているので、方向性は出ていると思うんですが、いかがでしょう。 

○議長（伊藤一男君） 子ども家庭課長。 

○子ども家庭課長（笠松洋二君） お答え申し上げます。 

確かにこの項目につきましては、何度か議会におかれましてもご質問いただいている項目

でございます。それで、柴田町といたしましても、町長が先ほど答弁の中で申し上げました、

町単独でこの保育ママ事業を実施する場合には、やっぱり必要とする、つまり利用をしたい

という皆さんと、あと、やっぱり保育ママとしてご参加いただける、協力いただけるという

方のバランスも検討しなければならないのかなというふうに考えております。 

町としましては、今ご質問の中には確かに個人の方が保育ママとして預かる事業と、あと

は、町の方で保育ママの方を募集いたしまして取り組むシステムという仕組みがございます。

ただ、今柴田町は財政再建プランのもとに職員の適正化も含めまして進めている中で、今回

は、やっぱり民間の中でご協力いただいて、できる方向での事業を計画していくという方向

で今考えているところでございます。 

○議長（伊藤一男君） 森 淑子さん。 

○４番（森 淑子君） 民間に協力いただいてということは、グループとかＮＰＯということを

考えていらっしゃるんでしょうか。 

○議長（伊藤一男君） 子ども家庭課長。 

○子ども家庭課長（笠松洋二君） 角田市さんとか岩沼市さんの方での活動しているスタイルと

いうのは、そういうグループ、団体の皆さんが为になってやっていただいているという方法

もございますし、仙台市の方でなさっている内容につきましては、保育ママという認定をさ
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れまして、個人の形で、個人といいますかね、そういうことで協力をいただいてということ

で、今柴田町で検討している方法の中では、その両方を検討させていただいているんですけ

れども、どちらがより移行しやすいといいますか、スタートしやすい方の体制をですね、皆

様の、利用される方たちのお声も聞いて進めていこうというふうに考えているところです。 

○議長（伊藤一男君） 森 淑子さん。 

○４番（森 淑子君） 個人とＮＰＯと両方ということは、個人の場合でもＮＰＯの場合でも、

年間幾らか援助する、支援するということなんでしょうか。自治体によって支援の仕方いろ

いろで、担当の方が苦心していろいろ支援方法を考えているっていうことがうかがえるんで

すけれども、金額も年間10万に満たないところから江戸川区のように保護者の負担が毎月１

万4,000円で済むようなところもあって、本当に自治体間の格差って大きいなと思うんですけ

れども、柴田町の場合はどのような、例えばＮＰＯだったら場所を提供するとか、そういう

ようなことも入るんでしょうか。 

○議長（伊藤一男君） 子ども家庭課長。 

○子ども家庭課長（笠松洋二君） 具体的に金額等の件につきましては、財政との関係がござい

ますので、まだそこまでは至っておりません。 

あと、例えば、今ご質問にありましたＮＰＯ団体の方での場所の提供についてということ

なんですが、これも本来的には、そのＮＰＯの皆さんが活動する場を確保していただいた中

での事業のスタートというのが望ましいのかなとは考えておりますが、それもまた、ご相談

があれば、また検討させていただきたいというふうに考えております。 

○議長（伊藤一男君） 森 淑子さん。 

○４番（森 淑子君） そうしますと、相談があれば場所も提供するという、今、お答えでした

けれども、それでよろしいですか。 

○議長（伊藤一男君） 子ども家庭課長。 

○子ども家庭課長（笠松洋二君） 提供するというふうにまだ決まったわけではございませんで

して、活動される内容等についてですね、やっぱりこれは、子育て支援のＮＰＯの皆さんだ

けではございませんでして、いろんな町の中でＮＰＯ活動なさっている皆さんがいらっしゃ

るかと思います。そういう皆さんとの関係もございますので、検討させていただくというこ

との回答をさせていただきます。 

○議長（伊藤一男君） 森 淑子さん。 

○４番（森 淑子君） 先ほど角田と岩沼の話が出ましたけれども、角田では保護者１時間当た
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り300円支給されてるんですね。年間252時間までの一時保育で、本当にスズメの涙かなとは

思うんですけれども、角田では新しい保育所で病後児保育も始まったと新聞報道にあります

ので、やっぱり角田の方が柴田町より一歩二歩先んじているのかなと思います。 

国がこれからどのような形で出してくるかわからないんですけれども、県の方でですね、

県内の自治体に意向調査、詳しくはわからないんですけれども、意向調査とかアンケートと

か、そんなようなものをとっていると聞いたんですけれども、それは来てますか。 

○議長（伊藤一男君） 子ども家庭課長。 

○子ども家庭課長（笠松洋二君） 直接的にその家庭保育、家庭的保育事業についてのアンケー

トは、すいません、私はまだちょっと確認しておらないんですけれども。 

○議長（伊藤一男君） 森 淑子さん。 

○４番（森 淑子君） 先月、県の方に行って、子育て支援室でしたでしょうか、そこに行って

県の状況を聞いたんですけれども、県の方では、まだちょっとはっきり返事ができないとい

うことなんですね。宮城県は保育ママ制度に入ってないので。でも、今、各市町村に書類を

送って返事をもらうことになっているので、柴田町さんで、まだ返事が来てるかどうかわか

らないけどもっていうような話だったんで、アンケート用紙のようなものが来てるんだとば

かり思っていまして、だから、どういう回答をされたのかなと、それを伺いたかったんです

けれども、ないわけですね。ちょっと聞き間違えたんでしょうか。 

○議長（伊藤一男君） 子ども家庭課長。 

○子ども家庭課長（笠松洋二君） 済みません、それでは、ちょっと調べさせてといいますか、

確認させていただきます。 

国の方の家庭保育の助成につきましては、要綱がございまして、費用を出すには、市町村

が実施する事業に対して都道府県が補助する事業については国のその助成が受けられると。

宮城県の現行の家庭的保育対策促進事業費補助交付要綱というのがございますんですが、こ

れの中では、今、いわゆるご質問いただいています保育ママ制度についての対象の事業等は

入れてないんですね。ですから、県の補助の助成もいただけないし、国の助成の補助金も受

けることができないというのが、宮城県内の市町村はすべてそういうような形になっている

ということでございます。それぞれの団体で、単独でそういう事業を動かしているところが

あるというようなのが現状でございます。 

あと、先ほどのご質問には、ちょっと調べさせていただきますので、お時間いただきます。 

○議長（伊藤一男君） 森 淑子さん。 
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○４番（森 淑子君） 県を間に挟まないで、国と町とだけでということはできないことなんで

しょうか。 

○議長（伊藤一男君） 子ども家庭課長。 

○子ども家庭課長（笠松洋二君） ただいまご説明させていただきました国の定める実施要綱に、

県の補助を受けない事業には、国の助成ができないというふうな規定がございますので、今

のところは、その補助の助成につきましては、県の要綱が定められないと、町としてはその

国の助成をいただけないというふうな仕組みになっております。 

○議長（伊藤一男君） 子ども家庭課長。 

○子ども家庭課長（笠松洋二君） 大変申しわけございません。ただいま担当の方から連絡あり

ました。今のご質問なんですが、県からの照会というのが、大変申しわけありません、ござ

いました。これは、回答の内容なんですが、柴田町としましては、「21年度の実施予定を検

討中」ということでの回答をさせていただいたところでございます。以上です。 

○議長（伊藤一男君） 森 淑子さん。 

○４番（森 淑子君） 21年度実施したいということは、県の方でも実施するということなんで

しょうか。 

○議長（伊藤一男君） 子ども家庭課長。 

○子ども家庭課長（笠松洋二君） それはまだ県の方の確認はとってないんですが、これはそれ

ぞれの町で、その保育ママ事業の実施についてどのように今取り組んでいるかという調査で

ございましたので、例えば、今言ったような助成をいただいてやるシステムにするのか、町

単独でするのかということも含めての調査だということになっておりますので、柴田町とし

ては、21年度の実施予定は検討中であるということの回答をさせていただいたところです。 

○議長（伊藤一男君） 森 淑子さん。 

○４番（森 淑子君） ということは、先ほどよりはちょっと、本当は前進しているというふう

にとらえてもいいのかなと、担当の方としてはね、余りはっきりは言うことができないんで

しょうけれども。60代ぐらいの方とか50代ぐらいの方で子供が好きなんだけど、だれか仕事

として子供を預かりたいという話も時々耳にするんですね。それから、子供を預けたいとい

う人もいまして、ぜひ選択肢の一つとして保育ママ制度も取り入れるということで具体的な

話を進めていただきたいと思います。 

大綱３に移ります。 

先ほどの答弁では、合併しなくても西住地区の校区の問題は解決できるというふうなこと
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でしたけれども、改めて線引きを考えるというふうに解釈してよろしいんでしょうか。 

○議長（伊藤一男君） 町長。 

○町長（滝口 茂君） 行政区域の線引きを変えるということではなくて、そこに住んでいる

方々がどちらの小学校を利用するか、その意向によって大河原町と協議の上でお互いが了解

すれば学校が選べるという程度で、線引き自体は考えられないというふうに考えております。 

○議長（伊藤一男君） 森 淑子さん。 

○４番（森 淑子君） そうしますと、地域の方々の意向調査は必要になってきますね、区長さ

んの考えもありますでしょうし。私は合併に反対なので、合併しなくても地域の方々が不便

な生活をしなくて済むにはどうしたらいいかということで、校区の線引きを考え直せないか

なと考えたわけですけれども、実際問題として、やれる可能性というのは何％ぐらいなんで

しょうか。 

○議長（伊藤一男君） 町長。 

○町長（滝口 茂君） 校区の線引きは、その自治体の分離独立ということで、柴田町からある

一定の地域が分離独立して大河原に併合するというような、これはすごい自治法の手続をと

らなければなりませんので、これは相当の力が要るというふうに思いますが、制度上として

は、あるというふうに私自身思っておりました。そういうことでございますので、今の３町

合併の中でその行政区域を変えない限り学校の区域は変わりませんので、その力をもってす

ることは並大抵のことではない。ただ、制度としては分離独立と、分離併合っていうんです

か、大河原に併合、逆に大河原分を柴田町に吸収すると、そういう仕組みはあるというふう

に考えております。ただ現実的ではないのかなと。それよりも意向調査して、自分が行きた

い学校を受けて、それでお互いの学校が協議してやるという方がいいのかなというふうに思

っております。 

○議長（伊藤一男君） 森 淑子さん。 

○４番（森 淑子君） ちょっと違……、行政区じゃなくて校区と言ったつもりなんですけれど

も。 

○議長（伊藤一男君） 町長。 

○町長（滝口 茂君） 学区ですか。学区についても多分同じだと思うんで、これは教育長の方

から答弁させていただきます。 

○議長（伊藤一男君） 教育長、答弁。 

○教育長（阿部次男君） 法的なことをちょっとお話をさせていただきますけれども、実は学区、
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いわゆる通学区域というんですかね、（通称）学区については法規定はないんですね。就学

すべき学校についての規定については、学校教育法の施行令の中にちゃんとあるんですけれ

ども、学区をこのようにするという、その条件とか基準とか、そういうものは一切ないんで

すね。学区については、これまでそれぞれの地域の歴史とか実情に応じてこのようになって

いると、現在のように、ただそれだけなんですね。 

ただ、今町長の方からも答弁ありましたけれども、じゃあ、例えば行政区を越えて、つま

り二つの町、隣の町まで乗り出して一つの学区をつくれるかといえば、現実的には、これは

極めて困難なことだと思いますので、実際上は、これは法律にもきちんとあるんですが、区

域外就学、区域外就学という方法をとっているということであります。したがいまして、柴

田町内でも、例えば、隣の小学校の子供が何らかの事情があって、同じ町内の隣の小学校に

変更お願いしますという就学すべき学校の変更は、これは法律でちゃんと認められておりま

すので、それはできると。当然隣町へも、それは隣町との協議において、隣町の教育委員会

との協議においてそれは可能だということになります。したがいまして、基本的にはそれぞ

れのご家庭で自分の子供さんをどちらの学校に通わせたいのか、それは家庭の事情なりさま

ざまな理由がありますので、区域外就学の理由についてはですね、それは各家庭の事情によ

って、希望申請が教育委員会に出されれば、それに応じて両町の教育委員会が協議をすると

いう形になろうかと思います。以上です。 

○議長（伊藤一男君） 森 淑子さん。 

○４番（森 淑子君） そうしますと、あくまでも個人的に教育委員会と相談ということになる

わけですね。 

○議長（伊藤一男君） 教育長。 

○教育長（阿部次男君） 基本的には個人ですが、ただ、例えば、現在柴田町から大河原中学校

の方に53名の子がお世話になっているような形、これは個人ではありますが、地区として全

体的なご家庭の意向ということを踏まえて、柴田町教育委員会でもそれを考慮して、尊重し

て、大河原町の教育委員会と協議をした上で、それが大河原町教育委員会が受け入れてくれ

たということになろうと思います。 

○議長（伊藤一男君） 森 淑子さん。 

○４番（森 淑子君） なぜ、こういう質問をしたかといいますと、先月出されました「合併問

答」というチラシの中に、「３町の境がなくなると住民はどんなふうに便利になるの」とい

う設問の中で、「合併すると柴田町の西住地区や村田町の沼部地区の子供たちは大河原中学
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校への通学が容易になります」という言葉があったんですね。合併すると学校区の線引きは

きっとやり直すんだろうなと思ったもんですから、では、合併しない場合にはどうなるのか

なということをお聞きしたかったわけなんです。大体のことがわかりましたので、質問はこ

れで終わりにいたします。 

○議長（伊藤一男君） これをもって４番森 淑子さんの一般質問を終結いたします。 

  次に、５番大坂三男君、直ちに質問席において質問してください。 

     〔５番 大坂三男君 登壇〕 

○５番（大坂三男君） ５番大坂三男です。大綱３問質問いたします。 

  １問目。職員給与カットの廃止を再度提案する。 

  １）今年度の普通交付税が確定しました。決定額は幾らか。前年度実績に比べて減った理由

や背景等がわかれば伺います。 

２）６月議会において私が職員給与カットの前倒し廃止を提案したのに対して、今年度の

税収や地方交付税が当初予算どおり確保できれば、平成21年度予算編成時において、給料

５％については前向きに再考したいと答弁いただきました。 

職員の生活にかかわる大きな問題であるので再度伺いますが、今年度の交付税額が決定し、

来年度予算編成がそろそろ始まる段階にきた今が決断のときであると思います。職員給料

５％以外のものも含めてどうするのか、町長の決断を期待して考えを伺います。 

  ２問目。企業誘致活動の現状と今後の取り組みは。 

 １）最近、町内で建設工事の姿が多く目につくようになりました。年初めごろから話題になっ

ていたリコーや東海高熱工業の工場新設・増設工事も始まったと聞いていますが、どのよう

な状況か。その後、町はどのような協力体制を進めているのか。 

２）工事に伴う安全、安心対策や公害対策は、もちろん企業の責任で実施すると思うが、公

的な部分での問題が起きる可能性はないのか、あらかじめ検討し、打つべき手は打ってお

いた方がよいと思うが、どうか。 

３）町は、企業立地活動や産業振興策に常に取り組んでいると思いますが、元気で活力のあ

る町をいつまでも持続できるよう気を緩めることなく、なお一層の努力が必要であると思

います。最近の取り組み状況と町内企業等の情勢はどうなっていますか。 

  ３問目。合併協議には正しい実態の把握と、住民への情報提供が不可欠。 

  合併協議に臨むに当たっては、将来を誤らないよう、正しい情報と正確なデータに基づき、

冷静にかつ、十分な議論を重ねてほしいものです。 
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最近、３町合併問題について、新聞記事、県の推進資料、中核都市実現の会のチラシ等、

目につく機会が多くなり、町民の方々からもいろいろ聞かれることも多くなっております。

住民が本当に知りたいのは、正しい情報である。町長や議員は町政に携わる立場として、正

しい情報の把握に努め、住民の方々に伝えなければならない。 

そこで、最近の資料、特に最近新聞に折り込みされた「中核都市実現の会」発行のチラシ

を参考に町長の見解を伺いたい。 

まず、「３町が合併すると財政は豊かになるのか」と題して、「管理職や職員数も行政組

織が一つになるので、人件費は大幅に削減され、削減された経費は、住民のサービスに回

る」としております。市になれば課長の上に新たに部長が生まれます。課の数もふえます。

それで人件費増となる。役職上、課長になれない人の給料も下げるわけにはいかない。一般

の職員の給料も下げるわけにはいかないんで、高い方に合わせざるを得ない。合併で組織は

肥大化し人件費も急増する結果になるのであります。 

また、議員の数が減るとしても、市になれば報酬が高くなり、政務調査費も高くなります。

県内の合併市町の議員報酬、政務調査費などの合計金額はかなり高額になっております。 

そこで伺います。 

１）三役の人がやめるにしても、多額の退職金はどうなるのか。職員退職手当組合への負担

が、今後、大きくのしかかってくるようなことはないのか。 

２）合併自治体の合併後の人件費の減り具合はどうなるのか。また、柴田町の人件費の減り

具合はどうか。最近の柴田町の人件費の減り具合はどうなっていますか、データを示して

いただきたい。 

３）人件費が減っても合併で一つの自治体になれば、基準財政需要額の算定基準が下がり、

住民サービスには回せないと思うが、どうですか。 

４）合併して、組織構造が大きくなり、管理職の数もふえることが容易に想像されますが、

県内合併自治体の管理職ポストの数のデータを示していただきたい。 

５）議員報酬と政務調査費について、合併自治体と３町の実態はどうなっているのか、お願

いします。 

６）このチラシでは「人件費が大幅に削減され、それが住民サービスに回り、住民の生活向

上が望める」と宣伝しておりますが、それは、私には間違いであるというふうに思います

が、いかがでしょうか。 

次に、「合併で地方交付税は減るのか」という設問に対して、「交付税は増額となる」と
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書かれております。このチラシでは、「普通交付税の算定に当たって、合併後10年間は旧町

ごとに算定した交付税額を下回らないよう優遇措置がある」と書いてあります。これも間違

いであります。下回らないのは５年間だけで、それ以降は減っていくだけなんです。さらに、

「県から移管される生活保護等の経費の新たな算入など交付税は増額する」と書いてありま

す。 

そこで、この一連のことについて質問いたします。 

７番目として、３町合併した場合としない場合を比較して、合併後10年間の普通交付税を

試算したものがあるようですが、これを示していただきたい。「10年間下回らない」という

このチラシの記述は正しいのかどうか。 

それから８番目として、「生活保護等の経費が算入されることで地方交付税がふえる」と

書かれております。ですが、それがどのような合併効果を意味すると思われるか、町長の見

解を伺います。 

次に、次の設問ですね。「岩手・宮城内陸地震で、栗原市の対応は、合併したまちづくり

の成果ではないのか」というふうに題して、「被災者の人命救助や行方不明者の捜索活動を

迅速にできたこと」と、「また、被災者の避難救護や仮設住宅の建設も順調に実施できたの

は、合併した成果」としております。これに対して私の意見なんですが、救援活動が迅速で

順調だったかどうかは一概に言えるものではなく、無理に合併の成果に結びつけていること

に違和感を感じます。今回は、時間帯がよかったこと、被害地域が小さく近隣から救援に駆

けつけやすかったこと、全国で災害スキルの積み重ねが進んでいること、大量のヘリコプタ

ーが動員可能になっていることなど、最近は全国で災害時の迅速で大がかりな救援体制が可

能となっております。 

しかし一方で、地元自治体の職員意識や救援体制に対して、批判があった事実を忘れては

いけません。合併による人事異動、人事交流で現場を知らない職員、緊張感に欠けた職員も

多かったこと、現地と対策本部が離れ過ぎていて臨場感がなく、対策本部の糸が緩む場面も

多かったことなどが多発し、それが合併のせいだとも報道されております。 

６月23日の対策本部会議の冒頭で佐藤 勇市長が「多くの死者、不明者を出し、多くの市

民が避難生活を送っているにもかかわらず、職員にその認識が著しく欠けている」と声を荒

らげたとの記事も河北新報に載っております。まさに合併のデメリットが噴出しているでは

ありませんか。合併で職員の責任感が希薄になり、意欲が薄れていることの恐ろしさを見せ

つけられました。 
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町長は今回の地震や救護活動について、自治体の首長として何を学ばれたのか伺います。 

次に、合併出前講座、これは県の資料なんでございますが、３町が合併することにより

「県南圏域をリードする中核都市が実現」するとして、種々の合併効果が発揮できるとＰＲ

しております。ごらんになった方もおると思いますが、この中身を見ると、いいことずくめ

の言葉が目いっぱい羅列されております。何かそらぞらしく真実味が感じられない。内容に

ついても、私には理解できないものがほとんどであります。特に以下の項目について疑問を

呈したいが、この件について町長はどのように思われるかお聞かせください。 

10番目として、「中核都市」とは何なのか。法的に制度的に裏づけされているとは思えな

い。 

11）「中核都市」になれば権限や財源がふえるとは言えない。 

12）合併で、ただ人口や面積が大きくなることを言っているとしか思えない。 

13）「中核都市」が実現すると、なぜ「行財政基盤が確立」し、「保健・医療・福祉基盤が

確立でき」て、「産業政策が推進される」と、こういうふうに書いてありますが、このよ

うな为張をしているのか私には理解できません。 

14）県はさんざんＰＲしても最後まで責任を持って合併効果の実現を保障してくれるとは私

には思えません。町長の見解を伺います。 

  以上です。 

○議長（伊藤一男君） 答弁を求めます。町長。 

     〔町長 登壇〕 

○町長（滝口 茂君） 大坂三男議員のまず、職員の給料カットの件からお答えしてまいります。 

  １点目。今年度の普通交付税は、23億3,112万5,000円となり、前年度より3.07％の減になり

ました。減額になった理由は、前年度より法人町民税が大幅に伸びたことにより、基準財政

収入額の法人税割が約１億円ふえたことによるものでございます。基準財政需要額は、新た

に地方再生対策費が創設され約6,000万円が加えられたことにより、前年度比で0.59％の伸び

になっております。 

２点目。職員の給料カットでございます。 

今年度の地方交付税は、当初予算よりも約7,000万円多く交付される見込みであります。ま

た、財政調整基金も、今定例会に上程しておりますが、７億8,688万3,282円と、貯金ですね、

なりますので、職員の給料５％カットは今年度限りとし、来年度からは通常に戻したいと考

えております。職員には２年間、本当に財政再建に協力をいただいたこと、改めて私から感
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謝しなければならないというふうに考えております。今後は、財政規律を厳守し、財政再建

団体に陥るような、そうした危機を招かぬよう、議会と町民のご協力をいただきながら健全

財政運営に努めてまいりたいというふうに考えております。 

なお、役職加算、管理職手当の前倒し廃止、要するにボーナスですね、につきましても、

今年度の税収の状況、扶助費や繰出金等の支出見込みを勘案して、来年度予算編成時におい

て、給料同様、ボーナス等につきましても戻す方向で決断したいというふうに考えておりま

す。 

２点目。企業誘致の関係でございます。 

１点目。東北リコー株式会社の第７工場建設が決まりました。私も沼津工場に行ってきた

わけですが、高さ31メートル、幅70メートル、長さ80メートルの大規模な工場が、その地鎮

祭が11月11日に県知事を招いて着手するというふうに聞いております。建設確認申請等を大

河原土木事務所に提出するなど、工事着手に向け事務処理を鋭意、今、柴田町が側面支援を

して行っているところでございます。 

現在、地鎮祭終了後、本体工事が速やかにできるように、町道上名生３号線からの進入路

取り付け工事を今行っているところでございます。 

もう一つの工場、東海高熱工業株式会社仙台第三工場新築工事につきましては、８月11日

に地鎮祭を行い、为要地方道白石・柴田線からの進入路工事とともに工場の新築工事を行っ

ております。これはマックスバリューの西側でございます。空き地がございました。 

もう一つうれしいことに、地元の角谷製作所さんも８月20日に地鎮祭が行われ、新たな工

場を船岡工場団地に建設するということでございます。 

町としても、企業立地を円滑に推進するため、柴田町企業立地優遇制度の説明を行うとと

もに、「柴田町企業立地整備支援対策本部」で企業立地に係る工場周辺環境の整備を検討し、

全庁的に企業立地に対し、協力を行っているところでございます。 

２点目。企業等が行う工事に伴う安全、安心対策や公害対策につきましては、町と企業間

で近隣住民に対する説明会の実施や工事期間中の安全確保等を盛り込んだ協定書を結び指導

してまいります。 

神明堂工場団地内には地域経済を支える重要な生産工場が立地しており、円滑に企業活動

が続けられますよう、平成14年度から年次的に、工場団地周辺の町道の舗装修繕を進めてい

る状況でありますので、今後新築工事関係で大型車両の交通量も多くなりますが、良好な状

態で通行できるよう、継続的に周辺道路の舗装整備に努めていきたいと思っております。 
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３点目でございます。最近の取り組みということでございます。 

県・不動産業者・企業等から、工場進出可能な工場団地や遊休地等について訪問や問い合

わせがあった場合、随時町の現況をお知らせするとともに、問い合わせがあった企業が近隣

市町に立地した場合は、企業訪問を行い、柴田町企業立地優遇制度の説明を行っております。 

また、県大河原地方振興事務所、商工・振興班と一緒に、町内の企業訪問を実施し、県と

町の企業立地優遇制度等の説明等を行うとともに、企業の情報収集に努めております。 

さらに、角谷製作所の後に、槻木のＡ工場につきましても、８月25日に工場増設の建築確

認を大河原土木事務所に提出したと伺っております。 

このようなことから、今後とも企業立地活動を継続的に行うことで産業振興に努め、将来

も柴田町は財政が健全化できるというふうに確信をしているところでございます。 

３点目。合併の関係、14項目ございました。随時お答えをしてまいります。 

１点目。退職金の関係でございます。特別職の退職金につきましては、一般の職員と同様、

町が職員退職手当組合に負担金を支払っておりますが、柴田町におきましては、ご質問のよ

うな組合への多大な負担がかかるというようなことはございません。ただ、合併した大崎市

ほか６団体については問題がございませんが、栗原市ほか２町は負担すべき額がマイナスに

なっておりますので、マイナスの自治体につきましては今後、通常の負担のほかに新たな負

担をお願いすることが検討されているところでございます。 

２点目。合併すると人件費が減るというお話がよく聞かれますが、これについても正しい

情報をお話しいたします。 

これまでに合併した为な県内自治体と柴田町の平成16年から18年、３年間の人件費を比較

しました。一番人件費が削減されたのが合併した栗原市で、マイナス9.4％、額として９億

7,800万円。実は２番目が柴田町でございます、8.6％、２億3,400万円。３位が大崎市、

7.3％。登米市は2.9％、東松島市は1.0％となっております。合併する・しないにかかわらず、

各自治体では平成22年度までを目標にした定員適正化計画を策定するなど、職員削減等によ

る職員の定数管理に努めております。平成22年度までの柴田町の削減目標は8.1％、目標を掲

げております。じゃあ平成20年度時点での達成率、実は118.5％と、目標を大きく上回ってお

ります。こうしたデータを客観的に見ても、合併したからといって人件費が柴田町よりすべ

ての合併自治体が減ると、そういうことは限らないということをご理解いただけるんではな

いかなというふうに思っております。問題は、職員が退職したときの不補充ではなくて、早

目に柴田町は財政を考慮して退職されていただいた方、この方々のおかげだというふうに思
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っております。ことしも早目にやめられる方がいらっしゃる、後進に譲りたいという方もい

らっしゃる。大変私は感謝をしなければならないというふうに思っております。 

３点目。この人件費が減っても、との関係なんですが、普通交付税における人件費、为に

職員の給与等は、各費目において、これ難しいんですけれども、単位費用に含まれており、

人口10万人の標準団体に対する職員等の人員配置をもとに算定されております。柴田町は平

成17年度国勢調査人口が３万9,809人ですので、標準団体規模に合わせるために算定時に段階

補正されております。段階補正は平成20年度算定では「３万人以上10万人未満」という区切

りになっていますので、３町が合併しても７万5,000人規模の市になることから、段階補正に

影響はないと考えられます。ただ、合併算定替の間は、人件費が削減されれば、削減分は住

民サービスに使うことが可能になるというふうに思っております。 

４点目。管理職の関係です。 

県内の为な合併自治体の管理職以上の職員数を見ますと、栗原市が149人、登米市154人、

大崎市108人となっております。複数の市町村が合併し、組織は大きくなり、支所、出張所等

がふえ、部、局、課、所等の数はふえますが、管理職数では、複数市町の管理職を充ててい

ることから、管理職は決してふえていないのが実情のようでございます。反対に、管理職の

ポストがなくなり、合併前の課長職についていた方々がスタッフとなりまして、参事、専門

監などの専門職で対応せざるを得ない現状のようでございます。 

５点目。報酬の関係です。 

県内の自治体で、既に合併した市町村の議員報酬と政務調査費の実態を見てみますと、平

成18年に合併した大崎市の場合は、報酬は42万8,000円で、政務調査費は議員１人当たり年間

８万円となっております。 

また、平成17年度に合併した東松島市では35万円、政務調査費は議員１人当たり月額１万

円、年12万円でございます。 

登米市の場合ですと、26万8,000円で、政務調査費、議員１人当たり月額３万円、年間36万

円となっております。 

栗原市の場合、40万6,000円報酬、政務調査費の定めはございません。 

一方、３町の実態を見ますと、大河原の場合は25万5,000円で、政務調査費は議員１人当た

り月額4,000円、年間４万8,000円となっております。 

村田町の場合は、24万8,000円ですが、政務調査費はありません。 

柴田町の場合、31万6,000円で、政務調査費は議員１人当たり月額4,000円、年間４万8,000
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円となっております。 

議員ご承知のとおり、議員報酬につきましては、市になったからといって額についての定

めがあるわけではございません。また、政務調査費につきましても、議員が政策調査研究等

の活動のために支給されるものであり、各自治体の条例で定めることになっており、支給額

についても同様でございます。 

６点目。人件費が大幅に削減され、それが住民サービスに回るかという点でございます。 

私は、事あるごとにお話をしております。合併して、自動的に起こることでございます。

これは首長等の特別職ですね、副町長、教育長、それから議員の数が減ることでございます。

これが一番の合併の効果でございます。その効果、約試算をしてみますと１億5,000万円が削

減されると考えられます。ただし、３町の職員の給料、ばらばらでございます。いつまでも

ばらばらにしておくわけはありませんので、もし高い方に合わせるということになりますと

２億5,000万円が必要となると思われます。その差、１億円が新たに必要になるということで

ございます。既に説明したように、人件費の削減効果は、将来に考えた場合の効果であり、

合併したからすぐに人件費が大幅に削減され、住民サービスに回り、住民の生活向上が望め

るわけではございませんので、このチラシは正しくないと言えるのではないかと思っており

ます。 

７点目。10年間の交付税の試算でございます。 

議員もお持ちだと思いますが、７月５日の３町合併を考えるシンポジウムの資料の中に県

市町村課が試算した「３町が合併した場合の普通地方交付税の合併算定替」では、合併しま

すと10年間で７億4,500万円が減額になるとなっております。合併すると地方交付税は尐なく

なる。合併しますと地方交付税が尐なくなりますが、これにつきましては、町民も尐しずつ

出前講座をやっておりますので理解が進んできたように思います。平成21年度以降に合併し

た場合は、合併後５年間はラストチャンスの一つであります合併算定替による普通交付税、

これは合併しなかった場合と比べまして補償されます。さらに５年以降は激変緩和として算

定替による増額を減尐する措置がとられますので、５年間は補償されて、５年以降はだんだ

んに減らされていく。その減らされる率は0.9、0.7、0.5、0.3、0.1と減らされておりますの

で、このパンフレットで「10年間は旧町ごとに算定した交付税額を下回らないよう合併算定

替」というのは誤りでございます。 

また、普通交付税のほかに、実は特別交付税という、合併前の経費として合併協議会、合

併準備に係る経費や電算システムの統合など合併市町村の一体化を図る経費、合併市町村間
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の公債費等の格差などに対する経費など、特別交付税に加算されるお金がございます。５年

間で１億2,000万円、６億という数字が出ております。これは先ほど申しましたように、３町

合併のシステムを並べるために使うものでございますので、これがすべて住民サービスに回

るお金ではありません。 

８点目。生活保護の関係でございます。 

市になりますと、生活保護の事務を行う福祉事務所を設置するようになります。生活保護

費や認定事務等に要する経費が発生することから、普通交付税の基準財政需要額では「厚生

費」の「生活保護費」として算入されます。生活保護費は人口を測定単位とし、段階補正、

生活扶助者の年間延人員を基礎数値とした密度補正、態容補正、寒冷補正を行い、平成20年

度では、単位費用6,610円で基準財政需要額に算入されています。単位当然、現段階では当町

で生活保護事務を行っておりませんので、算入額はゼロ円であります。皆、ここにお集まり

の町民の方からのお金で生活保護費は柴田町では払ってないということでございます。平成

20年度の実績でありますが、角田市は１億4,067万6,000円、白石は１億7,045万9,000円が基

準財政需要額の「厚生費」の「生活保護費」として算入されております。 

市になりますと福祉事務所が設置されることにより、生活保護費の単位費用に福祉事務所

の職員の人件費や事務費が措置されることから、段階的に職員が削減される中では、財源確

保は可能となりますので、これまでになかった福祉事務所が設置されるといった点では、合

併効果が生じるというふうになると考えております。 

９点目。地震の関係でございます。 

今回の地震は、逆活断層型による地殻内で発生した地震で、地盤の弱い山間部での土砂崩

れや道路の崩落など大きな被害となりました。 

栗原市災害対策本部は、被災者の救出、行方不明になった方の捜索活動のため、自衛隊や

緊急消防援助隊の派遣要請など素早い対応と、避難所の運営、仮設住宅の建設、被災者への

ケア、災害救助法の申請など、職員の災害に対する危機管理体制がしっかりできていたから

こそスムーズな対応ができたとの評価がある一方、住民にとっては、知っていた町役場の職

員が遠くに行ってしまって避難生活で頼み事を訴えても聞いてもらえないなど、役所との距

離が開いたとの声もあるなど、改めて学んだことは、災害時は、役場と住民とが一体となっ

ている自治体の方が安全確認などで迅速な対応をとれるということを学びました。自立戦略

は改めて間違っていないと確信をした次第でございます。 

それから、10点目から13点目までの「中核都市」についてのことでございますが、関連性
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がありますので、答えが重複する場合もありますことをご了解いただきたいというふうに思

っております。 

まず、10点目の法的な裏づけと11点目の権限や財源の問題でございます。 

地方自治法第252条の22で権能が定められている中核市、これ中核都市とは違います、中核

市です。中核市は、人口がおおむね30万人以上の都市と位置づけられており、中核市に移行

しますと、国や県の事務と権限が拡充され、経費の増加に対する財政措置を講じられて、先

ほどから出ております地方交付税における基準財政需要額が大きくなり、普通交付税は、国

から来るお金ですね、ふえる可能性が高まります。しかし、県が出前講座で使っている、３

町が合併すると県南をリードする中核市でなくて、これ中核都市です、中核都市になるとい

う、中核都市ですが、法律に基づく中核市とは異なり、大幅な権限や財源の移譲はございま

せん。 

12点目でございます。私はまず、鳥の目で見ると、合併して７万5,000人の中核都市が実現

するようなイメージがなされそうですが、それは行政区域が拡大しただけであって、３町の

都市構造が変わるわけでもございませんし、新たな都市機能が加わるわけではありません。

冷静に考えれば、経済的な閉塞感の中で中核都市に幻想を抱いているにすぎないと考えてお

ります。合併し、行政エリアが広がったからといって、観光客がふえて、企業の立地が促進

され、産業の振興や雇用の拡大を通じて税収がふえるわけではありません。都市が中核都市

として成長し、その役割を担うためには、確かな観光戦略、産業振興戦略が必要なのですが、

いまだ明らかな合併後の将来ビジョンさえ示されていないのが現状でございます。今のまま

で、ただ人口や面積から見た自治体が、これは図体が大きくなるだけにすぎません。 

一方、虫の目で見れば、都市の構造を大きく変える要素が潜んでおります。悲しいかな、

合併の協議に入る前から、柴田の本庁舎、つまりここですね、住民自治のとりで、これを初

めから明け渡そうとする動きがあることは、とても残念でなりません。もし柴田町の役場が

本庁舎でなくなれば、役場の職員は尐なくなるし、公共事業の発注に始まり、事務用の文具、

それから職員のお昼、各種団体の夕食会、私もいろんな団体に呼ばれて、このホテル等を使

っておりますけれども、本庁舎中心にかわりますで、役場との取引している人、役場を中心

とした資金、人の流れが変わってしまって、この周辺は壊滅的な打撃を受けるというふうに

考えております。それが銀座通り、中央通商店街に波及し、やがて柴田町全体に及んでいく

ことが、私は懸念をするところでございます。いわば、これまで地域の各細胞に約100億円の

血液をこの場所から循環をさせていた心臓がなくなるわけですから、その心臓が大河原に移
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れば、柴田町の各細胞組織は血液の流れがとまり壊死するというふうに私は考えざるを得ま

せん。本庁舎を明け渡してまで柴田町が得られる合併のメリットをぜひ私は推進の方々に示

していただきたいというふうに考えております。 

13点目。改めて申し上げれば、合併した先進自治体の現実を直視すれば、（自称）中核都

市となったからといって行財政基盤が確立されるわけではございませんし、保健・医療・福

祉の基盤の確立以上に、私は、人と人との顔が見える関係、役所と住民がより身近な関係を

つくることの方が、私は大切ではないかなというふうに思っております。地域経済の発展の

ためには、役場の産業政策と住民の生活領域をベースにした地場産業の育成を通じた地域内

再投資力を結びつけることで、都市と農村とのバランスのよい発展が、この柴田町は可能で

あるというふうに思っております。 

尐子高齢化社会を迎え、これからは、都市が縮小する時代を迎えます。人口が減る時代を

迎えます。そのときには、やはり町の質を高めることを優先しなければならないと。そのた

めには、やはり住民と役所のきずなをさらに深めていかなければならないというふうに考え

ております。今は合併して行政区域を大きくしてはならないというふうに考えております。 

14点目。県は、合併を推進する立場でありますので、前回の３町合併以上に力を入れてい

ることは間違いございません。知事の思い入れも相当なものでございます。しかし、９月１

日に私は知事と二人だけで会談をさせていただきました際に感じましたことは、３町のそれ

ぞれの町の実情や合併のスケールメリットについて詳しくご存じないなというふうに思った

次第でございます。確かに県は、事務所の配置や職員の派遣、さらに福祉事務所への職員派

遣は行っていただけると思います。しかし、合併した旧町村の首長経験者が集まった交歓会

に関する知事の記者会見の席で、その交歓会を取材した記者が質問をいたしました。「合併

によって人口が中心部に集中してしまって町が寂れていった。そういう住民の不満に対して、

県も財政難なので、そういう声にこたえていくのは難しいと思うが、どう対応していくの

か」と、そういう質問を新聞記者が行いました。残念ながら県の具体的な支援策がその場で

明らかにされるということはなく、今後の検討課題ということでございました。ですから、

合併につきましては、正しい情報を両方から聞いて、そして自分で解釈していただきたいと

いうふうに考えております。そうした意味で、私は事務所の位置を大河原に移してまでも、

柴田町が合併して得られるメリット以上のデメリットの方が多いという立場で進めさせてい

ただきたいなというふうに考えております。以上でございます。 

○議長（伊藤一男君） ただいまから休憩いたします。 
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午後１時再開いたします。 

     午後０時００分  休 憩 

                                            

     午後１時００分  再 開 

○議長（伊藤一男君） 再開いたします。 

  休憩前に引き続き一般質問を行います。 

  ５番大坂三男君の質問を続けます。 

○５番（大坂三男君） １問目の職員給与カットの廃止の提案ということで、ご答弁は来年度か

ら戻しますというご答弁をいただきました。せっかくの提案ね、採用していただきましたん

で、何か、これ以上何を聞いたらいいかちょっと考えたんですけれども。職員の給料を戻す、

これは結構なことなんでございますが、やはりこれは、一つですね、先に町長にお伺いした

いんですが、今回のこの２年間にわたる職員の給与・給料カット、これが財政再建を進める

上でどのような意味があったか、あるいは役割があったか、その辺ちょっと感想を伺いたい

と思います。  

○議長（伊藤一男君） 町長。 

○町長（滝口 茂君） 財政再建プラン、47項目あったと思うんですけれども、そのトータルが、

効果額が約３億8,000万円ということが試算をされております。その中でやっぱり一番大きか

ったのは職員の給料カット、それだけ町民に対しても職員の給料をカットしなければならな

いくらいに将来の財政破綻が目に見えているのかと、そういうインパクトが大変大きかった

んではないかなというふうに思います。また、職員の中でも、そんなに厳しいんであれば、

みずから後進に道を譲ると、その８人の方々、今回５人もいらっしゃいますけれども、そう

いう自为的に早目に後進に道を譲っていただいた、そういった効果が結果として、こういう

財政再建プランの削減だけではなくて、これはたまたまなんでしょうけれども、税収の増加、

それから地方交付税が増加したと、その点が重ね合わせて財政再建のめどが立ったというこ

とですから、職員には大変申しわけなかったし、逆にここで、この時点、２年で元に戻せる

ということでありますので、感謝、改めて感謝申し上げたいなというふうに思っております。 

○議長（伊藤一男君） 大坂三男君。 

○５番（大坂三男君） 尐しさかのぼって申しわけないんですけれども、３％カットのときに、

いろいろ職員の意見を聞いて、職員の意識調査みたいなのがあったと思うんですね。皆さん

から意見をいただいたやつをまとめたやつを、私たちも議員の方でもいただいて見た記憶が
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あるんですが、あのときの職員の皆さんのいろいろ提案なり、提言なりご意見なりがあった

と思うんですね。それが、あのときは３％はだめになったんですが、その後５％につながり、

財政再建につながりということで、幸いにして町の財政も好転した形で、何とか２年で途中

であれをやめることができるということにはなったと思うんですが、ただ、あのとき、その

職員の皆さんのご意見とか提言とかいろいろあった中で、その職員の意見、そういうものが

この財政再建にどういうふうに取り入れられていったのか、また今後、今の町政のあり方に

ついて、あの提言がまだこれから課題として残っているものがあるのかどうか、ちょっとお

伺いしたいと思います。 

○議長（伊藤一男君） 企画財政課長。 

○企画財政課長（加藤嘉昭君） 平成18年でたしか当初予算の編成の際に、財源が大きく不足す

るということで、18年の２月でしたかね、たしか職員の方に急な形で３％カットをお願いし

た経過がございます。その後、議会の方に上程しまして、最終的には議会の方で否決されま

して３％カットにはならなかったということで、その際に各課、各施設の職員の方々から数

多くの町長なり執行部に対しての意見が大分出されました。200何項目かあったと思うんです

けれども、いろいろ重複しておりましたので70か80くらいの項目があったわけですけれども、

18年４月以降、財政再建対策室ということで専門に再建プランをつくったわけですけれども、

大部分を職員から提案された意見等については、再建プランに反映したということで思って

おります。 

それから、再建プランを策定しましてから、各職員から出された200何項目かの項目あった

と思うんですけれども、それについて、すべてこのように対応しますということで、全職員

に掲示板で職員が見れる形ですべてに回答をつけまして提示しております。そういう意味で

は、当然金にかかわることだけじゃなくて、役場の体質なり組織とかですね、いろんな意見

ありましたので、それらは再建プランだけでなくて順次継続していかなくてならないものは

あるわけですけれども、それに今取り組んでいるということで思っております。 

○議長（伊藤一男君） 大坂三男君。 

○５番（大坂三男君） それで、私がちょっと、ずっと気になっていたことがあるんですが、そ

れはかなり以前ですが、これは河北新報だったと思うんですけれども、県内の市町村の首長

さんたちがずっと連載されてたときに、柴田の町長紹介記事があったときに、多分その給

与・給料カットも含めてだと思うんですが、職員の士気が低下してしまっているというよう

な内容の記事があったと思います。たしか職員の方からそういう意見があるんだというよう
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な記事だったと思うんですが、その表現の仕方はちょっとどうだったか、余り、今この場で

記憶にないんですが、そういうことで職員の皆さんの士気が低下していると、あるいは意欲

が低下しているというようなことがあるのかなということで私も非常に心配して、職員の顔

を見るたんびにね、どうなんだろうなって、皆さん士気が低下してんのかなというような心

配で見てたんですが、皆やる気を持って、ずっと当たっていただいていると思いますし、今

課長が言ったように、あの提言なり意見が財政再建プランの中に生きて、見事こういうふう

な財政再建までたどり着くことができたということで安心したところでございます。このた

び給料が戻ることによって、さらに皆さんの意欲が向上して、さっき私言ったような栗原の

ような形にはならないんだろうなということで、ぜひとも今後は職員の皆さんにもますます

一層この柴田町のために頑張っていただきたいなというふうに思います。 

私たちが入れたこの間のチラシですね、ごらんになった方もいると思うんですが、この中

で、平成の大合併は失敗というようなことで有識者の言葉を掲載してありますけれども、こ

の中で元地方分権改革推進委員会の委員さんで、あの西尾私案で有名な方の言葉を引いて載

っけておきましたけれども、「合併を続ける限り市町村関係者の腰が落ちつかず、よい結果

を生まないと。市町村が合併に多くの年数とエネルギーが割かれて、分権改革の成果を生か

すことができないのが残念だと。合併は終わりにすべきだ」というのを北海道の合併シンポ

ジウムで彼が述べています。この人は市町村合併を強力に推進した方なんですね。その方が

平成の大合併を検証して、こういうような考え方に今至っているんだということがあるんで

すが、要するに最近、合併、合併って何かね、非常にこう論議がやかましくなってきて、私

たちもあんまり構われたくないようなことだったんですけれども、合併協議会も設置された

ことですしね、多尐これからも合併についてはちょっと周囲がやかましくなるとは思うんで

すが、それとは別に職員の方には余りそういうことに振り回されることなく、腰を落ちつけ

て、この柴田町の再建のために今後とも頑張っていただきたいなというふうに思うんですが、

町長にこれ、ちょっと感想などを伺いたいんですが、どうでしょうか。 

○議長（伊藤一男君） 町長。 

○町長（滝口 茂君） 意欲の低下ですね、やっぱり給料が下げれば、だれでもそれ以上、倍働

こうという気は一瞬起きなくなるのはこれは当然なことではないかなと。そういう点では大

変申しわけなかったなというふうに思っておりますが、ただ、その間にも柴田町は構造改革

特区に手を挙げたり、地域再生計画をやったりですね、ごみのもったいない運動に取り組ん

だり、図書館の件、いろいろほかの事業政策の中で一生懸命やっているという評価も私の方
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に届いておりますので、そういった面で給料を戻すことによって、もっともっと町民のため

の役場であるという認識がさらに高まって、柴田町の将来に向けても一生懸命頑張ってくれ

るんではないかなと期待をしているところでございます。  

○議長（伊藤一男君） 大坂三男君。 

○５番（大坂三男君） それで、職員の給料を戻すのはいいんですけれども、と同時に、この再

建プランの中で、やはり住民サービスをかなり削って町民の方に痛みをかけておるんですね。

それで、この職員の給料だけ戻して住民のサービスカットは戻さないのかというような話に

もなるおそれもあるんですね。そういうことで、近隣の町では、住民のサービスカットと同

時に町長等の職員給料もカットしたんだけれども、町長の給料だけことし戻して大変な批判

を受けていることも聞いております。柴田町も職員の給料だけ戻すということに限らず、や

はり住民サービスも、この間尐し削減した部分でも結構ですし、あるいは新たなサービスを

また考えるということも必要だと思うんですよ。その辺いかがでしょうか。 

○議長（伊藤一男君） 町長。 

○町長（滝口 茂君） ちょっと理解してもらわなければならないのは、その柴田町が財政難に

陥ったのは過去の借金が原因、一つの大きな原因です。借金をつくったということは、その

当時の社会情勢でどうしても必要だった政策をやったがための借金でございます。ですから

そのツケを今払っているわけで、本当に柴田町の財政収入に合った本来の姿に今戻っている

という解釈に立たないといけないんではないかなというふうに思っております。ですから、

サービスを削っているんではなくて、本来収入に見合ったサービスをするのが、今がその適

正な時期ではないかなというふうに考えております。そうした意味で、職員の給料を戻すと

いうことになるわけですけれども、今年度はそうした中においても、初めて柴田町は年間予

算を組めたと、これが一番私は財政構造改革の一番大きなポイントだというふうに思ってお

ります。プラス、そうした財政状況の中でも28項目の新規事業をやって、今までおくれてい

た、大変申しわけないけど我慢していただいたところに着手できたということでございます

ので、そういった意味では、本来の収入に見合った行政サービスを展開できてきつつあると

いうふうに思っております。 

さらに、先ほど議員にお話し申し上げましたが、リコーとか東海高熱工業さん、それから

角谷製作所さん、そして槻木のＡ社ですね、そういう工場増設がありますので、将来の税収

も確保するような政策もみんなでやってきたということでございますので、そういった意味

では、本来の姿で財政規律を緩めることなく、いろんな新しい事業、この議会でも要望され
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ておりますので、政策判断をしながら財政規律を守って、これから財政の健全的な運営を心

がけていきたいと、それが職員に２年間ご苦労をかけた私の責任ではないかなというふうに

思っております。 

○議長（伊藤一男君） 大坂三男君。 

○５番（大坂三男君） それでは、大綱の２問目ですね、企業誘致活動関係なんですが、さっき

の町長の話では、東北リコー、東海高熱、それから角谷製作所さんですか、現実的にもう動

き出そうとしていると、あるいは動き出したということでございます。そのほかに、また槻

木のＡ工場って聞こえたんですが、それも工場増設の方向だということで、非常にこの近隣

では元気のよい町になってるんじゃないかなと、大変結構なことだと、喜ばしいことだとい

うふうに思います。これでさらに、やはりエコファクトリー構想等もあって、まだまだ頑張

る余地があると思うんで、こういう企業が集まって、企業活動が活発になりつつあるこの状

況をですね、さらに相乗効果ということもありますんで、その辺をさらに頑張っていただけ

ればなというふうに思います。さらなるそのＰＲ効果、あるいはその人材、あるいは情報等

をうまく活用した、その相乗効果を盛り上げていくというような方向でいくべきではないか

なというふうに思うんですが、いかがでしょうか。 

○議長（伊藤一男君） 町長。 

○町長（滝口 茂君） 今、柴田の町長あてに来ているのは、やっぱりセントラル自動車の影響

からか、来年度からでもすぐに工場立地をしたいと、土地の手当をお願いしたいというのが

来ております。柴田町だけではなくて、仙南に来ているんですが、なかなかすぐにというの

は難しい状況でございます。というのは、柴田町で、今、手元の工場団地は持っておりませ

ん。工場適地がございますが、残念ながら槻木の工場適地には造成費用がかかります。それ

から北日本電線さんのファクトリーパークですね、あれは環境アセスメントの問題がありま

して、すぐに大きな土地が提供できない。あるのは既存の企業ですね、未利用地。これにつ

きましては、Ａ信託銀行とか地元の不動産会社等々に連絡をとって、早目にその未利用の土

地が売れて、工場が進出しやすいようにする手法をとっております。 

もう一つは、この仙南地域にこの人材ということでありますが、初めてＮＰＯの仙南地域

広域工業会というのがＮＰＯ法人化されました。柴田町の元気再生事業にも若干力をおかし

いただいたもんですから、こうした企業人の集まりをこれから生かして、この方々をメーン

に企業誘致、企業間のネットワーク、アドバイザー、そういうことができないものか検討し

ていきたいなというふうに思っております。 
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また、コミュニティビジネス、地域の問題点を解決、先ほど森議員からございましたけれ

ども、子育て支援を何とか事業化に結びつけていけないかということで、ＮＰＯ法人を目指

しているお母様方の団体もございます。ですから企業誘致、それから人材育成、そうしたコ

ミュニティビジネスというんですか、小さな、それから農業関係では産直活動ですね、そう

いう小さなビジネスもあわせ持って、柴田町全体に相乗効果を、いわゆる政策をやっていき

たい。そのときに大事なのは、やっぱり住民と首長が一緒に協力する、商工会一緒にやると、

そういう顔の見える関係を地域の中から育てていかない限り、こういうグローバルな社会、

都市と農村の格差が広がる社会では立ち行かないんではないかなと。やっぱり首長と地域が

より密接なきずなを結びつく施策展開というのがこれからますます必要だろうというふうに

考えております。 

○議長（伊藤一男君） 大坂三男君。 

○５番（大坂三男君） それでは、大綱３問目に移らせていただきます。 

  ただいま私の質問の間に、休憩、昼休みが入りまして食事に行ったんですが、その場にきょ

う傍聴されておられた皆さんもおられまして、やはり、きちっと合併の話を聞く機会がなく

て、なかなか判断つきかねていたと、そういうところで、きょうみたいにはっきり合併の話、

あと町長の話、私の質問の中から状況がよくわかってきたと。大体お口を開かれた方は、

「合併なんて今さらね」っていうことですね、やはりね。そのほかの町民の方々は、その

方々が感じてられる状況は、どっちでもいいやというような、食事しながらの話でしたから、

でしたんですけれども、やはり町長がきちっと合併のメリット・デメリット、柴田町にとっ

てどうなのかということを正しい情報をきちっと出していく必要があるなというふうに私も

感じましたし、私たちに対しても、「もっともっと情報を出してください」と、「この間の

チラシでよくわかりましたよ」というような話もあったんで、私のその考えが間違ってない

なと心強く思ったところでございます。 

それに関して、先ほどの質問の方に入るんですが、申しわけないんですけれども、この間

のこの県南中核都市実現の会のチラシ、新聞に入ったやつを参考に、ちょっと、きょうはや

らせていただいておりますけれども、大変、何色刷りですか、４色か５色か、すごく立派な

紙を使ってですね、さぞかしお金もいっぱいかかったんだろうなと。それに引きかえ私たち

のチラシはみすぼらしいなとは思うんですが、その割には非常にタイトル等にも大きな間違

いがいっぱいありまして、どうしたんだろうなと、気の毒だなというような感じもあります。

タイトル以上にその中身が「本当はどうなの」って書きながら本当でない話が、私から見て
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ですね、本当でない話がいっぱいあるんで、その辺、私の考えが間違ってるのかどうかも含

めて、ちょっときょう質問に出させていただいわけでございます。 

今も言いましたように、やはりこの合併問題については、正しい情報をきちっと、しかも、

なるべくたくさん町民の方にきちっと出して正しい判断をしていただくということが、町の

将来にとっても住民・町民の暮らしや幸せにとってもこれは必要なことなんで、町民が誤っ

た将来を選択しないように、今後とも正しい情報を町としても発信していただきたいなとい

うふうに思います。町長いかがでしょうか。 

○議長（伊藤一男君） 町長。 

○町長（滝口 茂君） 今ですね、住民の方から、また、団体の方から町長の出前講座を聞きた

いということで、建設関係、水道関係、商工会等々ですね、お邪魔して正しい情報を伝えて

いるところでございます。そのときにはっきりしてきたのは、というのは、私は「○」「×」

というのを持っていって、町民が正しく認識しているかどうか確認しながらやっております。

そのときに、ラストチャンスという二つの要素がありますが、あれは「合併特例債はありま

すか」と質問しますと、ほとんどの方々は「今回はありません」、要するに「×」という回答。

ああ、ここは正しく理解しているなと。それから合併すると合併の算定替ってもう一つのメ

リットがあるんですが、「10年スパンでこれはふえるんですか減るんですか」ということを

聞きますと、「減ります」ということに対して「○」をつける方がほとんどです。ですから

私の周辺だけということになろうかと思うんですが、まだまだ「200億のお金はもらえるんで

すね」と言う方がいらっしゃるもんですから、「えっ」という話になるんですが、まだまだ

正しい情報が伝わってないなというふうに考えておりますので、10月号ですね、しばただよ

りの10月号に、合併、若干の特集を組まさせていただきたいというふうに思っております。 

二つですね、合併の推進債は借金だということ、これは大分理解が進んできたけれども、

一部まだ補助金で100％もらえるという考え方の人が抜けません。それから、合併の算定替は

10年スパンでいくと、県の資料です、７億4,500万減るんですという話も、この議会でもお話

しして、それがだんだん理解してきたのかなというふうに考えております。今後も県の資料

等用いながら、やっぱり自分たちが客観的な情報をつくっていくのは、それが本当の基礎自

治体の我々がする仕事ではないかなと。国・県や一方的な情報だけではなくて、我々の判断

で資料もつくっていきたいというふうに考えております。 

○議長（伊藤一男君） 大坂三男君。 

○５番（大坂三男君） 先ほどの人件費の件ですね。これは合併して人件費が減った場合を想定
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して、基準財政需要額の算定基準上どうなるのかと。当然、合併して人が減るという前提の

もとで、地方交付税の算定があるのかなというふうに私は認識しております。先ほどの答弁

では、この人件費については、段階補正があって、10万人までは、今の３町、柴田とまたど

こかですか、それを合わせても７万人ですから、今の算定額と変わらないから、この部分は

基準財政需要額は下がらないというような答弁だったと思うが、それでよろしいんでしょう

か。 

○議長（伊藤一男君） 企画財政課長。 

○企画財政課長（加藤嘉昭君） はい、そういうふうに理解していただいて間違いありません。 

○議長（伊藤一男君） 大坂三男君。 

○５番（大坂三男君） そうしますと、後ほどの、その合併したときに地方交付税が減るのかふ

えるのかということにつながるんですが、人件費は基準額としては減らないと、ただし合併

すると３町で向こう10年で７億4,000万でしたか、減るということなんですが、どの部分で減

るんでしょうか、１本算定になったときに。 

○議長（伊藤一男君） 企画財政課長。 

○企画財政課長（加藤嘉昭君） 柴田町としては、合併算定替っていうのを、資料とか計算方法

がないものですから、この間のシンポジウムでお出ししたやつは県の市町村課の方で試算し

ていただきました。考えられるのは、先ほど言いましたように、首長の数とか、それから議

員さん方の数が減るというようなことは基準財政需要額にあります。今お話しした職員の数

は、10万人規模であればこの程度の職員が必要だろうということで、全国一律に10万人を基

準としてこのぐらい行政需要として職員が必要だろうということで計算されます。ただ、柴

田町が３万9,000人であれば、補正係数があるんですけれども、当然10万人おりませんので、

それに３万9,000人であればこの程度の係数ということを掛けて計算します。例えば同じ自治

体で３万9,000人の柴田町と同じ自治体があったとしますと、単純に300人のところがあれば、

もしかしたら努力して230人のところもあります。あるいはもっと行政サービスをするという

ことで400人ぐらいいる団体もある可能性があるわけですよね。そういう場合、国の方で交付

税を算定する際に、一律に計算する必要があるということで、例えば７万5,000人ですね、な

ればその単位費用自体は変わらないということでございます。その分職員が努力してどんど

ん減らせば、行政サービスの方に振り向けることができるというような考え方でございます。 

○議長（伊藤一男君） 大坂三男君。 

○５番（大坂三男君） このチラシによりますと、地方交付税は減らないような意味合いのこと
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が書かれていますし、一方では、この間の県の試算した数字が出てきていますし、間違いな

くこの10年間が補償されるということは、これはあり得ないんですよね。もう一遍確認なん

ですが。 

○議長（伊藤一男君） 企画財政課長。 

○企画財政課長（加藤嘉昭君） 10年間を見れば、先ほど町長答弁しましたように、県の試算で

は、10年間では７億4,500万減るという試算が出ております。ただし、これにつきましては、

交付税が、当然、毎年基準財政需要額と収入額で変わりますので、県の試算は22年度ベース

で３町の交付税が減らないという前提で試算したものでございます。７億4,500万につきまし

ては、柴田町だけの減額でなくて、３町合わせて10年間で７億4,500万減るという試算でござ

います。ですから、県の試算を見ますと、10年間ではトータルで３町で７億4,500万が減額に

なるということでございます。 

○議長（伊藤一男君） 大坂三男君。 

○５番（大坂三男君） ですから、その辺がやはり正しい情報をちゃんと町民に知らせるという

ことが必要なんですよね。私、日曜日ちょっとある方から「合併したら200億円国から交付さ

れるんだそうだなと。それを使ってこの借金を払っても何10億残るんだと。それを今使える

んだ」という、本当にもうね、耳を疑うようなことを、しかも、ある程度社会的な地位のあ

る方から言われたんでちょっと大変なショックを受けたんですよ。その何か200億円というの

が一人歩きしてるみたいで、槻木方面でそういう話を聞いたっていう話も……。これで私そ

の200億というのを３回聞いてるんですね。しかも例えば、その200億円合併特例債なりで国

から交付されたとしてもね、それを借金払いに使えるとかね、そういう本当に間違った考え

方が、ある意味この、意識的にかどうかわかりませんが、流布されているというか流されて

いる部分もありますんで、やっぱりそういうことを真に受けて、信じて将来を誤ってしまう

というようなことが、もし、町民の間であれば大変な不幸なことでございますので、何回も

言いますが、きちっとした正しい情報をぜひ町民の方々に知らせていただきたいなというふ

うに思います。 

それから、ちょっと一部尐しこまいことになるんですが、その合併補正とか、何ていう名

称か、臨時的経費っていうんですかね、さっき言った電算システムの統合化とか、それから

新市計画をつくるための費用とか、そういうのが、今度、新合併特例法の中で支援があるん

だというような話がありました。例えば合併のその臨時的経費というのは、例えばその電算

システムの統合については、まず、金額的にどのぐらいかかるものなのか、あと、それにシ
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ステム統合化に向けて作業始まった場合にどのぐらいの期間を要するものなのか、お伺いし

たいと思います。 

○議長（伊藤一男君） 企画財政課長。 

○企画財政課長（加藤嘉昭君） 合併の際には、各町で今情報化が進んでいるということで、電

算の統合化ですかね、非常に重要な課題だというふうに、どこの合併市町村でも言われてお

ります。今３町の場合、合併した場合に、どの程度費用が必要かということは、ちょっと資

料はございませんけれども、恐らく二、三億程度は優にかかるのかなというふうに思ってお

ります。通常ですね、合併が決まりまして、当然お金かかるもんですから、議会で議決いた

だいて合併するというふうにならないと、電算を新市になった場合に発注できないというこ

とがありまして、通常七、八カ月ですね、７カ月から８カ月ないと統合ができないというふ

うに言われておりますので、例えば22年３月31日に新市誕生ということになれば、それから

さかのぼって７カ月前ぐらいまでに確実に３町が合併するということが決まらないと、実際

には３月31日の新市の誕生は難しいのかなというふうに思っております。 

○議長（伊藤一男君） 大坂三男君。 

○５番（大坂三男君） これ、私もいろいろ調べてみました。そうしますと、経費的には大体人

口１万人当たり5,000万ぐらいかかるんだというのが通常言われているようです。ですから、

７万人だと３億5,000万円。それから期間的にもきちっとしたものをやろうとしますと、17カ

月から24カ月ぐらいというふうになっています。まあ、１カ所じゃなくていろんなところで

調べると。ですから、それは、範囲は、幅はありますけれども、さっき言った七、八カ月っ

ていうのは到底無理です、これはね。今この、さっき言いましたように、全部すべてがシス

テム化やはりされてますから、これをきちっと統合するとなって、混乱しないような形でス

タートできるようにするとなると、そんな６カ月や７カ月ではとてもじゃないが間に合わな

いというようなことになるはずでございます。 

それで、その電算システムの経費というのは、２億かかるか３億かかるかわかりませんが、

それと、その新市の基本構想みたいなものをつくらなくてはないと。これもその経費で見て

もらえるというようなことになっているんですが、それは全額見てもらえると、県か国かわ

かりませんけれども、出してもらえるということなんでしょうか。 

○議長（伊藤一男君） 企画財政課長。 

○企画財政課長（加藤嘉昭君） 今回合併協議会が発足しましたので、県の方から合併支援とい

うようなことがありまして、通常の業務につきましては500万定額にですね、今回３町なもん
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ですから１町100万ということで、800万ですね、県の方から、通常、合併協議会に新市基本

計画も含めましてそういう支援が毎年ございます。 

電算統合のシステム内ですね、いろんなのについては、特別交付税ということで、普通交

付税とは別に、国と県で持ってる枠があるわけですけれども、その特別交付税で措置される

ということでございます。その額につきましては、どの程度になるかということは、ちょっ

とこちらでは確認とれておりません。 

○議長（伊藤一男君） 大坂三男君。 

○５番（大坂三男君） 交付税で措置されるって、いつものパターンですね。わかりました。何

か、実現するかしないかもわかんない合併に、協議会の方に、むだな時間と金を使うという

のは本当に納得いかないという住民の声が非常に多く出てますよね。まことに残念なことな

んですが、県費にしろ、国の金にしろ、私たちの税金に変わりないことを、そういう一見む

だなことに浪費してしまうということを非常に私は残念なことだというふうに思います。 

それから、災害時の要するに対応についてですね。合併効果で非常によかったというよう

な話もここにあるということを先ほどお話ししました。実は私ですね、これ６月16日でした

か、あの地震あったのがね。日曜日でしたね。その週の土曜日、22日に栗原市にちょっとほ

かの所用があって行ったんですね。たまたま役場の隣だったんですが、全く緊張感がないん

ですね。もう報道、テレビなんかでそれこそ夜となく昼となくがんがん報道されてるんです

が、現地では全く緊張感もありませんでした。何か腕章つけた報道の人が、尐し何人か歩っ

ていて、役場のわきに大きなパラボナアンテナがあるぐらいでね。ええっ、何だろうなって

いう感じだったんですが、その後、ちょっといろんな人とお会いしてお話伺いました。議員

の方もいたし、職員の方もおられました。「どうなんですか、この災害、何か大変なんでし

ょう」って言うと、いやあっていう感じなんですね。同じ自治体内でそういう雰囲気だった

のが、非常に私が違和感を感じたんですが、「皆さん、職員の方も議員の方も大変なんでし

ょうね」って言うと、「いや、何かあっちの方でやってるし、何か合併して人事交流があっ

て、現地を知らない人が現地を担当してるんで、もう大変なんだと、何やるにしても思うよ

うに進まないんだというような、これ、合併したからこうなっちゃったんですよね」という

話がありました。その後何日かしてから、河北新報に佐藤町長が非常にいらいらして現地の

対策本部で苦言を呈したというような話もあって、ああ、私の感じてきたことと同じなんだ

なというふうに思いました。そういうことで合併云々、合併すれば災害対策上もいろんな人

的資源が有効活用できるとか、機械設備を有効活用できるとかということと全く関係なしに、
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合併云々に関係なしに、災害対策準備、心構えというのは、きちっとしていかなくちゃなら

ないと。要は、職員の意識ですね、あと意欲と、そういうことが非常に大切なんで、合併す

ることによってやっぱり怖いのは、そういうものが薄れていく、自分の知ってる地域、知っ

てる人が被災に遭えば、被害に遭えば、やはり親近感とか心配な気持ちが起きて一生懸命動

くんですが、やっぱり全然知らない、よそから派遣されてきたとなると、なかなかそういう

気持ちにもならないということもあるんで、災害についてはやっぱり身近なところで身近な

人が対応するということがこれは絶対条件だというふうに思います。合併というのは、むし

ろ災害に対しては不利益になるというふうに私は思うんです。 

それから、この災害とか地震に関連して、ちょっと私、最近耳にしていることで気になっ

ているんですが、今回の３町合併の推進の方々は、役場は大河原だというふうにはっきりお

っしゃっています。大河原の方々もそうであれば賛成だというふうにおっしゃっています。

大河原の方から聞いた話なんですが、あの役場、市役所の庁舎を決めるに当たっては、耐震

性で決めるんだと、これでいくんだというふうに言っておりました。したがって、合併協議

が始まったらば役場の耐震度を、耐震診断でもして耐震度をきちっと見て、やはり柴田の耐

震性は大河原よりも耐震性において务るから、市役所は大河原以外にないというふうなこと

にするという話し合いがなされておるようでございます。町長、合併協議会でそういうよう

なことが、多尐話として出ているのかどうかお伺いしたいと思います。 

○議長（伊藤一男君） 町長。 

○町長（滝口 茂君） まだ法定協議会が開かれておりませんので、その話は出ておりませんが、

前回の事務所の位置の問題でその問題が出ました。柴田町からは我妻議員と舟山議員がその

論陣を張っていただいたわけですけれども、そのときに、たしか話題になったのは、町長だ

けが、市長だけが安全なところにいて、残った市役所にいた住民と職員はどうなるんだとい

う話が、確か私の記憶に残っております。それもそうだなと。耐震性は一つの事務所の位置

の要素になるとは思いますけれども、もし、耐震でここが使えないから大河原だということ

になれば、当然、この船岡の役場は閉鎖するということでなければつじつま合いません。首

長だけ安全なところにいてね、残された職員と、ここを利用する住民がそのままでは、何の

ためなのというふうになりますので、これは議論のための議論の話でしかないというふうに

私は思っております。なぜ柴田町の役所ですね、ここに残さなきゃならないのかというのは、

総論でお話を申し上げました。地域への影響が大きいからです。 

私は、きのう３町の首長でお話ししたときに、早目にもう事務所の位置を決めようという
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動きがございましたので、それはおかしいと申し上げました。やっぱり３町の将来のビジョ

ンをきちっとつくって、将来の町をどうするのかということを考えた上で、じゃあ、事務所

の位置をどうするのかという、そういうつじつまが合わないような議論は何としても受け入

れられないと、齋町長と村田の町長にお話をさせていただきました。やはり初めから事務所

の位置に精力を注ぐべきではないと、実はこの間、総務省の合併推進課長さんが齋町長にく

ぎを刺しました。私もそうだなと、そこの点では総務省と私は意見が一致したんですね、課

長と。 

やっぱり今回の合併は、前回の合併と違うということでございます。なぜ違っているのか。

まず、合併が破綻した経緯の反省と、この議会でも何回も出ておりますが、それが一つ必要

であろうし、それから、もう合併して５年たった環境、３年たったほかの自治体の検証、こ

れは満足度調査も当然やらなければならない。この３年間、柴田町はみんなで力を合わせて

合併以上の行財政改革を行って、将来も安心だと、現在、貯金は８億円、将来の税収も26年

度では16億の借金が一気に８億減ります。なぜほかの自治体のために使わなければならない

のかという町民も一部おります。ですから、将来も安全ですので、合併には確かにメリット

あります。それ以上に事務所を大河原に移したデメリットの方が、この船岡のまちの中に影

響は大変大きいと。多分事務所がなくなれば、250人ぐらいいるこの職員が50人ぐらいになり

ますので、地域の飲食店からまずだめになっていくだろうと。それが商店街への影響、そし

て船岡に影響すると。大河原は逆に事務所がなくなってもそんなに影響ないんですね。なぜ

かというと、合同庁舎があります。それから出入りする住民の数が、村田と大河原合わせて

も柴田にかなわないんです。だから、柴田の事務所がなくなるというのは、大河原・村田以

上に影響力があるので、町長は頑として、前回も法定協議会の委員の皆さんとともに、柴田

町を愛する気持ちありますのでね、初めからお城を大河原でいいなどと到底首長は言えるは

ずはありません。それが地域のリーダーだと私は思っておりますので、事務所の位置につい

ては、議論を闘わさせていただきたいというふうに思っております。 

○議長（伊藤一男君） 大坂三男君。 

○５番（大坂三男君） ちなみに柴田町で結構古い建物があるんですよね、住民の方々が利用し

ている。それについての、この間までは学校関係の耐震診断をされたと思うんですが、そう

いう古い建物関係の耐震診断がどういうふうな計画で、今年度多尐予算ついているようには

思うんですが、今年度で全部できるのかどうか、学校施設、公共施設、公民館、体育館等、

あるいは児童館等、この辺どうなっているかお答え願います。 
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○議長（伊藤一男君） 企画財政課長。 

○企画財政課長（加藤嘉昭君） 公共施設の耐震診断調査ということで、今年度当初予算で計上

しております。学校関係はすべて診断の方終わっているということで、56年以前に建築され

ました児童館、集会所、各地区の集会所ですね、それから公民館、体育館、それに先ほどお

話ありました役場庁舎などですね、これを20年度と21年度の２カ年で耐震診断するというこ

とで、今年度から予算措置しております。20年度につきましては、集会所10カ所、保育所・

児童館・母子寮６カ所、公民館・体育館４カ所ということで今年度予定しております。来年

度は役場庁舎と槻木事務所ですか、を実施したいということで、住民の方が利用する場所を

優先に今年度やりまして、ある程度役場もかなり費用もかかりますので、役場と槻木事務所

につきましては、来年度実施するということで一応計画しております。 

○議長（伊藤一男君） 大坂三男君。 

○５番（大坂三男君） そうですよね、役場とか公共施設はね、後回しでいいんですよね。やは

り住民が利用する、あるいは子供たちが利用する、そういうところをやはり安全な形にして

いくのが先決であって、合併してね、大河原の庁舎が安全性がこっちよりも高いから、あっ

ちでないとだめだなんてとんでもない論理をね、そういう理不尽なことをするようでは、全

く住民無視の合併論だと思うんですよ。職員や町長だけが安全なところにいて、住民は古い

ところ、不安全なところを利用しなさいなんて、とんでもない話です、これは。そういうこ

とにならないように、ぜひ合併協議でもきちっとその辺のあり方を論議していただきたいな

というふうに思います。 

  合併については、やはり何遍も言いますように、きちっと拙速にならずに正しい議論をして、

正しい情報を住民の皆様にお伝えして、そして判断を仰ぐという形にしていただきたいもの

だと思いますが、町長、最後にこの辺のまとめのご感想をお願いいたしたいと思います。 

○議長（伊藤一男君） 町長。 

○町長（滝口 茂君） 大分町民の方も、合併のラストチャンスのチャンスについて正しい認識

をするようになったのかなというふうに思います。ただ、それは声がけをして、積極的に勉

強しようとする方が多いもんですから、そこは大分理解が進んだと。問題は、そういう情報

に接しない方々にどうしていくかということなんですが、これについては広報紙とか、それ

から町長が出前講座やってますよというふうに正式ルートでやるほかに、私の後援会という、

別な組織がございます。そちらの方で勉強会を開いて、正しい情報の中で判断していただく。

最後には、やっぱり合併にメリットはないと申しません。柴田町にとって、事務所を大河原
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まで明け渡して、財産をこのようにふやしてきましたし、それを捨ててまで、合併のメリッ

ト、要するにこれを示していただかない限り、私は自立戦略でいって、何ら町民を不幸に陥

れるということはあり得ないし、逆にこれからは、長期に立てば立つほど柴田町の町民を私

は幸せにできる自負があるということを申し述べさせていただきたいというふうに思います。 

○議長（伊藤一男君） これをもって５番大坂三男君の一般質問を終結いたします。 

  次に、９番佐藤輝雄君、直ちに質問席において質問してください。 

     〔９番 佐藤輝雄君 登壇〕 

○９番（佐藤輝雄君） ９番佐藤輝雄であります。 

  町長立候補当時は３町合併推進、町長再選時は住民本位の合併、今は合併反対自立の町、変

わる主張の説明責任を果たすべき時。 

  2002年４月から６月の滝口氏後援会報ごとに、住民参加による３町合併の推進、滝口 茂を

中心にみんなで３町合併をやり遂げよう。また、フレッシュ柴田をつくる会の活動方針では、

住民为体の３町合併と意気込みはすごかった。そして、４年後の町長選挙では、新しい合併

で目指そう地方都市「日本一」。さらに新聞に投稿、合併は住民の意欲が成功の鍵だと、住

民に丸投げの様相だった。 

現在の町長は、「柴田町は合併以上の行財政改革を進め、持続的に発展できる道筋ができ

た。当面はコンパクトで質の高いまちづくりの自立戦略を継続したい」と、大きく変質して

きました。 

そこでお伺いいたします。 

１）最初の３町合併の必要性については、「一つは行政のスリム化、二つ目は住民参加のま

ちづくり。特に一つ目の政策では、３町合併し、首長や議員、組織をスリム化することで

浮いたお金で教育設備の整備、生活環境の改善、福祉サービスの向上、財政の健全化を図

ります」と普遍的課題を言っておりました。その必要性は今でも変わらないと思いますが、

どうですか。 

２）町長再選時の選挙での新しい合併とは、どんな合併を描き、地方都市日本一はどういう

都市を言ったものか説明をお願いします。 

３）昨年８月の新聞投稿では、住民の意欲次第と、住民本位の合併を为張していたものが、

住民発議が現実化するにつれて、滝口氏個人の为張、合併反対の行動が強く出てきました。

そこには、今までの町民本位とか町民との協働とかのスローガンを全く否定するものと言

わざるを得ないが、どうでしょうか。 
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また、合併反対の行動は、町長としての品格すら落としていることは、気づいているのか

どうかお伺いいたします。一部の町民は、それらの言動の原因が「私は柴田町の町長を３期

務める」と明言していることだと指摘していることをご存じでしょうか。 

４）次に、合併しない理由で、合併以上の行財政改革を進めたと言っておりますが、進んだ

事例を具体的に町民に説明をお願いします。そして、持続的に発展できる道筋をつけたと

の持論も、町民から見れば、庁舎の耐震・安全性はどうか、学校の施設はみすぼらしいま

まで、伝統であった水泳大会や音楽祭も中止のまま、このような事例は枚挙にいとまがあ

りません。貯金が９億円もあるという町長に、町民は安全や安心の具現化を求めておりま

す。それらの説明も必要と考えます。 

さらに、議会に対しては財政再建47項目の中間報告もあってしかるべきであります。 

５）今後の自立戦略、コンパクトで質の高いまちづくりのスローガンも、何がどうコンパク

トで、何の質をどう高めるまちづくりなのか説明が必要だと思います。 

６）最後に、前記のまちづくりと連動し、柴田町が単独の町としていくとすれば、中核病院

の現在の経営状態や今後の方針、（仮称）仙南クリーンセンター立ち上げ事業、鷺沼排水

路の貯水池も入れた改修事業、町施設の撤去や修繕。その他、平成25年度以降の事業の紹

介も含めて、将来のシミュレーションを出すべき時期だと思います。 

以上、お願いいたします。 

○議長（伊藤一男君） 答弁を求めます。町長。 

     〔町長 登壇〕 

○町長（滝口 茂君） 合併関係について６点ございました。 

  まず第１点目、３町合併の必要性についてです。 

  財政が悪化し合併が必要とされた前回と三位一体改革が行われた後での柴田町を取り巻く環

境は大きく変わり、前回の合併と今回の合併を取り巻く環境を違うことを、まず認識しなけ

ればならないと思っております。 

  柴田町は３町合併が破綻した後、平成18年度に、当面、自立の道を歩むための財政再建プラ

ンを策定し、市町村合併以上の行財政改革を断行したことにより、財政健全化へのめどが立

ち、合併することで再び町民に行財政改革の痛みを強いることが懸念されることから、現在

は合併の必要性はないと考えております。 

町長選挙時の新しい合併。 

前回の合併破綻以降、今後の厳しい財政運営を考えれば、将来、広域合併は避けて通れな
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いことを申し上げてきました。再選の選挙時での新しい合併とは、平成19年３月には、名取

市から仙台空港までのアクセス鉄道が開業し、その周辺に東北最大規模のショッピングセン

ターができることによって都市環境に劇的な変化が予想されることなどから、当面は自立の

道に向けて努力をしていく一方、将来においては広域経済圏における自治体のあり方を示す

必要があると考え、選択肢の一つとして広域合併を示したものでございます。広域的な都市

圏としては20万人都市が効率的な行政規模とされているので、２市７町それぞれの個性的な

コンパクトシティをクラスター型に配置し、相互に連携を強化すれば、魅力あふれた牽引力

のある広域圏になれるという視点からの合併を強調いたしました。 

地方都市日本一はどういう都市を言ったものかについてであります。 

以前の一般質問でもお答えしておりますし、今回の議会でも我妻議員にお答えしておりま

すが、これは私の後援会が設置した政治活動用のスローガンでございます。もし私がその政

治団体のスローガンをそのまま選挙公約として使えば、後援会の政治活動そのものが選挙の

事前運動とみなされるおそれがあるとの選挙管理委員会からの指摘があったので使わなかっ

たものでございます。 

看板に掲げた「新しい合併で目指そう地方都市日本一」のスローガンの決定は、私の後援

会の広報委員会が検討し採用したものですが、各メンバーそれぞれに地方都市日本一に託す

思いは異なっておりました。「ごみゼロ運動日本一を目指すべき」、「美しい環境創造都市

をメーンにすべき」、「子育て支援が充実した都市を想定すべき」等さまざまでしたが、お

おむね一致した考えは、住民が元気で日本一美しい地方都市を目指すというものでございま

した。 

合併後の新しい都市像として「自立した市民」が「自らの創意工夫」で「自ら汗をかいて

街を育てる」といった参加・協働型のまちづくりがしっかりと地域に根づいている状態を思

い描きました。つまり、だれもが住みやすく暮らしやすいまちを目指し、住民の提案による

为体的なまちづくりが日本一活発な地方都市を想定したものでございます。 

合併反対の行動等についてでございます。 

昨年８月の新聞投稿は、角田市・柴田・村田・大河原の議員有志でつくる県南中核都市実

現の会の为催による「１市３町合併研究集会」が開催された直後のもので、住民レベルでの

合併論議は盛り上がりに欠けているので、住民の意欲がかぎである旨の内容でございました。

あのときは、１市３町の集会になぜ来ないんだと、この席上で大分叱咤激励されたように思

い起こします。残念ながらそのときには、角田市の市議は、一切、この１市３町合併につい
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ての情報がないということでしたので、私は一貫してこの議場で佐藤議員から提案されまし

た初めの村田と柴田の合併、それについては議会で拒否をさせていただきました。次の提案

されたのが角田市と大河原と柴田の合併でした。会ってほしいという話で佐藤議員がいらっ

しゃいましたけれども、それもお断りをさせていただきました。その後に、角田・柴田・大

河原・村田、これも住民が盛り上がってないということで私はその集会に出ませんでした。

私は一貫してこの合併につきましてはぶれることなく行動をしているものでございます。そ

うした意味で、なぜこんなにくるくると、その合併の枠組みが変わるのか、そこをやっぱり

住民は不信感を私は持っているというふうに思っております。私は、今回の住民発議も、純

粋な意味でみずから立ち上がったとは想定しておりません。ましてや３町合併を推進するの

は、ビジョンさえも明確になっていないのが実情でございます。ですので、今回の住民発議

等につきましては、本来の意味での住民発議とは違うと申し上げている次第でございます。 

４点目。合併以上の行財政改革ということでございます。 

議員ご承知のように平成18年度の47項目から成る財政再建プランを策定し、プランの実施

を進めているところでありますが、議員や町民皆さんのご理解のもとに実施済みが34項目、

一部実施が５項目、平成20年度以降実施予定が２項目、検討中が６項目と、すべてのプラン

に取り組んでおります。その効果額は平成19年度で約３億8,000万円にのぼります。財政再建

プランは合併の是非を視野に入れて策定したものではなく、このまま財政運営を続ければ夕

張市のように財政が破綻してしまうということから、破綻回避のために取り組んだものでご

ざいます。議員がおっしゃるように、学校の耐震化など早急に実施しなければならない事業

がメジロ押しでございますが、19年度の財政再建プランの実施と予想外の交付税の増や予想

外の法人町民税、税金がふえたことによりまして、19年度決算では、基金を９億円まで積み

立てすることができ、今後、将来にわたって単年度の赤字決算の心配はなくなったと思って

おりますし、平成26年度には16億の借金が一気に８億円に減りますので、もう夕張市のよう

なことはならないと確信が持てるところでございます。財政再建プランの実施状況につきま

しては、昨年の９月議会中に配布をしておりますが、今議会中に平成19年度の実施状況を配

布し報告する予定になっております。 

５点目。コンパクトで質の高いまちづくりでございます。 

あらゆる機会に、自立戦略を進化させ、町民一人一人が心豊かに育ち、生きがいを持って、

子供たちからお年寄りまで安心して暮らせる「コンパクトで質の高いまちづくり」を推進す

ると私は言っておりますが、尐子高齢化の進展や市街地の空洞化などにより、従来のように
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都市が膨張するという時代は終わりましたし、これからは、人口が増加するという見込みは

ございません。ですので、これまで培ってきた既存のストックを有効に活用するとともに、

中心市街地の拠点性の再活性化を図ることで、中心市街地活性化等相乗効果を生み、街の活

力を維持、現在の町の特色を生かして、これまで形成されてきた都市基盤の効用を最大限活

用した効率的な都市づくりを進めなければならないと思っております。また、これからのま

ちづくりは、地域の魅力づくりが大変重要になると考えております。地域に固有の「魅力あ

る資源」をどれだけ発掘し、輝かせ、地域住民に認知・認識してもらうことが大切であり、

町民と一緒になっての「魅力」の共有こそが、これからの最重点の行政テーマではないかと

思っております。 

11月に地域活性化研究会を立ち上げる予定で、今、人選等を進めているところであります

が、地域再生を含めて、長期総合計画に取り入れることを視野に入れながら、コンパクトシ

ティにつきましても調査研究に取り組んでまいります。 

６点目でございます。単独でいく場合のシミュレーションでございます。 

財政推計につきましては、昨年度も予算編成前に行っており、今年度も10月の当初予算編

成前に推計を見直し、実施計画に反映してまいります。 

また、今後実施しなければならない待機事業につきましても、現在整理中であり、年度末

までには各課のヒアリングを経て、議会や町民に公開できるように進めてまいります。 

以上でございます。 

○議長（伊藤一男君） ただいまから休憩いたします。 

２時20分再開いたします。 

     午後２時０５分  休 憩 

                                            

     午後２時１９分  再 開 

○議長（伊藤一男君） 再開いたします。 

  休憩前に引き続き一般質問を行います。 

  ９番佐藤輝雄君。 

○９番（佐藤輝雄君） 私はずっと一貫して合併論者です。これは、はっきり言いまして、生活

圏が何としても生活している場の中に境界線を入れてはだめだと。ましてや町の行政がそこ

の中に入ってきてはいかんと、こういうふうなことであります。ただ、今までの話を聞いて

みますと、町長が反対をずうっと言ってるようだけども、ときたまメリットがあるような話
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があるのでね、そこにちょっとメリットというのが何々あるんだか、ちょっとはっきりして

いただければ、もっと話が進むのかなと思って、メリット論があるような話なんで、どうぞ。 

○議長（伊藤一男君） 町長。 

○町長（滝口 茂君） まず、今おっしゃいました行政境の困っている方々の解消される、区域

が解消されるというのが一つございます。それから、首長と議員と教育長、それから副町長

の人件費が、これは削減されるという効果がございます。それから福祉事務所ができるとい

うことでございます。具体的に自動的に起こることは、その三つが大きなものではないかな

というふうに考えております。 

○議長（伊藤一男君） 佐藤輝雄君。 

○９番（佐藤輝雄君） かなり私も安心しました。この辺から進むと、大分、その問題が尐なく

なってくると思うんですね。ただ、こういうふうに町長は行政の境がなくなる。これは逆に、

先ほど同僚議員が言いましたが、西住でありますと、逆に、境の問題からすればですね、西

住小学校は、ことしは11人入ってるんですよ、西住小学校に我々の区から。ところが、私た

ちの隣の町、大河原では高砂町っていうのあります、広瀬町っていうのあります、錦町って

いうのあります、それから西原っていうのあります。その区域のお母さんたちからは、我々

の子供、何で西住に入れられないのと、11人しかいないんでしょうと。私らの子供は、その

大河原のね、その高砂とか西原の子供たちは、わざわざ４号線通って、線路渡って、橋渡っ

て、そして大河原小学校に行ってるんだよと。こういうことがあってね、前の太田教育長と

もいろいろ話し合ったことあるんです、そういう要望も含めて。つまり、そういうふうに

我々柴田町だけで考えるんでなくて、大河原のことも考える。つまり、要は持っている目を

もっとこう広げて考えるべきだと、合併は。それは逆に言って、大河原と村田の場合もそう

ですね、沼部と。フォルテの前に沼部地区が目の前に来ているわけですから、あそこにアパ

ートも出たりしてるわけですから。それほど近い境界線があって、それで泣いている子供が

いるし、先ほど、いや、金出してるんだからいいんじゃないかと、柴田から大河原に金出し

てっからいいんじゃないかと、こういう話もありました。しかし、町が違うと、やはり子供

たち自体も違うんですね、町自体が違うと同じ学校に行っても。やっぱりそういうことで、

昔ですが、ジャスコの前で北角田中と、それから船迫中学校と大河原中学校と沼部中学校の

四つの中学生が自分の背中に町をしょってけんかしたことあるんですね。警察官が笑ってま

したがね。やはりそういうふうに町というのは、学校が違うだけで、町が違うというのも大

分違うんです、教育上も。やはりその辺をひとつお含みいただきたいと。それで行政の境と
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いうのはそれだけ大変なことだと、子供の教育についても。そういうふうなものを考えてい

ただきたいというふうに思います。 

それからあと、人件費については、これは町長が最初に出たときの後援会報にずっと一貫

して載っています。さらにその後援会報では、「合併をしました。10年間私に任せてくださ

い」。つまり10年間を一つのパターンとして、滝口町長がその最初に、町長に立候補した後

10年間は合併した後もかなり大変なんだよという話をしています。多分そのころは県の課長

が終わってすぐ、この場で立候補したときだけに、かなり迫力のあったことを言っていたな

というふうに思います。ですから、そういうふうにその合併したらば、あしたあさってのこ

とじゃなくて、ある程度まちづくり、そういうものも含めて考えて今までもきたと思います

し、さらに今から考えていかなきゃなんないというふうに思います。 

それからあと、この合併、前にもお話聞きましたが、地方都市日本一、都市では先ほどお

話出ましたがね、これはあくまでも都市構造の中で出てるわけですが、この意味でちょっと

わからないのが、地方都市日本一、これはいいんだと、私じゃないんだと、後援会が勝手に

つくったんだと言いながら、この写真では大きな看板の前で町長が手を振ってるんですね。

これはやっぱり、私の後援会がつくったということで通るのかどうか。そしてこの会報、な

ぜ知っているかと、私もまいてるんですよ、町長立候補したときに。ですから持ってるんで

す。本当に、あんまりこのごろは感謝されませんがね、一応この中では、そういうのが二つ

入っているんですよ、そういうのがですね。今回も出していますがね。やはりそういうふう

なことからすれば、ただ、後援会報で出したのは、我々の仲間が書いたんだというものでな

くてね、やはり、だれから見ても町長の政策だと思うわけですから、その辺は「○×」の中で

ね、これは私が書いたんでありませんということも話しておいた方がよろしいかと思います、

その「○×」のときにでもね。じゃないと、大分間違ってますから。 

それから、地方都市のやつのほかに、合併、つまり３町合併はだめだと。しかし２市７町

の広域合併は必要なんだと。そしてクラスターなんだと。その辺がちょっと私は理解できな

いんですよ。この３町ができないのに、なぜ２市７町がやれるんだと。さらにクラスターに、

だれがまとめる、どういう形があるんだと。その辺、多分町長が、多分この議会の中でも、

あらかたの人が町長と同じ考え方で、合併はだめだとは言ってないと思うんです。全部だめ。

今はだめなんだということだと思うんですね、その広域合併まで出てくれば。ですから、そ

ういうことで言えば、先ほどから合併だめだと言う人も、絶対合併だめだって言うんではな

いんですね。多分、その辺ちょっとわかりませんので、広域合併はいいけども、３町合併は
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だめだっていう、その辺の整合性お話ししていただければ。 

○議長（伊藤一男君） 町長。 

○町長（滝口 茂君） 先ほど言ったように、３年前と今の合併の環境が違っているというのは

たびたび申し上げました。あの時点では、柴田町は、もう、将来にわたって合併に逃げ込む

っていうのは変なんですが、合併しないと財政が立ち行かない、自分たちで解決できる状況

ではないという、そういう切羽詰まった状況でございました。そのときに合併特例債という

あめ玉ですね、ぶら下がっていたもんですから、その内容を吟味することなくですね、それ

で住民が必要としている各施設ができるんではないかという関係で臨んだという経緯がござ

います。ところが、大河原町の合併離脱の関係がございまして、自分たちでやらなければな

らないと陥ったときに、職員の給料カットという大変申しわけない提案をして、結果として

みんなで財政再建プランをまとめて、３億8,000万の財政再建プラン効果を生み出せたという

ことでございます。将来にわたりまして柴田町は財政の健全運営ができるという自信が生ま

れましたので、先行した合併自治体のその後の姿を見て、合併してよかったという住民から

の声がほとんど聞こえません。ですからそういうことを勘案しますと、道州制という新たな

枠組みでもない限り、当面柴田町をこのまま続けていっても、町民にこれまで我慢していた

だいた以上の我慢はさせる必要がないと、これからは新しいサービスができるという自信が

ありますので、今回は合併の必要はないというふうに判断した次第でございます。 

○議長（伊藤一男君） 佐藤輝雄君。 

○９番（佐藤輝雄君） 合併が破綻したのは、住民投票で17年ですよね。そして17年の１月から

２月にかけては住民の説明会をやったわけです。そのときには合併をしないときのシミュレ

ーションを出しています。皆さんに渡しています。そのときには合併をしない場合において

も、図書館なんかは時期的におくれますという話はしています。書いています。ところが、

そのときには、もう夕張の財政破綻するなんていう話は一言も出ていません。その辺につい

てはどうでしょうか。 

○議長（伊藤一男君） 町長。 

○町長（滝口 茂君） 当然夕張の破綻が出たのは18年の６月だったと思いますね。ですから、

この合併シミュレーションの17年の１月、２月には、夕張の合併破綻の話は出るはずがない

というふうに考えております。 

○議長（伊藤一男君） 佐藤輝雄君。 

○９番（佐藤輝雄君） そうすると、夕張の前の段階においても、柴田町の財政は本当に厳しい
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んだというやつは出てないんですね、そのシミュレーションでは。逆にシミュレーションで

は、合併をして、それなりきの努力をすれば、これだけ生み出されますというやつをあの17

年の２月ころの合併の説明会のときに言ってるのでね、そのときのやつの考え方はどういう

ふうに考えればいいのかどうか。 

○議長（伊藤一男君） 町長。 

○町長（滝口 茂君） ちょっとよくわかりませんが、そのときには夕張のような破綻をすると

いう話はなかったというお話をしましたけれども、財政的には大変厳しいというグラフはお

示ししたつもりでございます。 

○議長（伊藤一男君） 佐藤輝雄君。 

○９番（佐藤輝雄君） それから、もっと進めますが、合併の具体的に住民の発議があって、今

度は法定協ができるわけです。そうすると、ここに出ているように、そのできるまでの過程

で、滝口さんの、今までは住民の皆さんにお任せすると、住民はその中で選択すればいいん

だと、こういう話だったんですね。その住民の熱意次第も含めて。それは知事も言ってるわ

けですね。住民の皆さんが合併どうするのかというのは、県としても後押しできるようにし

てくださいという話はしたことあります。ただ現実に、だれがどうあれ、今ここで法定協が

立ち上がったわけですから、その場合において、法定協議会で合併をしてこういうまちづく

りをするんだという法定協が進んでいきます。その反面、先ほどのお話を聞いてみると、私

は合併をしないで自立の町をするんだって、個々のね、出前講座とかなんとかで私はしてい

きたいというような話をしてるんだが、その辺をもう一度はっきりお話ししていただければ

と思います。 

○議長（伊藤一男君） 町長。 

○町長（滝口 茂君） 今回の合併の法定協議会は、わざわざ１項目、前回は入ってないんです

が、柴田の町長が二人の町長にお願いして、今回は法定協議会の性格を明確に文書であらわ

す必要があるということで了解をいただいて、「合併の是非を問う」と１項目入れさせてい

ただいております、規約の中にね。そうしたことですから、私は今回の法定協議会では、合

併を進める立場ということではなくて、合併のデメリット、そちらの問題点等をお話しさせ

ていただきますし、当然、柴田町は、自立戦略でいくというスタンスで私自身は臨ませてい

ただきたいというふうに思いまして、臨んでいきたいというふうに思っております。 

○議長（伊藤一男君） 佐藤輝雄君。 

○９番（佐藤輝雄君） そうしますと、ただ、町長としてね、柴田町の町長ですから、まだ合併
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反対の人がすべて多いわけじゃありません、賛成の人もおります。その場合に、今までも例

えば署名が集まりました。町長のところに持っていきます。もしくは、県でもう了解もらっ

て、町長のところに持っていきますね。２回町民からは代表者が来てますね。それから、さ

らに今回は９月の１日ですか、セレモニーがありましたよね。そういうときに町長が欠席を

する、もしくは受け取りを拒否するということがね、（「マイクを使って」の声あり）柴田

町の町長職としてやっぱりなじまないのではないのかなというふうに私は思うんですよ。や

はり、例えば自分の意に沿わないものであっても、やはり首長とすれば受け取るものは受け

取る、それからあと、その看板をかけるときにはね、一つの中のセレモニーはやっぱり出て

いくくらいのね、やはり度量っていうのは必要じゃないでしょうかね。 

○議長（伊藤一男君） 町長。 

○町長（滝口 茂君） 度量があるかどうかは町民が最終的に判断するんだろうというふうに考

えております。 

○議長（伊藤一男君） 佐藤輝雄君。 

○９番（佐藤輝雄君） それで、宮城県知事記者会見が９月２日の日のやつで出てるんですが、

これにこういうふうにクエスチョン書いてあるんですね。「昨日、９月１日、柴田町長が柴

田町・村田町・大河原町合併協議会の事務所開設のセレモニーを欠席して、その午後に知事

を訪れ会談に及んだが、どういった話が出て、知事はどういう印象を持ったか。また、今後

に及ぶ政況を町長のうち一人だけ合併に慎重であることについての考えはどうか」というや

つが出てるんですね。つまり、こういうものが出るっていうことは、やっぱり柴田の町長は

個人の行動的なものであって、本当に柴田の町長は、確かに賛成半分、反対半分でもどうで

もいいんです。ただ、間違いなく首長ですから、やはり首長は首長としてのね、やはりほか

から後ろ指さされないようなことをやっぱりするべきだと思うんですが、今からまして法定

協議会でき上がってきて進めるわけですから、その辺についてお伺いいたします。 

○議長（伊藤一男君） 町長。 

○町長（滝口 茂君） 民为的な運営があれば、当然淡々と法定協議会が進むというふうに思っ

ております。 

○議長（伊藤一男君） 佐藤輝雄君。 

○９番（佐藤輝雄君） すると、やっぱりこういうふうな事務所の問題でもね、９月１日に、９

月が一人か、10月が３人かな、柴田町出すという。ほかの町は、村田も大河原も出してるわ

けですね、県も。いわゆるその辺については努力が足りなかったのか、それとも何か別な思
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惑があったのか、お話お願いします。 

○議長（伊藤一男君） 町長。 

○町長（滝口 茂君） 柴田町の人事の都合で、２町長には初めからそのスタンスでお願いをず

っとしておりました。 

○議長（伊藤一男君） 佐藤輝雄君。 

○９番（佐藤輝雄君） もう尐しはっきり、わかるようにお願いします。 

○議長（伊藤一男君） 町長。 

○町長（滝口 茂君） 柴田町の人事の都合で10月１日に派遣させていただきたいと二人の首長

に申し上げておりました。 

○議長（伊藤一男君） 佐藤輝雄君。 

○９番（佐藤輝雄君） 今からなるべく協調性を持って、やっぱり大河原・村田・柴田３町が協

調性を持って進めていってほしいと。私もその中の一翼に入りますが、なるべくやっぱり、

本当にまちづくり54項目めまでまちづくりをきちんとして、それで町民の皆さんに合併しま

すかどうしますかという住民投票をですね、やっぱりそういうふうな形でいってほしいとい

うことについては、粛々とやるって前にもお話ししましたが、その辺についてはどうでしょ

うか。 

○議長（伊藤一男君） 町長。 

○町長（滝口 茂君） 当然54項目一つ一つ多分法定協議会で提案されるというふうに思ってお

ります。一部ですね、会長が包括的に提案するというような話もございました。佐藤議員か

ら聞いてみますと、一つ一つ提案してほしいということでございますので、ぜひ法定協議会

では包括的なものが出ましたら反対をしていただきたいというふうに思っております。当然

粛々とですね、一つ一つ54項目審査・審議いたしまして、最終的には住民投票ということに

なりますので、その手続関係についてもご協力よろしくお願いしたいというふうに思います。 

○議長（伊藤一男君） 佐藤輝雄君。 

○９番（佐藤輝雄君） 両者がですね、町長も私も忌憚なく開襟を開いて進めていければいいの

かなというふうに思います。 

  それから、９億が一番肝心かなめなんで、９億がたまったと、それでそれをほかの町には使

えない。この考えは合併論議とはまるっきり違うんですね、論理的には。合併はまちづくり、

そして７万5,000の市をつくるんだという上に、私の場合には考えてるんですね。ですから、

その上には町長が言う広域行政の20万都市があるかどうかわかりませんが、私は今のところ
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は３町合併でね、その３町合併の中で現実に法定協が開かれれば、柴田が９億、実際的には

７億ぐらいしかないんですが、村田が何ぼあって、それから大河原が何ぼあるかわかりませ

んよ。その辺は法定協議会ではっきりした中で論議すればいいと思うんですが。そのほかの

町に使いたくないという考え方は、合併とは違う意味での個人的な意見のような感じするん

ですが、どうでしょうか。 

○議長（伊藤一男君） 町長。 

○町長（滝口 茂君） 町長のお金でありませんので、個人的な考えというのは私はないという

ふうに思っております。９億円はみんなで頑張って貯金をしたものですから、柴田町の町民

に使うのが当然だろうというふうに考えております。 

○議長（伊藤一男君） 佐藤輝雄君。 

○９番（佐藤輝雄君） 町民が頑張ったということですが、どんなふうな頑張りで、その９億が

出たのか、その辺お伺いいたします。 

○議長（伊藤一男君） 町長。 

○町長（滝口 茂君） これは先ほどお答えしましたように、一番は職員の人件費でございまし

た。それから、各補助金のカット、土地の売却、施設の統廃合、47項目できたやつとこれか

らもやらなきゃならない項目がございますが、この47項目すべてにかかわって３億8,000万の

財政再建プランの効果が出た結果、９億円の年度末の決算で財政調整基金、減債基金が積め

たと。今は１億円、20年度使いましたので、この決算で恐らく約８億円の財政調整基金、減

債基金に積み増しできるんではないかなというふうに思っております。 

○議長（伊藤一男君） 佐藤輝雄君。 

○９番（佐藤輝雄君） そのいろいろね、発想的にありますが、私は、土地も町長になってから

８億の土地も売ってるし、それからふるさと創生基金の１億も使ってるし、ちょうど９億に

なるのかなと、こう思ったりしたんですが、それはそれとして、その９億あるうちですね、

先ほど出ましたように地震の関係ですね、地震の関係で、私は、町長の発想と私の考えは違

うと思うんです。私は、今回の場合に約1,500万ぐらいですか、耐震診断に使っているお金は。

600万の900万ぐらいだと思ったんですが、その辺ちょっと間違いないですか。 

○議長（伊藤一男君） 企画財政課長。 

○企画財政課長（加藤嘉昭君） 公共施設の耐震診断調査ということで1,599万円予算措置して

おりまして、国の補助が654万円、町の負担額が945万円でございます。 

○議長（伊藤一男君） 佐藤輝雄君。 
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○９番（佐藤輝雄君） ９億からあるというね、貯金が９億ぐらいあるんだと、はっきり言って。

今、私は、ここの耐震をね、この本庁舎ですよ、ここを一番最初にやるべきだって考えを持

ってるんです。つまり、これだけの人が入ってるわけですから、現実に、６階建て。それが

現実から見れば、ほかの集会所。まあ、ある人から言われたんですが、佐藤さん間違ってる

んじゃないかと。集会所の平屋ね、イチゴのビニールハウスを何で耐震するんだと、それは

後でいいでしょうと。その前に、ここの庁舎、６階建てのやつでね、そして隣が４階ですね、

後から足してるやつ、これは３年ぐらい前に一般質問してるんですが、この辺の耐震診断を

するのが一番早くしなきゃなんないんでないかと私は思うんですが、いかがでしょうか。 

○議長（伊藤一男君） 町長。 

○町長（滝口 茂君） やはり町民が使うところが最終的に順番としては20年度でやって、21年

度で槻木事務所とこの庁舎ということで、やらないというわけではありません。２年かけて

やるということで予算を組んでおりますので、当然町民が回数多く使うところからやってい

く。特に子供たちの施設を優先するのは、私は町民からして、役場の職員には申しわけない

けども、どちらを優先したらいいのかといったら、そちらの方を優先するっていうのが私は

当たり前だというふうに町民は感じると思います。 

○議長（伊藤一男君） 佐藤輝雄君。 

○９番（佐藤輝雄君） 私は、それはおかしいと思うんですよ。これしかない。これしかないと

いうことで、これをどっちに割り振るっていった場合には、それは、じゃあ町民の皆さん、

子供たちに、っていうことはわかります。あるわけですから、貯金が。そして、すべて20カ

所やっても1,500万なんですから。そうしたら、当然この庁舎も含めて一斉にやるのが正しい

と思うんですよ。ましていつ来るかわからない。ましてやお客さんのところが優先、子供が

優先って。ここだって結構お客さん来てるわけですから。ましてやここの状態においては、

何かあった場合には、ここが本部になるわけでしょう。最終的に携帯か何かで、マイクでや

る場合には太陽の村っていう話がありましたが、現実的にはここをやるという、金がないわ

けじゃないんですから。あるとするならば、早急にやるのが普通だと思うんですが、いかが

ですか。 

○議長（伊藤一男君） 町長。 

○町長（滝口 茂君） やはり計画性を持って２年かけてやらさせていただきたいというふうに

思います。 

○議長（伊藤一男君） 佐藤輝雄君。 
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○９番（佐藤輝雄君） ですからね、いつ地震が来るかもわからないというときにおいては、そ

の場合にお金を持っていてね、お金を持っていて来年計画的にやるんだという話じゃなくて、

それは金があるわけですから、すぐにやるべきだというふうに、さらにこう考え方を聞きた

いんですが、どうでしょうか。 

○議長（伊藤一男君） 町長。 

○町長（滝口 茂君） もちろんこの９億円、ずっとためているわけではなくて、これからは船

岡中学校の体育館の建設にも充てなければなりませんし、槻木中学校の校舎改築にも基金を

積まなきゃなりません。それから、いつでも財政運営を破綻しないように、効率的な運営を

するためにも最低５億円は手をつけないで持っているのが、将来にわたっての経営感覚を持

った財政運営ではないかなというふうに考えております。全部使えばですね、それは今すぐ

何でも住民の要望にこたえられるわけですね。そうやってきたがために、今財政難で苦しん

でるわけです。やっぱり長期的な展望も踏まえまして財政運営をしていくというのが、これ

からのリーダーに求められている資質ではないかなというふうに考えております。 

○議長（伊藤一男君） 佐藤輝雄君。 

○９番（佐藤輝雄君） 私が言うのは、まず、最初に言うことは、安全と安心なんですね。計画

的っていう話は、それはあくまでも余裕のある話であって、いつ地震が来るかわからない、

ましてやこの状態、どうなんだかっていうときには、それは計画的にやりますっていう話じ

ゃないと思うんですよ。それと、これはもうずっとやってもしようがありませんのでね。た

だ、私は安全からすれば、この庁舎については、この庁舎と、それからあと槻木ですね、こ

こが48年につくってるわけですね。それからあと、槻木も昭和51年、ここが昭和48年ですか

ら。それだけの古いやつに対して計画性を持ってやるという、ちょっと責任者としては危機

感がないのではないかなというふうに私は思います。あえてね、早目に企画財政も含めて、

ある程度早目に論議して、早目に手を打てると。ましてや20カ所で補助が600万から来てるわ

けですからね、国からも。自分の手出しが900万ですから。そういうものを含めて見ればね、

９億のあるうちの、一番最初の段階でやるべきことはそれだというふうに思います。 

それからあと、もう一つは、ここから隣の４階建てですね、こちらが昭和59年。昭和56年

以降３年経ってるんですが、この鉄筋コンクリート、前に私が聞いたときには、足したやつ

については安全だという話を受けてるんですね。ところが今回話を聞いたらば、やっぱり古

いやつにつける場合には非常に危ないと。ある家では、２階建ての家に増築をしたらば１メ

ートル離しなさいと言われたと、建築法で。その辺があったのでね、さらにもう一度お伺い
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しますが、６階建てと４階建てを一緒にくっつけてやって、それの建築確認も含めて、その

辺は安全なのかどうかお伺いします。 

○議長（伊藤一男君） 都市建設課長。 

○都市建設課長（佐藤輝夫君） では、私の方からお答えさせていただきます。 

今のお話のとおり、本庁舎については48年、それで保健センター並びに事務所棟の都市建

設課側なんですが、そこも合わせて58年、59年に増設しています。その折に、ちょっと現地

っていいますか、現場見てもらうとわかるんですが、古い建物と新しい建物の間を区切って

ございます。エキスパンションジョイントというふうな名称なんですが、揺れても相互で影

響ないように縁を切ってるわけですね。確認上は一体建物というふうな取り扱いなんですが、

構造的な区分は、それでやってるということでございますので、新耐震設計になっていると

いうことでご理解願いたいと思います。 

○議長（伊藤一男君） 佐藤輝雄君。 

○９番（佐藤輝雄君） それでは、その件はわかりました。ただ、早目に本当にやっていただき

たいのは、前に私もね、この上の10トンの水が落ちたときに、議会の裏が大瀑布ができたと

いうふうにお話ししましたが、やはりそういうふうにもろくなっている面があるんではない

かなという気がします。やはりここの中で職員がこれだけ入って、町民の優先よりも職員が

優先するとかじゃなくて、まず、身の危険を感ずるような危機管理を持ってほしいと、早目

に耐震診断をしてほしいと思います。 

  それから、先ほど来年から職員の賃金については、皆、元に戻すということが確認されたわ

けで、本当によかったなと思っているんですが、そのついでに、この47項目にいろんな財政

のやつありますね。例えば行政区長とか報酬の見直しとか、それから、あと、収入役特別職

給与とか、非常勤の特別職の報酬カットとかって、この辺についてはどうなりますか。職員

は元に戻すっていうやつはわかったんですが、もうちょっと詳しくお話お願いします。 

○議長（伊藤一男君） 町長。 

○町長（滝口 茂君） 職員の給料だけきょうはお答えしましたので、今後の財政状況を見て、

元に戻すべきなのか、適正な支出になっているのかどうか、改めて検証しながら、元に戻せ

るものにつきましては、税収の伸び、それから扶助費等々を勘案して、最終的に来年度予算

で対応するかどうか決めていきたいというふうに思っております。 

○議長（伊藤一男君） 佐藤輝雄君。 

○９番（佐藤輝雄君） そうすると行政区長とかその人件費の抑制というやつについては、まだ
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含みはあると。すると、これはいつごろわかるんでしょうかね。財政的に見て、12月ころに

はわかりますか。 

○議長（伊藤一男君） 企画財政課長。 

○企画財政課長（加藤嘉昭君） 先ほど大坂議員の質問の方で町長がお答えしておりますけれど

も、今議会中に財政再建の効果額ということで、47項目につきましては拾い出しして出まし

たので、議会閉会前に議員の皆様にプランの進捗状況と19年度の効果額ということでお示し

したいというふうに思っております。 

  それで、予算、今年度10月から予算編成方針を出しまして、年内中には予算固めたいという

ふうに思っておりますので、12月中ぐらいには、今お話ありました非常勤特別職の給与５％

カットですかね、報酬の５％カット等につきましても結論が出るのかなというふうに思って

おります。 

○議長（伊藤一男君） 佐藤輝雄君。 

○９番（佐藤輝雄君） それから、これも前にお話しして、とにかくなるべく続けてくれってい

うお話をしたんですが、小学校の水泳大会と小中学校の音楽祭ですね。これについては、や

るような、何とか努力するような話あったんですが、これ、ぼつっと切れてるわけですね。

小学校の水泳記録大会は昭和60年から始まって17年で終わりと。ところがこれについては、

大体予算的には、バスはね、どういうふうなバスの使い方をするかわからないけれども、予

算的には15万円ぐらいだと。それからあと、小中学校の音楽祭、これはえずこホールですが、

バス代、えずこ使用料、パンフレットで大体50万ぐらいだと。もう、こういうふうに子供の

やつについては、こう切ったままの状態でなくて、その辺はやっぱり元に戻すべきじゃない

のかと。やはり先ほど町長が言ったように、今からは、なるべく戻してね、あるべき姿にし

ていかなきゃならない柴田町ですから、その辺についてお答えお願いいたします。 

○議長（伊藤一男君） 教育長。 

○教育長（阿部次男君） 水泳大会、それから音楽祭についてのご質問でございましたけれども、

確かに中止のきっかけとなりましたのは財政再建ということなんですが、ただ、実際には学

校運営上の問題でありますとか、それから教育的な配慮といいますか、そんなことがありま

して、教育委員会として中止を継続しているというところであります。もう尐し詳しく説明

させていただいてよろしいでしょうか。 

水泳大会につきましては、学校の規模によりまして、例えば小規模校ですと全種目への出

場がなかなか子供たちですね思うように配置できないとか、それから中学校では、スイミン
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グスクールに通う子供たちがどうしても記録的にはよいんですよね。その結果、上位入賞者

がスイミングで占めてしまうとか、それからやはり中学校ですと、すぐ近くに中体連の水泳

大会がありますから、これ、郡大会ですので、町内３中学校がまた同じように繰り返して記

録会のようなものをやるということですので、実は隣接の市町村、各中学校も、水泳大会に

ついては中止をしているところが多いという実態がございます。そんな意味もあって、ちょ

っと中止を続けているということでございます。 

それから、小中音楽祭、これにつきましては、これはなかなか学校でないとわからないと

ころあるんですが、各学校、やっぱりほかの学校と一緒に発表会をやるとなると、こう、エ

スカレートするっていうんでしょうかね。それで、例えば国語や算数の時間を削って発表会

の準備をするとか、そういった学校もありましたし、それから発表が秋なんですが、秋の発

表のために早々４月からもう練習を始めている学校があったりとかですね、とにかく音楽祭

については過熱ぎみでエスカレートし過ぎの状況がありましたので、したがって、ほかの授

業時数の確保にも支障が出るとか、そういう状況もございました。ということで、学校運営

上の問題から、以前から、ちょっとこれは教育委員会としては検討課題に、積年の課題と言

ってもいいんですけれども。 

もう一つありまして、実は当日もですね、発表となりますと、片や大きな学校は100名の大

発表と。その次に発表するのが七、八名の子供たちの学校と。これで学校代表としての発表

で本当に教育的によろしいのだろうかという、そういう教育委員会での懸念も正直随分前か

らありました。これ、ちょうどきっかけが財政再建ということで始まりましたが、そういう

こともありまして、教育委員会として中止を続けさせていただいていると、そういうことで

ございますので、ご理解をいただければと。もちろん児童生徒、保護者にもその旨、校長を

通して説明するようにお話をしてございます。 

○議長（伊藤一男君） 佐藤輝雄君。 

○９番（佐藤輝雄君） ほかの学校で、水泳大会にはそういう話も聞きます。それから、ただ音

楽祭については結構やってるんですね、ほかのところでは。ただ、財政がなくなったのをい

い機会にね、はっきり言えばサボれるというか、やっぱりそういうふうな発想にこう見える

んですよね。やはりある程度努力をしていくというやつが、子供たちだって見てますからね、

やはりその辺は、やっぱりほかの町とのバランスもあるのではないのかなというふうに思っ

て、なるべくならばやっぱりきちっと論議をして、やっぱりほかの町とのバランスも考えて

いただきたいものだというふうに思います。これはただのお願いです。 
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それから、今現実に柴田町ではいろんな意味で特別養護老人ホーム、これについては約180

名ぐらいが待機しています。これは一人一人確実に、一人ずつですね、ダブりがありません。

それからあと、保育所の待機が13名おります。やはり、この保育所の待機は新しく保育所が

できたときには絶対にゼロなんだと、待機児童はないんだということも確認の上で、これが

あったのがね、まだ、今こうやってあるっていうこと自体がちょっと私はおかしいなという

ふうな感じがするんですが、その辺待機に対して、ましてやこの特別養護老人ホームのこと

については、町長が町長に立候補するときに２番目に挙げてるんですね、この特別養護老人

ホームを建てますということで。その辺についてどういうふうな考えをお持ちか、どうぞ。 

○議長（伊藤一男君） 町長。 

○町長（滝口 茂君） 特別養護老人ホームにつきましては、一時期柴田町で２団体から建てた

いという話があったように記憶しております。１期目でしたね。そのときに仙南の特別養護

老人ホームの枠の中で七ヶ宿町がたしか40だったか、ちょっと忘れましたけれども、それで

数として成り立たないということで、浅野知事がやりました、経済再生戦略で地域ケアホー

ム、あちらの方を優先させて誘致をした経緯がございます。 

  特別養護老人ホームの増設につきましては、実は町に昨年から相談がございまして、21年度

に設計を組んで、22年度に工事を始めまして、23年度から開設したいという要望がございま

す。これにつきましては、県の保健福祉部、私の後輩が課長をしているもんですから、そち

らの方にも何とか枠の中を認めてほしいということで、着実に私は進んでいるんではないか

なというふうに思っております。その団体名については、ちょっと控えさせていただきたい

というふうに思っております。 

  保育所につきましては、本当は160名の定員で間に合うはずだったんですが、余りにもその

居心地がいいと言えば変なんですが、入れたいということで、逆に働きたいという方が出ま

したので、逆に待機児童がふえてしまったということになったんではないかなと思いますの

で、これは子ども家庭課長、わかれば補足をしていただきたいというふうに思います。 

○議長（伊藤一男君） 子ども家庭課長。 

○子ども家庭課長（笠松洋二君） つけ加えさせていただきます。 

  待機児童につきましては、今町長のお話にもございましたとおり、当初計画したときの推計

の子供さんの数よりも、現在の入所の希望者がふえてきている結果なのかなというふうにと

らえているところでございます。 

○議長（伊藤一男君） 佐藤輝雄君。 
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○９番（佐藤輝雄君） うれしい悲鳴じゃなくてね、やっぱり計画はなるべく計画に沿ってね、

きちっとやっぱり、13名も待機するような状態っていうのは、これはやっぱりまずいと思う

んですよ、子供の保育所の問題でね。やはり職員がやめるのも、今予定してたよりもやめた

からとかね、そういうんじゃなくて、なるべくきちっとした係数管理といいますか、やはり

数字によって、こう、きちっと出していくような形でないと、やはりまずいのではないかな

というふうに思います。ですからやっぱり今からあるね、そのシミュレーションについて見

ても、まず25年ですか、25年には15億……17億か、17億ぐらいの支払いが26年には半分に減

るわけですよね。しかし現実にそのことが前もって、今からここにも書いておきましたがね、

やはりクリーンセンターとか鷺沼とか、それからもろもろの施設ですね、町長にも前に西住

児童館の屋根直してくれっていう話もしたんですが、計画でやると。その計画も、約６年た

っても、多分、さびてペーパーかけたら穴あくと思うんですね。そういうふうなやつが現実

にありますので、やはりそのシミュレーションをきちっと出していただくと。その係数でね、

今のように、いや、やってみたっけ待機児童が余計集まったから待機児童が出たんだとか、

それからあと今特別養護老人ホームの待機がこれだけいるんだとかね、そういうふうな場当

たり的じゃなくて、もうちょっと、きちっとこちら側とのね、数字のやりとりも正しいやり

とりをやりたいと思うんですよ。その意味でそのシミュレーションがいつころ出せるのかね、

その辺あれば出していただければと思います。 

○議長（伊藤一男君） 町長。 

○町長（滝口 茂君） 何かね、何にもやってないような表現に最後になるんで、ちょっとおこ

がましいんですけれども、この特別養護老人ホームにつきましても、相談を受けて、21年度

に設計を組んで、22年度に工事をして、23年度から開設できるように町長は努力していると

いうことも町民に言っていただかないと、何にもしないというようなことになりはしないか

というふうに思います。 

それから、子供たちもですね、これは年齢構成によって若干ずれる傾向がございます。そ

れについては子ども家庭課長から、人数が、８人と我々は踏まえてるんですが、動くという

こともちょっと話をして補足させたいというふうに思っております。 

財政シミュレーションにつきましても、この場で議論をさせていただきましたけれども、

将来を完璧に予想することは難しいと、ここは理解をしていただかなきゃない。今、用いら

れるデータをもとに将来を推計します。ですから基準となるデータが、自分たちで決められ

ないということもございます。だから推計になるわけですね。ですから、今把握できるデー
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タをもとに、できる範囲内での推計はなるべく将来に近い形で推計はしますが、それは、将

来をぴたっと当てる数字にはならないという、それがシミュレーションだということもご理

解いただかないと、ちょっと数字が違っただけで、何を調べてんだと、こう言われたんでは

元も子もありませんので、その点を理解した上での財政シミュレーションの使い方を、ぜひ、

お願いしたいなというふうに思っております。財政シミュレーションにつきましては、早急

にやっていかなければならないと、作成していかなければならないというふうに思っており

ます。ただ、これにつきましては、地方交付税の動向は柴田町で決められないということも

ございますので、あくまでも推計値にならざるを得ないのではないかなというふうに考えて

おります。 

○議長（伊藤一男君） 佐藤輝雄君。 

○９番（佐藤輝雄君） ですから、保育所の待機のときについては、きちっと話をしてるんです

よ。ここで今、言ってるんじゃなくてね。そのときは間違いなく、ないと。そして新しいや

つでは、こうだという話があります。もし、違えばね、やはり議会に対してそういう話があ

れば、ここはこういうふうに変わりますとかっていう話があってしかるべきじゃないのか。

前からこれ言ってますよね。やはり同じその数字的なものについては、必ず、びっちり合っ

てるもんじゃなくて、つまり、今から言えばシミュレーションの場合、出す場合についても、

例えば28年にクリーンセンターが出ると、すると支払いはいつごろからだと、大体予定額は

このくらいだと、そういうふうな上に立ってやっていただきたい。それから病院の場合、加

味できますよね。だからそういうふうな前もってわかるやつをきちっと出してくれと。きち

っとっていうのは、正数ではなくてね、正しくなくても大体その概要が我々知りたいわけで

すから。やっぱりそれと、あとは、今必要なのは、建物をやっぱりきちっと整理する、今そ

のままあるわけですから、それはやっぱり羽山荘だってそのままになってるわけですから、

いつ壊すのか。太陽の村の、上のあのソーラーシステムだって、いつ……、あれ前から言っ

てるわけですから、撤収するのか。そういうふうなものも含めて、やはり出してほしいと。

だからその辺が早く出すということがね、いつ早くなんだかわかりませんが、いつころにな

りますか、それ出すとすれば。 

○議長（伊藤一男君） 町長。 

○町長（滝口 茂君） ここで了解していただかなければならないのは、その概要なんですね、

概要。概要を出すと正値ではないという反論が返ってきますから、やっぱりここはお互いに

どの程度の範囲内での概要なのかきちっと了解した上でないと、多分、財政シミュレーショ
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ンもできないんではないかなと。それから、壊す、壊さないは、ほかの政策との選択になる

かと思います。ですから、今、壊すというふうに言ってても、ほかに補助金がついて、槻木

中学校の前倒しということがあれば、当然シミュレーションに載せておりました、そういう

壊す、マイナスの政策は後延ばししなきゃない。ですから、瞬間、瞬間でその政策の選択は

変わるということを前提の上で出す分には私は構わないというふうに考えております。 

ですから、やっぱり将来を見通して長期的な計画をつくりますが、その時々の国の施策等

の動向もございますし、いろんな要素も入ってきますのでね、なかなかこの計画どおりにい

こうと思ってもいけない、自分一人でこの財政というのをコントロールできれば可能なんで

すが、残念ながら町長には地方税の収入も自分ではどうしようもないという面がございます

ので、やっぱり、ぴしっと収入を見定めながら、間違いないように見定めながら、支出の方

を検討せざるを得ないのではないかなというふうに思っております。その概要につきまして

は、企画財政課長の方に、おおむねの概要でいいということで了解の上での期日は言えるん

ではないかなというふうに思いますんで、回答させたいと思います。 

○議長（伊藤一男君） 企画財政課長。 

○企画財政課長（加藤嘉昭君） 町長が最初の、当初のお答えでも申し上げましたように、今、

21年度の当初予算編成前に推計をやるということで、今、実際進めております。財政推計を

見直すということで今進めておりました。実施計画につきましては、例年ですと６月に実施

計画をつくって、６月議会中に議会の方にお示ししているわけですけれども、今年度から実

施計画は当初予算編成前につくるということで、10月中に21年度から３カ年の実施計画を策

定したいということで今準備を進めております。それにつきましても財政推計と合ったよう

な形で、収入・支出ですね、バランスを見まして、果たして事業ができるかどうかというこ

とを精査して、実態に合った実施計画を策定したいというふうに思っております。 

それから、ご質問ありましたように、いろんな待機事業、各課から上げていただいている

んですけれども、実際今後10カ年ですべてをやれば300億程度の事業費になります。そういう

中で、26年度から公債費が半額になるということで、26年度になればある程度の事業はやれ

るかと思うんですけれども、今言ったような大きな待機事業がいっぱいありますので、そこ

を今後10年間どの年度にやれるかということは、非常にこう、今、町長が言いましたように

国の交付税、それから税収ですね、そういうことを正確に推計することは非常に困難であり

ますので、ある程度事業の優先順位をつけながら当てはめていくようになりますけれども、

26年度までは残念ながら大きな事業はやることはできないだろうというふうに思っています。
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そういう意味で、今後10年間といいますと、30年までですかね、平成30年までの推計になり

ますので、恐らく町単独事業での大きな事業は盛り込めないだろうということで、逆に仙南

広域の、町が意図としない、待ってられないですね、広域でやらなくちゃいけないクリーン

センター等の負担金の増、それから中核病院とかですね。どちらかといえば柴田町でやりた

い事業よりは、柴田町のやりたくないことが先にこう事業に盛り込まれまして、柴田町でや

りたい槻木中学校の建て替えなり、船岡中学校の建て替えっていうのは26年度以降に、どの

時点で盛り込めるかというようなことになるかと思います。そういう意味で、精査しまして、

10カ年については事業を盛り込めませんけれども、柴田町にはこういう早急にやらなければ

いけない事業がありますよということで、来年３月ですね、年度末には議会の皆様と町民の

皆様にお示ししたいというふうに、今、段取りを進めているところでございます。 

○議長（伊藤一男君） 佐藤輝雄君。 

○９番（佐藤輝雄君） 先ほど町長から言われましたように、議会の方で財政再建調査特別委員

会つくったときも、そんなにぎしぎししたやつの感じではないんですね。あくまでも中身の

通った中で、我々は論議しているわけですよ。ですから、そういうシミュレーションについ

てね、その数字が違ったとかなんとかじゃなくて、その流れっていう形で見てますから、で

すからその辺については安心して出してもらってもいいし、それともう一つは、やはり考え

られることはやっぱり入れてほしいと思うんです。多分、これは柴田町も大河原も村田も皆

同じだと思うんです、状況から見れば。ですからやっぱりそういうふうな意味からすればね、

今本当に一番心配なのは、年とってる人というか、かなり年齢が上がってきてますからね、

これについてはどこの町も待ったなしなんですよ。昔は老老介護っていって、老人が老人を

介護したっていうのが、今、認認介護になってるわけですから。認知症の人が認知者を介護

するような、そういうふうなときにね、やはり町自体が協働とかなんとかじゃなくて、とに

かくどうするんだという状態になってきて、ですから、何かにおいても福祉は最大のもう待

ったなしの状況になってるしね。ですから、そういう意味も含めて、どれだけのお金が建物

とかいろんな病院とかに使えるんだ、それから福祉にはどれだけ使える、もう一番福祉です

から。そういう意味でね、何としても私は合併せざるを得ないんだと。今、今までも大分反

対の人もおりますが、反対の理由もわかりませんが。 

それから、一番先ほどのお話に戻りますが、私がわからないのは、コンパクトで質の高い

まちづくり、これスローガンになってますね、今ね、どこに行っても町長言うんでね。これ

ちょっと詳しく説明お願いします。 
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○議長（伊藤一男君） 町長。 

○町長（滝口 茂君） これは我妻議員にお答えしましたように、考え方と都市像と二つの方に

考えていかなければならないというふうに思っております。 

まず考え方といたしましては、これまでのように都市は膨張しないという時代を迎えてい

るということです。人口が減る時代を迎えている。そのときに郊外にどんどんどんどん施設

を移設して新しいものをつくるというような時代は終わったんだと。既存の中で使える施設

をリニューアルして使うとか、空き地があったら、そこに施設を誘導すると、そういう中で

歩いていけるような、そういう考え方に立ったまちをつくっていくというのが一つの考え方

でございます。 

それから、将来の都市像としましては、最低限の役場、それから病院、商店街、コミュニ

ティ施設、そういうものを歩いていける範囲内に、当然、きちっと整備される。それから、

広域的な大学とか文化施設、スポーツ施設等は広域の行政圏の中で連携しながらやっていく。

そういうまちづくりをしないとこれからは難しい時代、要するにお金が限られておりますの

でね。そういう意味でコンパクトに集約された都市像がこれからは必要ではないかなという

ふうに考えてコンパクトシティで。 

質の高いというのは、先ほど言ったように、こういう福祉の問題、介護の問題、それから

健康づくりの問題、ソフト的な問題ですね。そういうことを役場と住民が身近な信頼関係の

中で一緒に協働でまちをつくっていくと、そういう時代が来るんではないかなということで、

コンパクトで質の高いまちづくりをこれからの都市づくりのコンセプトとして掲げさせてい

ただいているところでございます。 

○議長（伊藤一男君） 佐藤輝雄君。 

○９番（佐藤輝雄君） ですから、そういうふうな話がこう、こちらにぴんと来ないんですよね、

はっきり言って。つまり先ほどから言っているように、クリーンセンターにしろ、今からい

ろいろ大きい事業にしろ、約10年で300億ぐらいかかるような状況のときにね、そのときにす

ぐに柴田町はコンパクトで質の高いものをつくるんだと。そちらの方の、この庁舎すら満足

に耐震もできないときに、いつできんの、いつどういうふうなものができんの。ただ町長の

言葉はわかりますよ。言葉はわかります。ただ現実が浮かばないんですよ。つまり、いつで

も言っているように、町長っていうのは具現者ですからね、具現化をするのが町長の仕事で

すから。言葉でことしが終わりました、来年も終わりました、再来年も終わりました、選挙

ですって、それはいきませんから。その辺が、コンパクトで質の高いもの、そのうちの例え
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ば四つあると、今のところ町長は四つありますって言ってますからね、柴田には。私からす

れば、前にもここの議会で言ったと思うんですが、柴田町だけ見れば、角田の三つの大体地

区でしょう。例えば北郷、高倉、佐倉ぐらいの町ですよね、角田から見れば、この柴田町と

いうのは。つまり、そこの中に四つも核を置けるというのは、どだい無理だと思うんですよ。

せめて、じゃあ当面、例えば１年か２年の間にこの一つの地区をコンパクトで質の高いやつ

を具現化するためのものを見せてほしいと思うんですよ。ただ言葉だけですね。その言葉を

受けて、今度は病院どうなんだ、うちの方の鷺沼排水どうなんだってやってるときに、そっ

ちの方に金いくんだもの、こっちできませんなんて言われれば、それまでの話ですしね。そ

の辺についてもう一度わかりやすく。具現化ということを土台としてお話ししていただけれ

ば。コンパクトな質の高い。 

○議長（伊藤一男君） 町長。 

○町長（滝口 茂君） そのために去年から町民によくわかる町の仕事と予算と、これがすべて

コンパクトなまちをつくるための材料になってるわけですね。ですから、これ一つ一つがコ

ンパクトシティを実現するための施策だと。ただ、ハード事業、これは残念ながら今のとこ

ろできておりませんので、それにつきましては、まず安全・安心を優先しなさいということ

だったので、ことしは、その水害対策、それから、がけ崩れ、道路の整備、おくれていたと

ころですね、そういうコンパクトシティの基盤となるところからまず進めさせていただいて、

その上に、ここに100億ぐらいのソフト事業が載ってて政策を展開していく。ですから、クリ

ーンセンターとかそういうものは広域行政の話ですから、広域行政はですね、もちろんコン

パクトと広域行政との連携というものも私たちの自治体の一つの政策の方向ですから、コン

パクトですべてやるという発想ではございませんので、何もやってないということではなく

て、皆さんのご了解を得て、ハード事業、ソフト事業、すべて町民にお知らせして、そして

尐しずつ柴田町が住みよい町になっていくように努力をさせていただいて、最終的に合併す

るかしないか町民が判断すると思うんですが、恐らく、私は柴田町を支持してくれるんでな

いか、愛する人が多いんではないかなというふうに考えております。 

○議長（伊藤一男君） 佐藤輝雄君。 

○９番（佐藤輝雄君） だからもっとね、早目にコンパクトで質の高い、コンパクトで質の高い

んだったら、現実の具現性を見せてほしいと。今、そのためのプロジェクトをつくってやっ

てるんだとか。一番いいのは、確かにプロジェクトですね。何でも、国でもそうですが、何

か言われた場合には、今からつくるんだ、つくったんだ、プロジェクトを。いつできるのと。
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それはプロジェクト次第だと。しかしそれで今町長が言ったように、今柴田町はコンパクト

で質の高いやつやってんだと、じゃあどうなのと。いや、そのためにはまず基本ベースのイ

ンフラの道路でしょうとか、そういうふうにはならないと思うんですね、やっぱり。道路と

かなんとかはどこの町でもやってるわけですから。やっぱりその一つのものにポイントを合

わせて、コンパクトで質の高い、例えば北海道の伊達だったら、伊達のように、こういうん

だっていうのがあればみんなわかるわけですから。ところが今実際何もないわけでしょう、

ただプロジェクトで論議してるだけで。その辺で、やっぱり論議をしてるなら論議をしてる

で構わないんですが、それで柴田町はやってるんだ、だから合併は私の方に行って、柴田町

は独自の道を行けるんだと。そういうことではなくて、年とってる人たちのね、さっき言っ

たように、福祉も含めて、やっぱりまちづくりのためにね。 

あっ、それからあともう一つ、時間がちょっと３分ぐらいありますんで。 

ここの中に出してましたが、なぜ町長が、一番最初のときは本当に素直に合併だけだった

んですよ、私らがチラシ配ったときには。それがずうっと来て、今になって、もう、しゃし

ゃり出てきて合併反対だっていう立場をとってるのは、３期、私はやりたいという話をね、

町長３期やりたいと。３期やりたいということは絶対合併がないわけですから、そういうふ

うなことなのかどうかお伺いいたします。 

○議長（伊藤一男君） 町長。 

○町長（滝口 茂君） 今回の３町合併の根底は、そういう発想をしていること自体に問題があ

ると。やっぱり純粋に町将来構想がどうあるべきかという発想をしていれば、そういう発想

がちまたで聞いたことありませんけれども、出てくるはずがないというふうに思っておりま

す。 

ですから、どうもこのハード事業に頭が行ってるのかなと。ハード事業がなくても柴田町

は、ごみの問題、環境の問題、図書館の問題、それについてはみんなの力で町をよくしよう

ということで、尐しずつではありますが、住民との参加による協働のまちづくりが進んでい

ると、これがこれからのコンパクト、ハード事業からソフト事業へという一つの概念をなし

ているというふうに私は考えております。ですから、この３町合併についても、環境が違っ

ているということをもう一度皆さん、ほかの自治体の声を聞いてきていただきたい、首長だ

けでなく、町民の。そうすると大体その原因がわかると思います。そういった意味で、これ

からも柴田町はこのコンパクトシティ、質の高いまちづくり、そのためには住民と職員が一

緒になっていろんな政策を考えて、新しい政策ですね、今回も要望ありました。それに向け
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て、役場の職員は介添え役としてやれるような、そういう力をつけていきたいなというふう

に思っているところでございます。 

○議長（伊藤一男君） 佐藤輝雄君。 

○９番（佐藤輝雄君） その３期やりたいというのは、私が勝手にしたり、勘ぐりで言ってるん

でなくて、町長の取り巻きの方たちから言われてるんですよ。私は聞かれたんです。「佐藤

さん、町長、最初にね、応援したときに、３期っていう話ありましたか」って。だから町長

自体が、その町長の支持者ですね、かなり親しい人です、そこのところに、きょう会議があ

った、明日をひらく柴田の会の会議があった、きょうの内容どうだった、こうだったってい

う電話も入れてます。そういうふうなものをね、やはりほかの人がもう堂々と言ってるんで

すよ、みんなの前で。ですから町長がね、表向き、私は知らないって言ってみても、それは

もう周りでみんな知ってることであって。ですから例えば８月の、さっき出たのは齋さんの

話出ましたね、大河原の。その齋さんの話が出たのは、総務省から来たっていうのはいつで

した、それは、８月の。８月の29ですね。そのときに来たのはだれでした、総務省の。そこ

で、その３人ですね、だれですか。それで、柴田の町長はその二人との間の中で合併の話は

どういう話がなされたのか、最後にそれだけお聞きします。 

○議長（伊藤一男君） 町長。 

○町長（滝口 茂君） 合併につきましては、柴田町のこの資料を出しまして、これまで合併し

た、破綻した経緯をお話しさせていただきました。先ほど申しましたように合併した後ので

すね、合併が４パターンですね、説明されてきたこと、それからその後ですね、柴田町が一

生懸命財政再建プランをつくって、財政的に将来自立してもやっていけること。それから合

併した自治体の検証をしますと、残念ながら合併してよかったという声が聞こえてこない。

旧来の首長さんの会議の話もさせていただきましたけれども、そういう検証と満足度調査を

ぜひ、これは県の方に言ったんですが、県の方にもしてほしいと、そういう発言をして、柴

田町の立場についてお話をさせていただきました。 

あちらの方は合併を推進する方なので、合併のメリットはよく理解してほしいというふう

におっしゃいました。私も合併のメリットは理解しているつもりですが、先ほど申しました

ように、柴田町の事務所を大河原に譲ってまで、それに伴って柴田町の合併のメリットは残

念ながら今のところ見出せないというふうに考えているところでございます。話はかみ合わ

なかったというのが現実でございます。 

○議長（伊藤一男君） 佐藤輝雄君。 
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○９番（佐藤輝雄君） そうすると、その総務省から来た課長が、課長のやつのやりとりという

のは議事録はありますか。ない。議事録はないの。ああそう。そうするとやっぱりね、私は

議事録だけ信用してますんで、その意味ではね、ちょっと話、片一方の話だけ聞くとね。い

つでも議事録確認するとね、町長の話と違ってる部分が大分ありますんでね。 

でも、ただ、最後になりますが、やっぱり福祉の面をどだい考えれば合併せざるを得ない

と。例えば８億をね、隣の町に使うとか使わないとかっていう問題じゃない。例えば最終的

に、前にも町長にお話ししましたが、中核病院で例えばどこかの町がつぶれたにしても、も

う一つの中で一心同体ですから、病院関係とか福祉とかは。それくらいのもうちょっと大き

な意味でね、やっぱり論議をしていきたいと、法定協議会ではね。そういうことで私の質問

を終わります。ありがとうございました。 

○議長（伊藤一男君） これにて９番佐藤輝雄君の一般質問を終結いたします。 

  次に、12番小丸 淳君、直ちに質問席において質問してください。 

     〔12番 小丸 淳君 登壇〕 

○12番（小丸 淳君） 12番小丸 淳であります。時間もあんまりありませんので、なるべく単

純にご質問させていただきたいなと思っております。 

大綱２問、ご質問させていただきます。 

  まず第一問目、新たに付加された後期高齢者医療制度に関する広報相談事務の具体的な施策

は。 

  平成20年４月から施行された後期高齢者医療制度は、尐子高齢化が進行する中で、高齢者が

将来にわたって安定して医療が受けられる、文字どおり国民皆保険にふさわしい大変よい制

度が創設されたと思っております。 

しかしながら、制度そのものは評価に値するものの、準備期間がなく、かつ対象者たる被

保険者は高齢者であり、さらに住民と直接コミュニケーションがとりにくい広域連合という

新しい枠組みでの制度であるため、被保険者にとっては、いわばかゆいところへ手が届きに

くく、加えて低所得者に対する配慮が不十分だったために、制度発足当初、広域連合や各市

町村で一部混乱が見られたと聞いております。私も、宮城県後期高齢者医療広域連合議会議

員の一人として、本制度の定着と安定的な運営が図っていけますよう願っているものであり

ます。制度設計者である国としても、制度導入に混乱が生じたことを受け、一部制度の見直

し等を行いました。そこで今回、高齢者の医療の確保に関する法律施行令（平成19年政令第

318号）の一部改正により、特に市町村長に対し、後期高齢者医療制度に関する広報及び申し
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出による後期高齢者医療制度に関する相談に応じる事務が付加されることになりました。 

従来からも当然ながら町として広報や相談事務を実施してきたものと思いますが、新たに

法令上付加されたこともあり、今後どのような施策を講じていかれるのかお伺いいたします。 

  ２項目、これでいいのか、国際化時代における本町のＡＬＴの現状。 

  国際化時代を迎え、外国人とのコミュニケーション力の重要性が認識されるようになりまし

た。 

そこで、子供のうちからその能力を身につけ向上させるためか、現在、中学校においてＡ

ＬＴ（外国語指導助手）を招き、いわゆる英語教育と並行してネーティブスピーカーにより

英語教育の充実を図っていこうと考えられているのではないかと思っております。 

そこで伺います。 

１）ＡＬＴは、何に基づき制度化されているのか。 

２）現在、ＡＬＴの配置で期待される修得基準的なものがあるのか。 

３）あるとすれば、本町における現在のＡＬＴの配置で到達基準に達することができるのか。 

４）理想的な修得度に達するための方策は。また、そのためのネックは何か。 

以上、お願いいたします。 

○議長（伊藤一男君） 答弁を求めます。町長。 

     〔町長 登壇〕 

○町長（滝口 茂君） 小丸 淳議員、大綱２点ございました。 

  後期高齢者の関係でございます。 

  今さら申し上げるまでもありませんが、後期高齢者医療制度は、老人医療を中心に国民医療

費が増大する中、国民皆保険を維持し、医療保険制度を将来にわたり維持可能なものとする

ため、本年４月から創設運用されております。 

  しかしながら、議員ご指摘のように、十分な準備期間、特に制度の周知は不十分であること

は事実として受けとめなければなりません。 

特に開始月の４月は保険証の問い合わせ関係が为で、保険証が届いていない、病院に行き

たいがどうすればよいのか、また、年金天引きが開始されたときには年金額が減った、保険

料は幾らになるのかと、多いときで１日60件近い問い合わせが集中し、その後の保険料決定

通知書等を送付したときも多数の問い合わせがありましたが、現在は通常の件数に戻ってお

ります。 

また、新たな問題として、社会保険等の扶養者からの保険料の徴収、低所得者の保険料軽
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減拡大、年金天引きからの口座振替への変更問題等、５カ月たった現在も制度自体が流動的

となっており、高齢者にはわかりづらい状況となっております。 

そんな中、国・広域連合も新聞、チラシ等の媒体を利用し、積極的に広報活動を行うよう

になってきておりますが、活字媒体による高齢者の方々への周知は大変難しく、十分とは言

えない状況になっております。 

町といたしましても、町の広報紙、全戸配布チラシ等の周知を数多く実施し、なおかつ対

象者への通知には、なるべく簡潔でわかりやすいチラシを同封するなどの工夫をし、制度の

周知に努めてまいりました。 

また、老人クラブ、地区懇談会、各種団体等の会合、出前講座に出向き、これまで11回、

614人に対し制度の説明会を実施してまいりました。 

国は、後期高齢者医療制度について各方面から多数の指摘を受け、さきの国会で新たな方

針を決定しております。 

保険料の軽減拡大等で、「低所得者の７割軽減を8.5割軽減」に、「年金収入211万円以下

の方の所得割を50％減額」にすること、また「保険料を年金から口座振替による納付が可能

になった」こと等の改正で、20年度、21年度の緊急対策として８月に正式に決定しておりま

す。 

町といたしましては、今後の軽減拡大対象者約1,300人に今月中旪に保険料変更決定の通知

を差し上げるようになりますが、通知だけでご理解をいただくのは大変難しく、電話、来庁

による相談が多数寄せられるところでございます。相談体制を整備し、しっかりとした対策

をしてまいります。 

また、７月25日に高齢者の医療の確保に関する法律の一部が改正され、市町村が行う事務

に「広報」・「相談」業務が明記されました。当然これまでも広報・相談については積極的

に取り組んでいるところでございますが、今後は、出前講座の活用・相談体制をより充実さ

せ、一層の広報事業や相談業務に取り組んでまいります。 

私としましては、後期高齢者医療のみならず国民健康保険を含めた医療制度については社

会保障制度全体としてとらえていかなければならない問題と考えており、これからの動向に

ついて特に注視してまいります。 

大綱２点目、ＡＬＴの関係でございます。 

まず１点目。昭和61年10月に外務省、文部省、自治省の事務次官の連名により通知された

「語学指導等を行う外国青年招致事業実施要綱」に基づき実施されております。当初は、都
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道府県及び政令指定都市が事業実施为体となっておりましたが、事業内容が拡大され市町村

においても実施可能となりました。本町におきましては、このジェットプログラムを利用し

て平成６年度より実施しておりましたが、現在は地方公共団体の自为的な事業となっていま

すので、平成17年度途中より民間企業への委託に切りかえております。 

２点目から４点目の「修得基準等」の質問でございます。 

国よりの基準等は設定されておりません。昨年度のＡＬＴ派遣事業から申し上げますと、

各小中学校等に年間204日間派遣しております。内訳といたしましては、小学校に36日間、中

学校に163日間、第一幼稚園・けやき教室に５日間となっております。 

小学校での指導では、学年や発達段階に即した指導を行い、特に歌やゲーム、簡単な英会

話等を取り入れ、言語活動を豊かにし、異文化の理解を図り、体験的英語教育を高めました。

子供たちは、「聞く」「話す」「発音面」での向上が大きく見られました。 

中学校の指導では、授業の展開においてチームティーチング授業により、工夫・改善に努

め、生徒の英語学習に対する意欲を高めることができました。生徒は、生の会話ができるこ

とが何よりも喜びのようです。特に自分の英語が通じたときの喜びは、自信にもつながって

おります。 

ＡＬＴ派遣事業につきましては、今後とも外国語教育の充実を図るとともに、外国人との

コミュニケーションと英語の楽しさを学ぶよい機会となっているため、語学指導を行う外国

人を継続的に派遣してまいりたいと考えております。以上でございます。 

○議長（伊藤一男君） 小丸 淳君。 

○12番（小丸 淳君） まず第１点目ですが、後期高齢者の広報のあり方といいますか、４月か

ら施行されたわけですが、広域連合でもかなりいろんな混乱があったようであります。何せ

準備期間もなかったのと相手が高齢者だっていうこともあって、なかなか難しかったんじゃ

ないかなと思います。柴田町にとって、当初どんな混乱って言ったらちょっと語弊がありま

すが、高齢者や住民から問い合わせとか、あるいは相談、そういったものがあったのか、ち

ょっと内容を簡単にご回答いただければと思います。 

○議長（伊藤一男君） 町民環境課長。 

○町民環境課長（大宮正博君） 今議員さんがおっしゃられたとおり十分な準備期間がなかった

というふうなこと、それから制度開始前に直前の制度の見直しがあったと、それから75歳以

上の高齢者というふうなことで、４月の開始時点から大変混乱をしたというのが実態でござ

います。 
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  まず、混乱の状況ですが、一つは未着ですね、保険証が届いていないというのがありました。

柴田町では、４月当初９件というふうなことで未着があったんですが、住所がそのままで実

際には住んでいないとか、そういった長期入院しているとか、娘さんのところに来ていると、

そういったことで９件当初未着だったというようなことです。これは県全体でいくと887件ぐ

らい当初あったというふうなことで聞いております。 

それから、誤って徴収した、誤徴収、間違って徴収、これが３件ほど出てしまいました。

本町では電算システムの不備というふうなことで、元来、激変緩和措置で、本来10月の年金

から引くべきところを４月の年金から天引きしてしまったというふうなことで、３名の方に

は私も直接お伺いし、おわびを申し上げまして、天引きした分につきましては、すべて還付

をしてございます。 

それから、もう一つは保険証の再発行ですね。これも７月末現在で68件ほど再発行したと

いうふうな混乱になってございます。 

それから、相談の内訳ですね、内容でございますが、やはり制度の周知が不十分だったと

いうふうなことで、来庁者、電話などで、多いときでは１日60件でございます。４月には、

１日平均大体28件でございます。内容的には、保険証関係ですね、保険証が届いてないとか

なくしてしまった、それから使い方がわからない。保険料関係では、保険料が幾らになるの

かとか、例えば保険料が高くなったと、どうしてくれるんだと。それから苦情なんですが、

収入がない人からも取るのかといったようなことですね。それから納付方法の関係での相談、

何で納めるのかとか、なぜ年金天引きなのかとか、それからあと口座振替にしたいんだと、

そういった内容が多いというふうに……内容になってございます。制度を開始して半年経過

しております。大分落ちついてきております。今後もしっかり事務の方を進めていきたいと

いうふうに考えております。 

○議長（伊藤一男君） 小丸 淳君。 

○12番（小丸 淳君） 発足当初ですね、大変ご苦労されたんじゃないかなと私思います。これ

は各市町村が大変だったようでございますので、だんだん今軌道に乗りつつあるというふう

にどこの市町村も聞いておりますので安心しておりますが、当初は本当にご苦労じゃなかっ

たかなと思います。ご苦労さんでした。 

そこで、先般敬老会の来賓である敬老会に呼ばれてちょっと行ったんですが、75歳以上の

高齢者となると、大分90歳代の人も随分来ておりましたけれども、我々の感覚ではちょっと

わからないっていいますかね、理解できないような方が結構いらっしゃるんですね。耳は遠
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い、それから目もよく見えない、足もね、よく歩けない、いろんな方がいらっしゃるんです

よね。柴田町大体4,000ですか、対象者ね。4,000あると、そういう目がよく見えない、耳も

よく聞こえない、足も不自由だ、その上その高齢者の方にはひとり暮らしもおる、老夫婦で

生活している、いろんな方がいらっしゃるなと、この間実は敬老会に行ってみてわかったん

です。わかったって言ったら申しわけないんですがね、これが実態だろうと思うんです。し

たがって、これから4,000名の方、その中に障害者も何人かいらっしゃるでしょうけれども、

若い方で障害者の方もいらっしゃるでしょうけれども、大半75歳以上の高齢者ですから、こ

れから制度改正もだんだんやはり、今回もきょうの新聞にもちょっと出てましたけれども、

またあるんですね、見直し、制度改正ですね。したがって、定着するまでしばらくですね、

また制度改正等があるんで、今までのように健常者っていいますかね、75歳未満の方を対象

にしたね、いわわる健康保険みたいな形でお知らせ版に載せて、あるいはチラシを配って、

というような広報ではね、なかなかこれはそういう人たちに対してかゆいところに手が届か

ないんではないかなと実は思いました。 

そこで、これから市町村長にその広報とか相談の義務が負わされるわけですが、もう尐し

きめ細かくやっていかないと、これは大変になることだなと、実はこの間の敬老会に出てて

思いました。 

そういう高齢者の目線できめ細かく、要すれば顔が見える対応が必要ではないかなと、こ

のように思っているもんですから、その辺ですね、ランクを下げるというか、今までやって

いる広報ではなくて、あるいは相談にしてももう尐しレベルを下げた対応をしていかなきゃ

いけないんじゃないかなというふうに思うんですが、その辺についてどのようにお考えかお

伺いしたいと思います。 

○議長（伊藤一男君） 町民環境課長。 

○町民環境課長（大宮正博君） 議員さんおっしゃるとおり、4,000名対象となる方、いろんな、

耳が遠かったり足が悪かったりですね、ひとり暮らし老人の方々、高齢者世帯の方々、いろ

んな世帯があるわけなんですが、一番いいのは、本当に戸別にこちらから出向いていってす

べて説明すれば一番いいわけなんですが、なかなかそういったこともできないということで、

老人クラブなり、それから地区の懇談会、行政区ですね、行政区の方の懇談会、各種団体、

例えば障害者の団体でもよろしいですし、そういったところにもこちらから直接出前事業と

いうふうな形で直接出向いていって、足の悪い方、なかなか小学校区で説明会っていっても、

なかなか出てこれないという実態もあろうかと思いますので、こちらからなるべく外に出て
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いって詳しく説明をしていきたいなというふうには考えております。 

○議長（伊藤一男君） 小丸 淳君。 

○12番（小丸 淳君） そこで、対象者をある程度二つかあるいは三つくらいのカテゴリーに分

けて、本当に元気な高齢者っていうのもいるわけですね。そういう元気な高齢者はどこか集

会所なり公民館なりね、あるいは生涯学習センター、ああいったところに集めて説明をする

ということは可能だろうと思うんですね。それはそれの一つのカテゴリーで対象にして、こ

れからも広報とかいろんなことをやっていくと。 

もう一つはやはり、本当に体の不自由な方、これも幾つかに分かれるだろうと思うんで、

これもやはりある程度仕分けるといいますかね、グルーピングをして、それにまたどのよう

にして対応していったらいいかも考えなきゃいけないだろうなと、こういうふうに思うんで

す。 

こういう人たちについて、私、多分コミセンでやるとか、あるいは公民館でやるから「来

い」ったって、ちょっと難しいだろうし、こういった人に対しては、やはり何か相談ってい

いますかね、しかもこっちから出向いて相談っていうのが非常に大事だろうと思うんですね。

これは町民環境課長ではちょっと荷が重いかなと、総務課長にちょっとお伺いしたいなと思

ったんですが、よろしいですか。私は、やはり今２名でなさっているらしいんですよね、２

名で。私は4,000名のね、そういういった75歳以上の対象者に対して対応していくっていうの

は、これはなかなか大変なんで、今、大分、予想以上におやめになる方もいらっしゃるよう

だし、できればそういった人の中から、若干その専門的な知識を入れていただいて、やはり

出向いて、そういった体の不自由な方ね、そういった方に相談員になってもらって、相談を

して歩くというのが当面必要じゃないかなと。これはしばらく軌道に乗るまで、やっぱりこ

こ何年かかかると思うんですが、そういった必要性があるんでないかなと思うんですが、そ

の辺どうですかね、総務課長さん、人事を担当している課長さんとしてご回答いただければ

と。 

○議長（伊藤一男君） 総務課長。 

○総務課長（村上正広君） 今のご質問の内容でございますが、まず初めに、職員の人事関係と

いうことになりますと、まず頭に最初に入ってくるのが、正職員の配置というようなことが

頭に、今ちょっと思い浮かびました。今議員さんおっしゃるように、一時的なものというこ

とでございますので、職員をそちらの方に配置して対応すると、これから採用して対応する

というようなことは、議員さん今おっしゃったようにそれは無理だろうというような中身で
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ね、ご質問されたということで、一時的に、今、早期退職というような職員もいるんで、そ

の方にお手伝いを願って、役場職員20年から30年やっている職員でございますんで、ある程

度の高齢者、医療関係、それから役場全体の中身をわかってるんで、そういった方にお願い

して、一時的なものなんで対応してはいかがでしょうかというようなお話でございました。 

今、急にちょっと振られたもんですから頭の中でちょっと整理できませんが、できればで

すね、これは役場全体の話になってくるんですが、この後期高齢者だけじゃなくて税関係も

あるんですね。ですから職員の再任用というのがあるわけです。できるだけその職員の再任

用を私とすれば議会に提案して、議決いただいて、柴田町ぐらいなんですね、再任用の条例

を持ってないのが。ほかの市町村は全部持っています。そういったものを今後、財政再建途

中でございますので、私も議会提案控えておりました。それから、１回提案しようと思った

んですが、ちょっと時期尚早であるというようなニュアンスがありまして提案を控えたとこ

ろもありますが、今後はそういったことも踏まえて再任用というようなことも考えていきた

いというふうに考えます。 

○議長（伊藤一男君） 小丸 淳君。 

○12番（小丸 淳君） 非常に明るいご回答いただいたような気がします。ぜひ、今回相談業務

について、市町村長に与えられた相談業務は申し出による相談と、こうなってるんですけれ

どもね、やはり、そういうお年寄りの方に対しては、待ち受けの態勢でもだめだと思うんで

すね。したがって、こちらから積極的に相談をしていくというような形にするべきだろうと

思うんで、ぜひそういった役場のＯＢの職員なんかを、そういったところへぜひ活用してい

ただくと非常にありがたいなと。これもずっと永年やるわけじゃなくて、私は制度がある程

度定着するまでだろうと思うんです。これからもしばらく制度改正なり見直し等があるだろ

うと思うんですね。したがって、まだ、よくよく制度がわかってない方も結構いらっしゃる

ようでありますのでね、そういった相談員の設置といいますか、設けることについて、ぜひ

総務課長さんにお願いしたいなと思っております。 

次に、２項目の方をちょっと移らせていただきます。 

ＡＬＴなんですが、そうすると先ほどのご答弁では、ＡＬＴを配置をしても、ＡＬＴの期

待する到達基準というか、どこまで到達しなきゃいけないと、こういった基準は設けられて

ないということで理解してよろしいんですか。 

○議長（伊藤一男君） 教育総務課長。 

○教育総務課長（小池洋一君） ＡＬＴの修得基準については、ないということでお願いいたし
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ます。 

○議長（伊藤一男君） 小丸 淳君。 

○12番（小丸 淳君） そこで、実はＡＬＴの効果っていうのは、私、三つあると思うんですね。

これは私なりに考えてるんですが、一つは、英語を使ってのコミュニケーション能力を向上

させるというのが一つだと思うんですね。もう一つは、国際理解、これは当然ですね、外国

人と接するわけですから国際理解。三つ目は、意外と皆さんご理解いただいてないんじゃな

いかと思うんですが、日本人の持っていない欧米人のキャラクターといいますか、陽気なキ

ャラクターですね、これを持ってるんですよね。したがって、この三つのＡＬＴの効果って

いうのはあると思うんです。 

今、よく小中学生と通学路で会うんですが、大体表情がないですよね、小中学生。あんま

り笑いもしない、表情もない。こういったＡＬＴを通じてね、やはり彼らは非常にジョーク

を言ったり笑いを導き出したりして、非常に陽気ですよね。ぜひＡＬＴの効果っていうのは、

そういったところにも見出す必要があるんじゃないかと思うんです。 

今、ＡＬＴは柴田町でお一人ですかね、お一人ですね。一人を先ほど言ったようにずうっ

とあちこち回してるんでは、私は、この期待する効果っていうのはちょっと得られないんじ

ゃないかなと思うんですが、その辺どのようにお感じかお伺いします。 

○議長（伊藤一男君） 本日の会議は小丸議員の質問が終了するまで延長して行いますので、ご

了承願います。 

  答弁を求めます。教育長。 

○教育長（阿部次男君） ＡＬＴの配置につきましては、ただいまの達成基準とか、それから法

的な配置義務もないというお話をさせていただいたわけですが、いわゆる国の教育課程の基

準となっている学習指導要領にも、実はＡＬＴを置かなければならないという、そういう規

定がないんですね。簡単に言うと、今度小学校英語、前倒しして、もう21年度から町内小中

学校にも多分実施されると思うんですけれども、これは、例えば学習指導要領の中には全く

ＡＬＴについては記述がありませんし、しかも書いてあることは、「地域の英語に堪能な人

の協力をいただくことでいいのですよ」って、そんなふうに書いてあるんですね。そんなふ

うに文科省では、要するに、予算がとれないからということもあるのかですね、文科省の方

のお金でもってＡＬＴを配置しますっていうことは全く言っておりませんので、そういった

表現になっているのかなと思うんですが、ただしＡＬＴの必要については、その効果、ただ

いまご指摘いただいたように子供たちの英語教育には欠かせないというふうに認識をしてお
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ります。それから、例えば小学校の英語につきましても、これは対象が亓、六年生、週１時

間の授業を行うということですから、町内の小学校、すべての小学校の亓、六年生に対して

週１時間安定的に地域の英語の堪能な方だけをお願いをして、配置できるかっていったら、

これはなかなか難しいと思いますので、やはり小学校英語についてもＡＬＴの配置っていう

のは必要なのかなというふうに思っていますので、これは、これから今後21年度の予算編成

の中で教育委員会としても実現に努めてまいりたいなというふうには感じております。 

その効果については十分、ただいまご指摘いただいたようなほかにも、例えば先生方自身

がコミュニケーション能力、英会話力がつくとか、それから特に小学校では英語の研修を受

けたり、要するに教員としての資格も、英語教員としての資格もありませんし、そういう先

生方が英語を教えるということですから、当然ながらＡＬＴなんかもそういう先生方の英語

の指導力向上にも多分寄与するのかな、貢献するのかなっていうふうにも思っていますので、

ぜひそういった方向で考えてまいりたいというふうには考えております。 

○議長（伊藤一男君） 小丸 淳君。 

○12番（小丸 淳君） そこで、お一人だけのＡＬＴをこれからだんだんいろんなところへ行っ

ていただいて、運用してやっていこうというお考えでしょうけれども、仙台市なんかの例を

見ますと、仙台市は中学校に一人、一つの中学校に一人のＡＬＴがいるっていうふうに聞い

ているんですよね。私は、やはりＡＬＴっていうのは中学校に一人ぐらいいて、常時、外人

と生徒が接するような環境にないと、やはりＡＬＴの本当の効果っていうのは出てこないん

じゃないかと思うんです。 

これは私の経験ですけれども、幾ら日本で自分で勉強したり英語の先生から勉強したりな

んかしても、実際、生の言葉に接する機会がないと、そういう環境にないと英語力っていう

のはつかないですよね、身につかないですね、これは。したがって、やはり中学校に一人ぐ

らいいれば、機会を求めてね、機会を求めてそのＡＬＴと接することができるし、それから、

その生徒自身も非常に英語に親しみが持てると。 

それからさらに、先ほど言いましたように、非常に陽気ですから、外人っていうのは。性

格的にもね、非常に大分明るい生徒がどんどん出てくるんじゃないかなと思うんです。そこ

でやはり一人というのはね、ちょっといかがなものかなと。１人360万ですよね、年間に払っ

てるの。３人払ったって約1,000万ですよ。本当に柴田町でそういったコミュニケーション能

力を向上させるためには、あるいは、国際理解を定着させるためにということで、子供から

そういう機会を持たせるんだって言うんであるならばですよ、あるならば、やはり３人は置
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くべきだというふうに思うんですが、それぞれの中学校に一人は置くべきだと思うんですが、

その辺どういうお考えかご答弁いただきたいなと思います。 

○議長（伊藤一男君） 教育長。 

○教育長（阿部次男君） 実は、各中学校の校長先生方もですね、ＡＬＴ、今の現状で十分間に

合っているのかという、ちょっと聞いたこともあるんですけれども、当然ながら校長として

は、できるだけＡＬＴ、もう尐し時間的に来ていただくと非常に子供たちの英語の向上には

役に立つと思いますので、ぜひ時間をふやしてほしいですという、そういう答えは受けてお

ります。当然ながらそういったことを尊重しながらといいますか受けとめながら、教育委員

会としてもできるだけそういう増員といいますかね、ＡＬＴの配置増員ということを考えて

いきたいなというふうに、これから21年度予算要求の中でどのように実現できるかは、これ

は、こちらに裁量権ありませんので何ともならないところもありますが、最大限、１名でも、

ということで努力をしてまいりたいというふうに思っております。以上でございます。 

○議長（伊藤一男君） 小丸 淳君。 

○12番（小丸 淳君） 先ほどの佐藤輝雄議員の話じゃないんですけれどもね、９億円もあるん

だったらね、３人雇ったって1,000万ですよね。もっともっと雇えるんじゃないかと私は思う

んだけれども、尐なくとも中学校に１名ぐらいのＡＬＴを雇って、やはり中学生のもう尐し

そういった能力を向上させる必要が私はあると思うんです。それこそ、それをやれば、県南

に柴田町３人いるよと、各中学校一人ずつＡＬＴいるよっていうことが、私は新聞に載るん

じゃないかと思うんですけどもね。ぜひその辺、町長、これは予算執行権は、編成権は町長

にあるんで、町長のちょっとね、ご意見を伺いたいと思います。決意っていいますかね、ご

意見、よろしく。 

○議長（伊藤一男君） 町長。 

○町長（滝口 茂君） 大分９億円がね、貯金としてあることが浸透しているのかなというふう

に思っておりますけれども。 

ＡＬＴですね、将来ふやしていかなければならないということは十分今肝に銘じましたの

で、あとは学校の中でいろんな、その、まだ十分でないところがございます。ですから現場

の先生方、それから校長先生、それから教育委員会の要望を聞いて、教育委員会の中で取捨

選択をまずしていただいた方がいいのかなというふうに思います。というのは、たかが1,000

万と言いますけど、みんな９億円ずつの要望がありますのでね、ほかの政策もみんな当てに

されますと、すぐ９億円なんかなくなってしまいますので、やはりある程度将来の安全のた
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めには、先ほど申しましたように、地震に備えて５億円は絶対手をつけないと、これは、私

の後の人のためにも５億円は絶対手をつけないということですので、今ある３億円をどのよ

うに使ったらいいかですね、将来のいろんな施設整備も含めまして検討させていただきたい

と。ＡＬＴはやはりふやしていく方向にいかなければならないといったことに受けとめさせ

ていただきます。 

○議長（伊藤一男君） 小丸 淳君。 

○12番（小丸 淳君） それでは、ぜひ教育長、もう尐し検討していただいて、私は、実際私も

ＡＬＴの教育現場っていうのを見たいなとは思っておったんですけれども、なかなか見る機

会がなかったんですけれども、ぜひ英語の先生なりなんなりとよくご相談されて、私は必要

だろうと思うんですけれども、ぜひそのときには町長に強力に申し入れて、町長の方で予算

措置をしていただくと。どうせまだ予算の編成前ですので、来年度からでもね、ぜひＡＬＴ

３名、各中学校１名配置ということになれば、本当にすばらしい柴田町の将来の青尐年が育

成されていくだろうと、このように思いますので、要望して私の質問を終わらせていただき

ます。ありがとうございました。 

○議長（伊藤一男君） これにて12番小丸 淳君の質問を終結いたします。 

  お諮りいたします。本日の会議はこの程度にとどめ、散会したいと思います。これにご異議

ありませんか。 

     〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（伊藤一男君） 異議なしと認めます。よって、本日はこれをもって散会いたします。 

  あす午前10時から再開いたします。 

  ご苦労さまでした。 

     午後４時０４分  散 会 

 


